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愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則

愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（局及び課）

第４条 次の表の左欄に掲げる部に、それぞれ当該中欄に掲げる局

及び当該右欄に掲げる課を置く。

（局及び課）

第４条 次の表の左欄に掲げる部に、それぞれ当該中欄に掲げる局

及び当該右欄に掲げる課を置く。

省略 省略

企画振

興部

省略 企画振

興部

省略

国体局 国体総務企画課、国体運営調整課、国体競

技準備課

省略 省略

２ えひめ国体推進局に国体総務企画課、国体運営調整課、国体競

技式典課及び障害者スポーツ大会課を置く。

（幹事課共通の所掌事務）

第６条 幹事課（総務管理課、総合政策課、県民生活課、保健福祉

課、産業政策課、農政課、土木管理課、国体総務企画課及び会計

課をいう。以下同じ。）は、次に掲げる事務を所掌する。

� 部内、えひめ国体推進局内又は出納局内の職員の人事の内申

等に関すること。

� 部内、えひめ国体推進局内又は出納局内の予算及び支出負担

行為その他経理に関すること（他の主管に属するものを除

く。）。

� 部内、えひめ国体推進局内又は出納局内の行政事務の総合企

画、総合調整、連絡調整及び情報等に関すること。

� 部内、えひめ国体推進局内又は出納局内の特命事項の処理に

関すること。

２ 省略

（企画振興部各課の所掌事務）

第８条 省略

２～８ 省略

（経済労働部各課の所掌事務）

（幹事課共通の所掌事務）

第６条 幹事課（総務管理課、総合政策課、県民生活課、保健福祉

課、産業政策課、農政課、土木管理課 及び会計

課をいう。以下同じ。）は、次に掲げる事務を所掌する。

� 部内 又は出納局内の職員の人事の内申

等に関すること。

� 部内 又は出納局内の予算及び支出負担

行為その他経理に関すること（他の主管に属するものを除

く。）。

� 部内 又は出納局内の行政事務の総合企

画、総合調整、連絡調整及び情報等に関すること。

� 部内 又は出納局内の特命事項の処理に

関すること。

２ 省略

（企画振興部各課の所掌事務）

第８条 省略

２～８ 省略

９ 国体総務企画課の所掌事務は、次のとおりとする。

� 第７２回国民体育大会愛媛県準備委員会に関すること（他の主

管に属するものを除く。）。

� 第７２回国民体育大会の開催準備の企画及び総合調整に関する

こと。

� 第７２回国民体育大会の関係機関等との連絡調整に関するこ

と。

� その他第７２回国民体育大会の開催準備に関すること（他の主

管に属するものを除く。）。

１０ 国体運営調整課の所掌事務は、次のとおりとする。

� 第７２回国民体育大会愛媛県準備委員会の施設専門委員会及び

警備・消防専門委員会に関すること。

� 第７２回国民体育大会の競技施設に関すること。

� 第１７回全国障害者スポーツ大会の開催準備に関すること。

１１ 国体競技準備課の所掌事務は、次のとおりとする。

� 第７２回国民体育大会愛媛県準備委員会の競技専門委員会及び

式典専門委員会に関すること。

� 第７２回国民体育大会の競技運営に関すること。

� 第７２回国民体育大会の式典に関すること。

（経済労働部各課の所掌事務）
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第１２条 産業政策課の所掌事務は、第６条に規定するもののほか、

次のとおりとする。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

３ 観光物産課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

	 物産の販路拡大に関すること（他の主管に属するものを除

く。）。


～� 省略

４～７ 省略

（農林水産部各課の所掌事務）

第１３条 農政課の所掌事務は、第６条に規定するもののほか、次の

とおりとする。

�～� 省略

� ６次産業化の推進に関すること。

 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２～１１ 省略

第１４条 省略

（えひめ国体推進局各課の所掌事務）

第１４条の２ 国体総務企画課の所掌事務は、第６条に規定するもの

のほか、次のとおりとする。

� 第７２回国民体育大会愛媛県準備委員会に関すること（他の主

管に属するものを除く。）。

� 第７２回国民体育大会の開催準備の企画及び総合調整に関する

こと。

� 第７２回国民体育大会の関係機関等との連絡調整に関するこ

と。

� 第７２回国民体育大会及び第１７回全国障害者スポーツ大会の広

報及び県民運動の推進に関すること。

 その他第７２回国民体育大会の開催準備に関すること（他の主

管に属するものを除く。）。

２ 国体運営調整課の所掌事務は、次のとおりとする。

� 第７２回国民体育大会愛媛県準備委員会の施設専門委員会、宿

泊・衛生専門委員会、輸送・交通専門委員会及び警備・消防専

門委員会に関すること。

� 第７２回国民体育大会の競技施設に関すること。

� 第７２回国民体育大会の宿泊及び衛生に関すること。

� 第７２回国民体育大会の輸送及び交通に関すること。

第１２条 産業政策課の所掌事務は、第６条に規定するもののほか、

次のとおりとする。

�～� 省略

� 外資系企業の誘致に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

３ 観光物産課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

	 物産の販路拡大に関すること

。


～� 省略

４～７ 省略

（農林水産部各課の所掌事務）

第１３条 農政課の所掌事務は、第６条に規定するもののほか、次の

とおりとする。

�～� 省略

� 省略

 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２～１１ 省略

第１４条 省略
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３ 国体競技式典課の所掌事務は、次のとおりとする。

� 第７２回国民体育大会愛媛県準備委員会の式典専門委員会、県

外開催競技会運営委員会及び競技専門委員会に関すること。

� 第７２回国民体育大会の式典に関すること。

� 第７２回国民体育大会の競技運営に関すること。

４ 障害者スポーツ大会課の所掌事務は、次のとおりとする。

� 第１７回全国障害者スポーツ大会愛媛県準備委員会に関するこ

と。

� 第１７回全国障害者スポーツ大会の開催準備の企画及び総合調

整に関すること。

� 第１７回全国障害者スポーツ大会の関係機関等との連絡調整に

関すること。

� その他第１７回全国障害者スポーツ大会の開催準備に関するこ

と（他の主管に属するものを除く。）。

（部等に置く職員）

第１６条 省略

２ 省略

３ 保健福祉部に医療政策監を置く。

４ 経済労働部にしまのわ２０１４推進監を置く。

５ えひめ国体推進局に局長及び次長を置く。

（課及び室に置く職員）

第１７条 課に課長及び主幹を置く。ただし、障害者スポーツ大会課

には、主幹を置かない。

２ 幹事課（国体総務企画課及び会計課を除く。）に課長補佐を置

く。

３・４ 省略

第５３条から第５５条まで 削除

（研修所）

第７６条 省略

２ 省略

３ 研修所に研修課を 置く。

４ 研修所に次の職員を置く。

�～� 省略

（部 に置く職員）

第１６条 省略

２ 省略

（課及び室に置く職員）

第１７条 課に課長及び主幹を置く。

２ 幹事課（ 会計課を除く。）に課長補佐を置

く。

３・４ 省略

第５３条及び第５４条 削除

（看護専門学校）

第５５条 愛媛県立看護専門学校（以下「看護専門学校」という。）

の業務は、次のとおりとする。

� 看護に関する専門的知識及び技術の修得に必要な教育課程の

実施に関すること。

� その他学校の管理運営に関すること。

２ 看護専門学校に次の係及び課を置く。

� 庶務係

� 教務課

３ 看護専門学校に次の職員を置く。

� 校長

� 課長

� 係長

� 教務主任

� 主事

� 技師

� その他の職員

４ 看護専門学校に、必要に応じ次の職員を置く。

� 専門員

� 主任

（研修所）

第７６条 省略

２ 省略

３ 研修所に研修課を置き、研修課に庶務係及び教務係を置く。

４ 研修所に次の職員を置く。

�～� 省略
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則の施行の際、保健福祉部健康衛生局薬務衛生課食肉検査指導係長を命ぜられている者は、別に辞令を発せられない限り、保健

福祉部健康衛生局薬務衛生課乳肉衛生・動物愛護係長を命ぜられたものとする。

�愛媛県規則第２４号
愛媛県職員の職の設置規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県職員の職の設置規則の一部を改正する規則

愛媛県職員の職の設置規則（昭和４８年愛媛県規則第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 担当係長

�・� 省略

５ 省略

別表第１（第５条関係）

� 係長

�・� 省略

５ 省略

別表第１（第５条関係）

課 係 課 係

省略 省略

私学文書課 私学・公益法人係、法令係 私学文書課 私学係 、法令係、公益法人係

省略 省略

男女参画・

県民協働課

ＮＰＯ・ボランティア係、青少年係

省略 省略

薬務衛生課 薬事係、製造指導係、麻薬毒劇物係、環境衛生

係、食品衛生係、乳肉衛生・動物愛護係

薬務衛生課 薬事係、製造指導係、麻薬毒劇物係、環境衛生

係、食品衛生係、食肉検査指導係

省略 省略

農政課 調整管理係、企画係 、農地調整

係、国土調査係

農政課 調整管理係、企画係、農村振興係、農地調整

係、国土調査係

省略 省略

別表第２（第６条関係） 別表第２（第６条関係）

幹事課 地 方 機 関 幹事課 地 方 機 関

省略 省略

保健福祉課 児童相談所、食肉衛生検査センター、動物愛護

センター、衛生環境研究所、心と体の健康セン

ター 、身体障害者更生相談所、

婦人相談所、さつき寮、知的障害者更生相談

所、子ども療育センター、えひめ学園

保健福祉課 児童相談所、食肉衛生検査センター、動物愛護

センター、衛生環境研究所、心と体の健康セン

ター、看護専門学校、身体障害者更生相談所、

婦人相談所、さつき寮、知的障害者更生相談

所、子ども療育センター、えひめ学園

省略 省略

別表第３（第２３条の２関係） 別表第３（第２３条の２関係）

地方局の部 課 係 地方局の部 課 係

省略 省略

中予地

方局

省略 中予地

方局

省略

建設部 省略 建設部 省略

建築指導課 建築指導課 第一係、第二係

省略 省略

省略 省略
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第２５号
愛媛県立看護専門学校学則を廃止する規則を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立看護専門学校学則を廃止する規則

愛媛県立看護専門学校学則（平成９年愛媛県規則第２号）は、廃止する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第２６号
児童福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職の設置）

第２条 知事の事務部局及び労働委員会事務局に置く職員の職は、

次の表のとおりとする。

（職の設置）

第２条 知事の事務部局及び労働委員会事務局に置く職員の職は、

次の表のとおりとする。

区 分 職 区 分 職

知事

の事

務部

局

本庁 部長、営業本部長、局長、部付、医療政策監、

しまのわ２０１４推進監、技術監、次長、参事、課

長、室長、営業本部マネージャー、副参事、技

幹、医監、危機管理監、環境技術専門監、原子

力安全対策推進監、高速道路推進監、主席工事

検査専門員、課長補佐、所長、秘書、医幹、主

幹、営業主幹、廃棄物監視指導官、検査班長、

工事検査専門員、換地指導専門員、用地補償審

査専門員、課付、室付、専門員、隊長、船長、

機関長、係長、担当係長、主計係長、副隊長、

隊員、主任、主任主事、主事、技師、技術主

任、技能主任、主任守衛、主任業務員、主任技

術員、主任技能員、技術員、技能員、守衛、業

務員

知事

の事

務部

局

本庁 部長、営業本部長、局長、部付

、技術監 、参事、課

長、室長、営業本部マネージャー、副参事、技

幹、医監、危機管理監、環境技術専門監、原子

力安全対策推進監、高速道路推進監、主席工事

検査専門員、課長補佐、所長、秘書、医幹、主

幹、営業主幹、廃棄物監視指導官、検査班長、

工事検査専門員、換地指導専門員、用地補償審

査専門員、課付、室付、専門員、隊長、船長、

機関長、係長、担当係長、主計係長、副隊長、

隊員、主任、主任主事、主事、技師、技術主

任、技能主任、主任守衛、主任業務員、主任技

術員、主任技能員、技術員、技能員、守衛、業

務員

省略 省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（委任）

第１条 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、次

に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

� 省略

�の２ 法第２１条の５の３第１項の規定による指定障害児通所支

（委任）

第１条 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、次

に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

� 省略

�の２ 法第２１条の５の３第１項の規定による指定障害児通所支
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第２７号
地方公営企業法第３９条第２項の規定により知事が定める職に関する規則及び地方公営企業法第１５条第１項ただし書に規定する主要な職員

を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

地方公営企業法第３９条第２項の規定により知事が定める職に関する規則及び地方公営企業法第１５条第１項ただし書に規定する主要な

職員を定める規則の一部を改正する規則

（地方公営企業法第３９条第２項の規定により知事が定める職に関する規則の一部改正）

第１条 地方公営企業法第３９条第２項の規定により知事が定める職に関する規則（昭和４６年愛媛県規則第２３号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（地方公営企業法第１５条第１項ただし書に規定する主要な職員を定める規則の一部改正）

第２条 地方公営企業法第１５条第１項ただし書に規定する主要な職員を定める規則（昭和４６年愛媛県規則第２４号）の一部を次のように改正

する。

援事業者の指定に関すること

。

�の３・�の４ 省略

�の５ 法第２１条の５の１９の規定による指定障害児通所支援事業

者の指定に係る事項の変更又は事業の再開、廃止若しくは休止

の届出の受理に関すること

。

�の６～�の１２ 省略

�の１３ 法第２１条の５の２３第１項の規定による指定障害児通所支

援事業者の指定の取消し等に関すること

。

�の１４～�の２２ 省略

�の２３ 法第２４条の２第１項の規定による指定障害児入所施設の

指定に関すること

。

�・� 省略

�の２ 法第２４条の１４の規定による指定障害児入所施設の指定の

辞退の申出の受理に関すること

。

�の３～�の７ 省略

�の８ 法第２４条の１７の規定による指定障害児入所施設の指定の

取消し等に関すること

。

�の９～� 省略

３・４ 省略

援事業者の指定に関すること（法第２１条の５の２４の規定による

公示を除く。）。

�の３・�の４ 省略

�の５ 法第２１条の５の１９の規定による指定障害児通所支援事業

者の指定に係る事項の変更又は事業の再開、廃止若しくは休止

の届出の受理に関すること（法第２１条の５の２４の規定による公

示を除く。）。

�の６～�の１２ 省略

�の１３ 法第２１条の５の２３第１項の規定による指定障害児通所支

援事業者の指定の取消し等に関すること（法第２１条の５の２４の

規定による公示を除く。）。

�の１４～�の２２ 省略

�の２３ 法第２４条の２第１項の規定による指定障害児入所施設の

指 定 に 関 す る こ と（法 第２４条 の１８の 規 定 に よ る 公 示 を 除

く。）。

�・� 省略

�の２ 法第２４条の１４の規定による指定障害児入所施設の指定の

辞退の申出の受理に関すること（法第２４条の１８の規定による公

示を除く。）。

�の３～�の７ 省略

�の８ 法第２４条の１７の規定による指定障害児入所施設の指定の

取消し等に関すること（法第２４条の１８の規定による公示を除

く。）。

�の９～� 省略

３・４ 省略

改 正 後 改 正 前

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３９条第２項の規定に

より、知事が定める職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 病院の院長、副院長、センター長、事務局長及び事務局次長

並びに県立中央病院の総務医事課長及び総務医

事課主幹（人事及び給与に関する事務又は経営企画に関する事

務を担当するものに限る。）並びに県立今治病院及び県立新居

浜病院の総務課長

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３９条第２項の規定に

より、知事が定める職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 病院の院長、副院長、センター長、事務局長、事務局次長及

び経営企画室長並びに県立中央病院、県立今治病院

及び県立新居

浜病院の総務課長及び総務課主幹

愛 媛 県 報平成２６年４月１日 第２５５８号外１

７



告 示

訓 令

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第４２０号
愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成１４年３月愛媛県告示第７０１号）

の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２６年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県訓令第２号
庁 中 一 般

愛媛県処務細則の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県処務細則の一部を改正する訓令

愛媛県処務細則（昭和２９年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５条第１項ただし書

に規定する主要な職員は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 病院の院長、副院長、センター長、事務局長及び事務局次長

並びに県立中央病院の総務医事課長及び総務医

事課主幹（人事及び給与に関する事務又は経営企画に関する事

務を担当するものに限る。）並びに県立今治病院及び県立新居

浜病院の総務課長

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５条第１項ただし書

に規定する主要な職員は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 病院の院長、副院長、センター長、事務局長、事務局次長及

び経営企画室長並びに県立中央病院、県立今治病院

及び県立新居

浜病院の総務課長及び総務課主幹

改 正 後 改 正 前

口頭による開示請求をするこ

とができる個人情報の内容

口頭による開

示請求をする

ことができる

期間

口頭による開

示請求をする

ことができる

場所

口頭による開示請求をするこ

とができる個人情報の内容

口頭による開

示請求をする

ことができる

期間

口頭による開

示請求をする

ことができる

場所

試験等の

名称
開示する内容

試験等の

名称
開示する内容

省略 省略

愛媛県立

看護専門

学校入学

試験

一般入学試験にあ

っては科目別得点

及び総合得点、推

薦入学試験にあっ

ては小論文の得点

及び総合得点

合格発表の日

から１月間

愛媛県立看護

専門学校

省略 省略
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第３号
庁 中 一 般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（部長等）

第３条 部長（えひめ国体推進局長を含む。）は、知事の命を受

け、部（えひめ国体推進局を含む。）の事務を掌理し、部下職員

を指揮監督する。

（医療政策監）

第５条 医療政策監は、上司の命を受け、地域医療政策の推進に関

して、専門的な指導及び助言を行う。

（しまのわ２０１４推進監）

第５条の２ しまのわ２０１４推進監は、上司の命を受け、瀬戸内しま

のわ２０１４の推進等に関する事務を処理する。

第６条 省略

（次長）

第６条の２ 次長は、えひめ国体推進局長を補佐し、えひめ国体推

進局内の調整を行うとともに、上司の命を受け、えひめ国体推進

局の事務を掌理し、部下職員を指揮監督する。

（部長）

第３条 部長（国体局長 を含む。）は、知事の命を受

け、部（国体局 を含む。）の事務を掌理し、部下職員

を指揮監督する。

第５条 削除

第６条 省略

改 正 後 改 正 前

（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 省略

� 専決 部長（えひめ国体推進局長を含む。第５条第１項にお

いて同じ。）、営業本部長、局長（えひめ国体推進局長を除

く。同項において同じ。）、次長、出納局長、課長、室長、営

業本部マネージャー、原子力安全対策推進監、高速道路推進

監、出納員（出納局会計課長及び審査課長に限る。以下同

じ。）又は主幹（担任事務に限る。）、課長補佐若しくは検査

班長（担任事務に限る。）（以下「主幹等」という。）が、常

時、知事（出納員にあつては、会計管理者）に代わつて特に定

められた範囲の事務の処理について意思の決定を行うことをい

う。

� 省略

（決裁事項）

第４条 決裁者は、別表第１から別表第１１までの決裁区分の欄に○

印をもつて示すところにより決裁するものとする。

２ 臨時的な事務、新たな事務等で、別表第１から別表第１１までに

掲げられていないものの決裁については、別に定める。

３ 省略

（代決者）

（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 省略

� 専決 部長（国体局長 を含む。第５条第１項にお

いて同じ。）、営業本部長、局長

、出納局長、課長、室長、営

業本部マネージャー、原子力安全対策推進監、高速道路推進

監、出納員（出納局会計課長及び審査課長に限る。以下同

じ。）又は主幹（担任事務に限る。）、課長補佐若しくは検査

班長（担任事務に限る。）（以下「主幹等」という。）が、常

時、知事（出納員にあつては、会計管理者）に代わつて特に定

められた範囲の事務の処理について意思の決定を行うことをい

う。

� 省略

（決裁事項）

第４条 決裁者は、別表第１から別表第１０までの決裁区分の欄に○

印をもつて示すところにより決裁するものとする。

２ 臨時的な事務、新たな事務等で、別表第１から別表第１０までに

掲げられていないものの決裁については、別に定める。

３ 省略

（代決者）
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第５条 代決者は、次の表に掲げるとおりとする。 第５条 代決者は、次の表に掲げるとおりとする。

区 分 決裁者
代決者

区 分 決裁者
代決者

第１次代決者 第２次代決者 第１次代決者 第２次代決者

知事の

権限に

属する

事務

省略 知事の

権限に

属する

事務

省略

部長 局長（えひめ国体推

進局にあつては、次

長 ）

課長 部長 局長（国体局

にあつては、国

体総務企画課長）

課長（国体総務企画

課 に あ つ て は、主

幹）

省略 省略

局長 省略 局長 省略

次長 課長 主幹又は課長が指定

した職員

省略 省略

省略 省略

２ 省略

別表第１（第４条関係）

知事の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

２ 省略

別表第１（第４条関係）

知事の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

事務の

種 類
事 項

決裁区分

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

１～７

省略

１～７

省略

８ その

他の庶

務事務

１～４ 省略 ８ その

他の庶

務事務

１～４ 省略

５

出納通知に関するこ

と。

５ 歳入歳出外現金、有価証券及

び物品の出納通知に関するこ

と。

○

� 有価証券及び物品 ○

� 歳入歳出外現金 ○

６～１１ 省略 ６～１１ 省略

９～１３

省略

９～１３

省略

１４ 収入

又は支

出を伴

う事務

１ 税外収入の決

定（寄附の受入れの決定を除

く。）に関すること。

１４ 収入

又は支

出を伴

う事務

１ １，０００万円以上の税外収入（寄

附の受入れの決定を除く。）の

徴収に関すること。

○

� １件１億円以上のもの ○

� １件１，０００万円以上１億円未

満のもの

○

� １件１，０００万円未満のもの

（�に掲げるものを除く。）

○

� １件１０万円未満のもの（定

例的なものに限る。）

○

２ １，０００万円未満の税外収入（寄

附の受入れの決定を除く。）の

徴収に関すること。

○

２ 寄附の受入

れの決定に関すること。

３ １件５０万円以上の寄附の受入

れの決定に関すること。

○

� １件１００万円以上のもの ○
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� １件５０万円以上１００万円未満

のもの

○

� １件１０万円以上５０万円未満

のもの

○

� １件１０万円未満のもの ○

４ １件５０万円未満の寄附の受入

れの決定に関すること。

○

３ 決裁を経た事件に係る収入の

調定及び納入の通知に関するこ

と。

� １件１，０００万円以上のもの ○

� １件１，０００万円未満のもの ○

４ 次に掲げる事件の決定に関す

ること。

５ 次に掲げる事件の決定に関す

ること。

�～� 省略 �～� 省略

� その他の 事件 � その他の支出を伴う事件

ア～ウ 省略 ア～ウ 省略

５ 省略 ６ 省略

６ 省略 ７ 省略

１５～２６

省略

１５～２６

省略

備考 １ えひめ国体推進局における この表の規定

の適用については、同表決裁区分の欄中「部長」とあ

るのは「局長」と、「局長」とあるのは「次長」と

し、障害者スポーツ大会課に属する事務に係る次に掲

げる同表の規定の適用については、同表決裁区分の欄

中「主幹」とあるのは、「課長」とする。

� ２の部１２の項�

� ６の部１４の項

� ８の部３の項及び５の項�

� １４の部１の項�、３の項�、５の項�、�及び�

から�まで並びに６の項

� １７の部４の項�ウ及び�エ

� ２６の部１の項�イ

２～１０ 省略

別表第２（第４条関係）

知事の権限に属する総務部関係事務に係る特定決裁事項

備考 １ 国体局に属する事務に係る次に掲げるこの表の規定

の適用については、同表決裁区分の欄中「部長」とあ

るのは、「国体局長」

とする。

� ２の部４の項、６の項、８の項及び１１の項

� ３の部５の項�及び�

� ４の部２の項�並びに３の項�及び�

� ５の部２の項、７の項及び８の項�

� ６の部６の項

� ９の部２の項

� １０の部１の項、７の項�、８の項�及び９の項�

	 １１の部１の項�、�、
から�まで、�及び、

２の項�、�、�から
まで、�、�から�まで及

び�並びに３の項

� １２の部２の項から９の項まで、１２の項から２４の項

まで及び３３の項

� １３の部


 ２３の部

� ２４の部１の項�

� ２６の部１の項�

２～１０ 省略

別表第２（第４条関係）

知事の権限に属する総務部関係事務に係る特定決裁事項
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組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

市

町

振

興

課

１ 地方

自治法

の施行

に関す

る事務

１・２ 省略 市

町

振

興

課

１ 地方

自治法

の施行

に関す

る事務

１・２ 省略

３ 勧告、命令、選任等に関す

ること。

３ 勧告、命令、選任等に関す

ること。

�～� 省略 �～� 省略

� 一部事務組合又は広域連

合の設立の勧告（第２８５条

の２第１項 ）

○ � 一部事務組合又は広域連

合の設立の勧告（第２８５条

の２第１項、第２項）

○

４～６ 省略 ４～６ 省略

２～１７

省略

２～１７

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

私

学

文

書

課

１ 私立

学校に

関する

事務

１・２ 省略 私

学

文

書

課

１ 私立

学校に

関する

事務

１・２ 省略

３ 高等学校等就学支援金の支

給に関する法律の施行

に

関すること。

３ 公立高等学校に係る授業料

の不徴収及び高等学校等就学

支援金の支給に関する法律に

関すること。

� 就学支援金の受給資格の

認定（第４条、公立高等学

校に係る授業料の不徴収及

び高等学校等就学支援金の

支給に関する法律施行規則

（以下この項において「省

令」という。）第３条第２

項）

○ � 就学支援金の受給資格の

認定（第５条、公立高等学

校に係る授業料の不徴収及

び高等学校等就学支援金の

支給に関する法律施行規則

（以下この項において「省

令」という。）第３条第２

項）

○

� 就学支援金の支給（第６

条第１項）

○ � 就学支援金の支給（第７

条第１項）

○

� 就学支援金の支給停止

（第８条第１項、省 令 第１１

条第３項）

○ � 就学支援金の支給停止

（第９条第１項、省 令 第１１

条第３項）

○

� 省略 � 省略

� 受給権者等に対する報告

等の命令及び質問（第１８条

第１項）

○ � 受給権者等に対する報告

等の命令及び質問（第１７条

第１項）

○

�～� 省略 �～� 省略

４ いじめ防止対策推進法の施

行に関すること。

� 重大事態の報告の受理

（第３１条第１項）

○

� 愛媛県いじめ問題再調査

委員会への諮問（私立学校

に係るものに限る。）

○
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� 学校の設置者等による調

査の結果についての調査

（第３１条第２項）

○

５ 省略 ４ 省略

６ 省略 ５ 省略

７ 省略 ６ 省略

２～７

省略

２～７

省略

８ 県報

、官報

掲載及

び県法

規集に

関する

事務

１ 省略 ８ 県報

、官報

掲載及

び県法

規集に

関する

事務

１ 省略

２ 愛媛県報一般広告規程に関

すること。

� 一般広告の県報への掲載

（第１条）

○

２ 省略 ３ 省略

３ 省略 ４ 省略

９・１０

省略

９・１０

省略

別表第３（第４条関係）

知事の権限に属する企画振興部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

知事の権限に属する企画振興部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

情

報

政

策

課

１～４

省略

情

報

政

策

課

１～４

省略

５ 地方

公共団

体情報

システ

ム機構

に関す

る事務

１ 地方公共団体情報システム

機構との連絡協調

○ ５ 地方

自治情

報セン

ター

に関す

る事務

１ 地方自治情報センター

との連絡協調

○

６～１０

省略

６～１０

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

国

体

総

務

企

画

課

１ 第７２

回国民

体育大

会の開

催準備

に関す

る事務

（他の

１ 第７２回国民体育大会愛媛県

準備委員会に関すること。

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

２ 第７２回国民体育大会の開催

準備の企画及び総合調整に関

すること。

○
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主管に

属する

ものを

除く。）

３ 第７２回国民体育大会の関係

機関等との連絡調整に関する

こと。

○

４ その他第７２回国民体育大会

の開催準備に関すること。

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

国

体

運

営

調

整

課

１ 第７２

回国民

体育大

会の開

催準備

に関す

る事務

（他の

主管に

属する

ものを

除く。）

１ 第７２回国民体育大会愛媛県

準備委員会の施設専門委員会

及び警備・消防専門委員会に

関すること。

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

２ 第７２回国民体育大会の競技

施設に関すること。

○

２ 第１７

回全国

障害者

スポー

ツ大会

の開催

準備に

関する

事務

１ 第１７回全国障害者スポーツ

大会の開催準備に関するこ

と。

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

国

体

競

技

準

備

課

１ 第７２

回国民

体育大

会の開

催準備

に関す

る事務

（他の

主管に

属する

ものを

除く。）

１ 第７２回国民体育大会愛媛県

準備委員会の競技専門委員会

及び式典専門委員会に関する

こと。

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

２ 第７２回国民体育大会の競技

運営に関すること。

○

３ 第７２回国民体育大会の式典

に関すること。

○
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別表第４（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

人

権

対

策

課

１～６

省略

人

権

対

策

課

１～６

省略

７ いじ

め防止

対策推

進法の

施行に

関する

事務

１ 重大事態の報告の受理（第

３０条第１項）

○

２ 愛媛県いじめ問題再調査委

員会への諮問（県立学校に係

るものに限る。）

○

３ 学校の設置者等による調査

の結果についての調査（第３０

条第２項）

○

４ 調査結果の議会への報告

（第３０条第３項）

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

危

機

管

理

課

１ 災害

対策基

本法の

施行に

関する

事務（

他の主

管に属

するも

のを除

く。）

１～１４ 省略 危

機

管

理

課

１ 災害

対策基

本法の

施行に

関する

事務（

他の主

管に属

するも

のを除

く。）

１～１４ 省略

１５ 市町地域防災計画等の作成

及び修正に係る報告の受理

（第４２条第５項、第４４条第３

項）

○ １５ 市町地域防災計画等の作成

及び修正に係る報告の受理

（第４２条第４項、第４４条第３

項）

○

１６ 市町地域防災計画等の作成

及び修正に係る愛媛県防災会

議の意見の聴取（第４２条第６

項、第４４条第３項）

○ １６ 市町地域防災計画等の作成

及び修正に係る愛媛県防災会

議の意見の聴取（第４２条第５

項、第４４条第３項）

○

１７ 市町地域防災計画等の作成

及び修正に係る助言及び勧告

（第４２条第６項、第４４条第３

項）

○ １７ 市町地域防災計画等の作成

及び修正に係る助言及び勧告

（第４２条第５項、第４４条第３

項）

○

１８・１９ 省略 １８・１９ 省略

２０ 指定緊急避難場所の指定に

係る通知の受理（第４９条の４

第３項）

○

２１ 指定緊急避難場所の指定の

取消しに係る通知の受理（第

４９条の６第２項）

○

２２ 指定避難所の指定に係る通

知の受理及び報告（第４９条の

４第３項、第４９条の７第２

項、第３項）

○
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２３ 指定避難所の指定の取消し

に係る通知の受理及び報告

（第４９条の６第２項、第４９条

の７第２項、第３項）

○

２４ 省略 ２０ 省略

２５ 省略 ２１ 省略

２６ 省略 ２２ 省略

２７ 省略 ２３ 省略

２８ 通信設備の優先利用要求等

（第５７条、第６１条の３、第７９

条）

○ ２４ 通信設備の優先利用要求等

（第５７条 、第７９

条）

○

２９ 避難の指示等の報告の受理

（第６０条第４項、第６１条第４

項）

○ ２５ 避難の指示等の報告の受理

（第６０条第３項、第６１条第３

項）

○

３０ 市町長が行うべき避難の指

示の代行等（第６０条第６項、

第７項、政令第２３条の２）

○ ２６ 市町長が行うべき避難の指

示の代行等（第６０条第５項、

第６項、政令第２３条の２）

○

３１ 避難の指示等に関する助言

（第６１条の２、第６３条第４

項）

○

３２ 省略 ２７ 省略

３３ 省略 ２８ 省略

３４ 省略 ２９ 省略

３５ 省略 ３０ 省略

３６ 省略 ３１ 省略

３７ 省略 ３２ 省略

３８ 省略 ３３ 省略

３９ 省略 ３４ 省略

４０ 省略 ３５ 省略

４１ 省略 ３６ 省略

４２ 指定行政機関の長等に対す

る応援の要 求 等（第７４条 の

３）

○

４３ 省略 ３７ 省略

４４ 省略 ３８ 省略

４５ 広域一時滞在の協議等に係

る報告の受理（第８６条の８第

２項、第６項、第７項）

○ ３９ 広域一時滞在の協議等に係

る報告の受理（第８６条の２第

２項、第６項、第７項）

○

４６ 都道府県外広域一時滞在の

協議（第８６条の９第２項、第

８６条の１１）

○ ４０ 都道府県外広域一時滞在の

協議（第８６条の３第２項、第

８６条の５）

○

４７ 内閣総理大臣への報告（第

８６条の９第３項）

○ ４１ 内閣総理大臣への報告（第

８６条の３第３項）

○

４８ 関係市町長との協議（第８６

条の９第４項）

○ ４２ 関係市町長との協議（第８６

条の３第４項）

○

４９ 都道府県外協議先市町村長

からの報告の処理（第８６条の

９第７項、第８項）

○ ４３ 都道府県外協議先市町村長

からの報告の処理（第８６条の

３第７項、第８項）

○
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５０ 都道府県外協議元市町村長

に対する通知等（第８６条の９

第９項）

○ ４４ 都道府県外協議元市町村長

に対する通知等（第８６条の３

第９項）

○

５１ 都道府県外協議元市町村長

からの報告の処理（第８６条の

９第１１項、第１２項）

○ ４５ 都道府県外協議元市町村長

からの報告の処理（第８６条の

３第１１項、第１２項）

○

５２ 都道府県外協議先市町村長

に対する通知（第８６条の９第

１３項）

○ ４６ 都道府県外協議先市町村長

に対する通知（第８６条の３第

１３項）

○

５３ 市町長が実施すべき広域一

時滞在の協議の代行等（第８６

条の１０第１項、第２項、政令

第３６条の３）

○ ４７ 市町長が実施すべき広域一

時滞在の協議の代行等（第８６

条の４第１項、第２項、政令

第３６条の２）

○

５４ 市町長に対する広域一時滞

在 の 助 言（第８６条 の１２第１

項）

○ ４８ 市町長に対する広域一時滞

在 の 助 言（第８６条 の６第１

項）

○

５５ 内閣総理大臣に対する広域

一時滞在の助言の要求（第８６

条の１２第２項）

○ ４９ 内閣総理大臣に対する広域

一時滞在の助言の要求（第８６

条の６第２項）

○

５６ 指定公共機関等に対する被

災者の運送の要請（第８６条の

１４第１項）

○

５７ 指定公共機関等に対する被

災者の運送の指示（第８６条の

１４第２項）

○

５８ 被災者の安否情報の照会に

対する回答（第８６条の１５第１

項、第４項）

○

５９ 指定行政機関の長等に対す

る物資又は資材の供給の要請

等（第８６条の１６第１項）

○ ５０ 指定行政機関の長等に対す

る物資又は資材の供給の要請

等（第８６条の７第１項）

○

６０ 必要な物資又は資材の供給

の措置の実施（第８６条の１６第

２項）

○ ５１ 必要な物資又は資材の供給

の措置の実施（第８６条の７第

２項）

○

６１ 指定公共機関等に対する災

害応急対策必要物資の運送の

要請（第８６条の１８第１項）

○ ５２ 指定公共機関等に対する災

害応急対策必要物資の運送の

要請（第８６条の９第１項）

○

６２ 災害応急対策必要物資の運

送の指示（第８６条の１８第２

項）

○ ５３ 災害応急対策必要物資の運

送の指示（第８６条の９第２

項）

○

６３ 省略 ５４ 省略

６４ 省略 ５５ 省略

６５ 省略 ５６ 省略

６６ 省略 ５７ 省略

６７ 指定行政機関の長等による

応急措置の代行を終了した旨

等の通知の受理（政令第３３条

の３第３項）

○
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６８ 内閣総理大臣による広域一

時滞在の協議等の代行を終了

した旨等の通知の受理（政令

第３６条の４第２項、第４項）

○

２～４

省略

２～４

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

原

子

力

安

全

対

策

課

１ 災害

対策基

本法の

施行に

関する

事務（

原子力

災害に

係るも

のに限

る。）

１～７ 省略 原

子

力

安

全

対

策

課

１ 災害

対策基

本法の

施行に

関する

事務（

原子力

災害に

係るも

のに限

る。）

１～７ 省略

８ 市町地域防災計画等の作成

及び修正に係る報告の受理

（第４２条第５項、第４４条第３

項）

○ ８ 市町地域防災計画等の作成

及び修正に係る協議

（第４２条第３項、第４４条第３

項）

○

９ 市町地域防災計画等の作成

及び修正に係る愛媛県防災会

議の意見の聴取（第４２条第６

項、第４４条第３項）

○ ９ 市町地域防災計画等の作成

及び修正に係る愛媛県防災会

議の意見の聴取（第４２条第３

項、第４４条第３項）

○

１０ 市町地域防災計画等の作成

及び修正に係る助言及び勧告

（第４２条第６項、第４４条第３

項）

○

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

１３ 指定緊急避難場所の指定に

係る通知の受理（第４９条の４

第３項）

○

１４ 指定緊急避難場所の指定の

取消しに係る通知の受理（第

４９条の６第２項）

○

１５ 指定避難所の指定に係る通

知の受理及び報告（第４９条の

４第３項、第４９条の７第２

項、第３項）

○

１６ 指定避難所の指定の取消し

に係る通知の受理及び報告

（第４９条の６第２項、第４９条

の７第２項、第３項）

○

１７ 災害情報の収集及び伝達

（第５１条第１項）

○ １２ 災害情報の収集及び伝達

（第５１条 ）

○

１８ 省略 １３ 省略

１９ 被害状況等の報告（第５３条

第２項）

○ １４ 被害状況 の報告（第５３条

第２項）

○

２０ 省略 １５ 省略

２１ 通信設備の優先利用要求等

（第５７条、第６１条の３、第７９

条）

○ １６ 通信設備の優先利用要求等

（第５７条 、第７９

条）

○
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２２ 避難の指示等の報告の受理

（第６０条第４項、第６１条第４

項）

○ １７ 避難の指示等の報告の受理

（第６０条第３項、第６１条第３

項）

○

２３ 市町長が行うべき避難の指

示の代行等（第６０条第６項、

第７項、災害対策基本法施行

令（以下この部において「政

令」という。）第２３条の２）

○ １８ 市町長が行うべき避難の指

示の代行等（第６０条第５項、

第６項、災害対策基本法施行

令（以下この部において「政

令」という。）第２３条の２）

○

２４ 避難の指示等に関する助言

（第６１条の２、第６３条第４

項）

○

２５ 市町長等の要請による応援

等の決定（第６８条 、第

８０条第２項）

○ １９ 市町長等の要請による応援

等の決定（第６８条第１項、第

８０条第２項）

○

２６ 省略 ２０ 省略

２７ 省略 ２１ 省略

２８ 省略 ２２ 省略

２９ 省略 ２３ 省略

３０ 市町長に対する応急措置等

の指示等（第７２条第１項、第

２項、第９３条第２項）

○ ２４ 市町長に対する応急措置等

の指示 （第７２条第１項

、第９３条第２項）

○

３１ 省略 ２５ 省略

３２ 省略 ２６ 省略

３３ 指定行政機関の長等に対す

る応援の要 求 等（第７４条 の

３）

○

３４ 省略 ２７ 省略

３５ 省略 ２８ 省略

３６ 広域一時滞在の協議等に係

る報告の受理（第８６条の８第

２項、第６項、第７項）

○

３７ 都道府県外広域一時滞在の

協議（第８６条の９第２項、第

８６条の１１）

○

３８ 内閣総理大臣への報告（第

８６条の９第３項）

○

３９ 関係市町長との協議（第８６

条の９第４項）

○

４０ 都道府県外協議先市町村長

からの報告の処理（第８６条の

９第７項、第８項）

○

４１ 都道府県外協議元市町村長

に対する通知等（第８６条の９

第９項）

○

４２ 都道府県外協議元市町村長

からの報告の処理（第８６条の

９第１１項、第１２項）

○
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４３ 都道府県外協議先市町村長

に対する通知（第８６条の９第

１３項）

○

４４ 市町長が実施すべき広域一

時滞在の協議の代行等（第８６

条の１０第１項、第２項、政令

第３６条の３）

○

４５ 市町長に対する広域一時滞

在の助言（第８６条の１２第１

項）

○

４６ 内閣総理大臣に対する広域

一時滞在の助言の要求（第８６

条の１２第２項）

○

４７ 指定公共機関等に対する被

災者の運送の要請（第８６条の

１４第１項）

○

４８ 指定公共機関等に対する被

災者の運送の指示（第８６条の

１４第２項）

○

４９ 被災者の安否情報の照会に

対する回答（第８６条の１５第１

項、第４項）

○

５０ 指定行政機関の長等に対す

る物資又は資材の供給の要請

等（第８６条の１６第１項）

○

５１ 必要な物資又は資材の供給

の措置の実施（第８６条の１６第

２項）

○

５２ 指定公共機関等に対する災

害応急対策必要物資の運送の

要請（第８６条の１８第１項）

○

５３ 災害応急対策必要物資の運

送の指示（第８６条の１８第２

項）

○

５４ 省略 ２９ 省略

５５ 原子力災害時における市町

の事務の委託等の届出の受理

（政令第２８条第３項）

○ ３０ 災害時 における市町

の事務の委託等の届出の受理

（政令第２８条第３項）

○

５６ 省略 ３１ 省略

２ 原子

力災害

対策特

別措置

法の施

行に関

する事

務

１～１０ 省略 ２ 原子

力災害

対策特

別措置

法の施

行に関

する事

務

１～１０ 省略

１１ 避難の指示等に関する助言

（第２７条の４、第２７条の６第

３項）

○

１２ 省略 １１ 省略

１３ 省略 １２ 省略

３～５

省略

３～５

省略
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備考 省略

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

備考 省略

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

保

健

福

祉

課

１ 省略 保

健

福

祉

課

１ 省略

２ 公立

大学法

人愛媛

県立医

療技術

大学に

関する

事務

１ 定款の軽微な変更（地方独

立行政法人法（以下この部に

おいて「法」という。）第８

条第２項ただし書）

○ ２ 公立

大学法

人愛媛

県立医

療技術

大学に

関する

事務

２ 理事長及び監事の任免（法

第１４条第１項、第２項、第１７

条第１項から第３項まで、第

７１条第２項）

○ １ 理事長及び監事の任免（地

方独立行政法人法（以下この

部において「法」という。）

第１４条第１項、第２項、第１７

条第１項から第３項まで、第

７１条第２項）

○

３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略

５ 公立大学法人評価委員会の

意 見 の 聴 取（法 第２２条 第３

項、第２５条第３項、第２６条第

３項、第３１条第２項、第３４条

第３項、第４０条第５項、第４１

条第４項、第４２条の２第５

項、第６項、第４４条第２項、

第１０８条第２項、第１１２条第２

項）

○ ４ 公立大学法人評価委員会の

意 見 の 聴 取（法 第２２条 第３

項、第２５条第３項、第２６条第

３項、第３１条第２項、第３４条

第３項、第４０条第５項、第４１

条第４項

、第４４条第２項

）

○

６ 省略 ５ 省略

７ 省略 ６ 省略

８ 省略 ７ 省略

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

１３ 省略 １２ 省略

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略

１７ 出資等に係る不要財産の納

付に関すること。

� 認可（法第４２条の２第１

項）

○

� 譲渡収入による納付の認

可（法第４２条の２第２項）

○

� 簿価超過額を納付しない

ことについての認可（法第

４２条の２第３項ただし書）

○
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� 金額の決定（法第４２条の

２第４項、地方独立行政法

人法施行令（以下この部に

おいて「政令」という。）

第５条の６第１項）

○

� 出資等に係る不要財産の

譲渡に係る報告書の受理

（政令第５条の３第２項）

○

� 資本金の減少に係る報告

の受理（政令第５条の６第

２項）

○

１８ 省略 １６ 省略

１９ 省略 １７ 省略

２０ 省略 １８ 省略

２１ 省略 １９ 省略

２２ 省略 ２０ 省略

２３ 職員の給与の支給の基準の

届出及び変更届出 の受理

（法第５７条第２項）

○ ２１ 職員の給与の支給の基準の

策定及び変更の届出の受理

（法第５７条第２項）

○

２４ 省略 ２２ 省略

２５ 報告の徴収及び立入検査

（法第１２１条第１項）

○ ２３ 報告の徴収及び立入検査

（法第８８条第１項 ）

○

２６ 違法行為等に係る措置命令

（法第１２２条第１項）

○ ２４ 違法行為等に係る措置命令

（法第８９条第１項 ）

○

２７ 違法行為等の是正措置に係

る報告の受理（法第１２２条第

２項）

○ ２５ 違法行為等の是正措置に係

る報告の受理（法第８９条第２

項 ）

○

２８ 省略 ２６ 省略

３～８

省略

３～８

省略

９ 災害

救助法

の施行

に関す

る事務

１ 救助の実施に関する決定

（第２条）

○ ９ 災害

救助法

の施行

に関す

る事務

１ 救助の実施に関する決定

（第２０条）

○

２ 応急仮設住宅の供与及び生

業 資 金 の 貸 与（第４条 第１

項、第２項）

○ ２ 応急仮設住宅の供与及び生

業資金の貸与（第２３条

）

○

３ 救助業務従事命令（第７条

第１項）

○ ３ 救助業務従事命令（第２３条

）

○

４ 救助業務協 力 命 令（第８

条）

○ ４ 救助業務協力命令（第２５

条）

○

５ 施設の管理並びに物の使

用、保管命令及び収用（第９

条）

○ ５ 施設の管理並びに物の使

用、保管命令及び収用（第２６

条）

○

６ 検査等（第１０条） ○ ６ 検査等（第２７条） ○

７ 通信設備の優先使用（第１１

条）

○ ７ 通信設備の優先使用（第２８

条）

○

８ 救助の一部実施（第１３条第

１項）

○ ８ 救助の一部実施（第３０条

）

○
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９ 日本赤十字社への委託（第

１６条）

○ ９ 日本赤十字社への委託（第

３２条）

○

１０ 災害救助に要する費用の補

償、求償及び繰替支弁に関す

る措置（第１９条、第２０条第１

項、第２９条）

○ １０ 災害救助に要する費用の補

償、求償及び繰替支弁に関す

る措置（第３４条、第３５条、第

４４条 ）

○

１１ 国に対する弁済の要請（第

２０条第２項）

○

１２ 情報の提供（第３０条） ○

１０～１６

省略

１０～１６

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

医

療

対

策

課

１～５

省略

医

療

対

策

課

１～５

省略

６ 医師

法の施

行に関

する事

務

１・２ 省略 ６ 医師

法の施

行に関

する事

務

１・２ 省略

３ 処分の決定についての調書

及び報告書の写し等の厚生労

働大臣への提出（第７条第８

項）

○ ３ 処分の決定についての意見

書 の厚生労

働大臣への提出（第７条第８

項）

○

４・５ 省略 ４・５ 省略

７ 歯科

医師法

の施行

に関す

る事務

１・２ 省略 ７ 歯科

医師法

の施行

に関す

る事務

１・２ 省略

３ 処分の決定についての調書

及び報告書の写し等の厚生労

働大臣への提出（第７条第８

項）

○ ３ 処分の決定についての意見

書 の厚生労

働大臣への提出（第７条第８

項）

○

４・５ 省略 ４・５ 省略

８～１２

省略

８～１２

省略

１３ 保健

師助産

師看護

師法の

施行に

関する

事務

１～６ 省略 １３ 保健

師助産

師看護

師法の

施行に

関する

事務

１～６ 省略

７ 処分の決定についての調書

及び報告書の写し等の厚生労

働大臣への提出（第１５条第６

項）

○ ７ 処分の決定についての意見

書 の厚生労

働大臣への提出（第１５条第６

項）

○

８～２０ 省略 ８～２０ 省略

１４～１６

省略

１４～１６

省略

１７ 県立

看護専

門学校

に関す

る事務

１ 授業料及び入学料の分納の

許可及び納付の猶予（愛媛県

立看護専門学校における授業

料、入学料及び入学選考料徴

収条例第８条、愛媛県立看護

専門学校学則第３０条第１項）

○
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２ 授業料等の減免（愛媛県立

看護専門学校における授業

料、入学料及び入学選考料徴

収条例第８条、愛媛県立看護

専門学校学則第３１条第２項、

第３項）

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

健

康

増

進

課

１ 省略 健

康

増

進

課

１ 省略

２ 精神

保健及

び精神

障害者

福祉に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 省略 ２ 精神

保健及

び精神

障害者

福祉に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 省略

２ 特定病院の認定（第２１条第

４項 、第３３条第４項）

○ ２ 特定病院の認定（第２２条の

４第４項、第３３条第４項）

○

３・４ 省略 ３・４ 省略

５ 応急入院に関すること。 ５ 応急入院に関すること。

� 応急入院指定病院の指定

及び指定の取消し（第１９条

の９第２項、第３３条の７第

１項、第６項、第３３条の

８）

○ � 応急入院指定病院の指定

及び指定の取消し（第１９条

の９第２項、第３３条の４第

１項、第６項、第３３条の

５）

○

� 入院措置の届出の受理

（第３３条の７第５項）

○ � 入院措置の届出の受理

（第３３条の４第５項）

○

６～１０ 省略 ６～１０ 省略

３～１６

省略

３～１６

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

障

害

福

祉

課

１ 省略 障

害

福

祉

課

１ 省略

２ 障害

者の日

常生活

及び社

会生活

を総合

的に支

援する

ための

法律の

施行に

関する

事務

１ 省略 ２ 障害

者の日

常生活

及び社

会生活

を総合

的に支

援する

ための

法律の

施行に

関する

事務

１ 省略

２ 指定障害福祉サービス事業

者、指定障害者支援施設及び

指定一般相談支援事業者に関

すること。

２ 指定障害福祉サービス事業

者、指定障害者支援施設及び

指定一般相談支援事業者に関

すること。

�・� 省略 �・� 省略

� 指定、変更等の届出、指

定の辞退及び指定の取消し

に係る公示（第５１条、第５１

条の３０第１項）

○

３～９ 省略 ３～９ 省略

３ 省略 ３ 省略
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４ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 指定障害児事業者等及び指

定障害児入所施設等に関する

こと。

４ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 指定障害児事業者等及び指

定障害児入所施設等に関する

こと。

�・� 省略 �・� 省略

� 指定、事業の廃 止 の 届

出、指定の辞退及び指定の

取消しに係る公示（第２１条

の５の２４、第２４条の１８）

○

２～４ 省略 ２～４ 省略

５ 障害児通所給付費又は特例

障害児通所給付費に係る不服

審査に関すること。

５ 障害児通所給付費又は特例

障害児通所給付費に係る不服

審査に関すること。

� 受理及び通知（第５６条の

５の５第２項、障害者の日

常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律第

１０２条）

○ � 受理及び通知（第５６条の

５の５第２項、障害者自立

支援法

第

１０２条）

○

� 省略 � 省略

� 審理のための処分（第５６

条の５の５第２項、障害者

の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法

律第１０３条第１項）

○ � 審理のための処分（第５６

条の５の５第２項、障害者

自立支援法

第１０３条第１項）

○

５～９

省略

５～９

省略

１０ 国等

による

障害者

就労施

設等か

らの物

品等の

調達の

推進等

に関す

る法律

の施行

に関す

る事務

１ 障害者就労施設等からの物

品等の調達の推進を図るため

の方針の作成及び公表並びに

調達実績の概要の公表（第９

条第１項、第３項、第５項）

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

長

寿

介

護

課

１・２

省略

長

寿

介

護

課

１・２

省略

３ 介護

保険法

の施行

１～７ 省略 ３ 介護

保険法

の施行

１～７ 省略

８ 指定居宅サービス事業者に

関すること。

８ 指定居宅サービス事業者に

関すること。
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に関す

る事務

� 省略 に関す

る事務

� 省略

� 公示（第７６条の２第４

項 ）

○ � 公示（第７６条の２第４

項、第７８条）

○

９ 省略 ９ 省略

１０ 指定居宅介護支援事業者に

関すること。

１０ 指定居宅介護支援事業者に

関すること。

� 省略 � 省略

� 公示（第８３条の２第４

項 ）

○ � 公示（第８３条の２第４

項、第８５条）

○

１１ 指定介護老人福祉施設に関

すること。

１１ 指定介護老人福祉施設に関

すること。

� 省略 � 省略

� 公示（第９１条の２第４

項 ）

○ � 公示（第９１条の２第４

項、第９３条）

○

１２ 介護老人保健施設に関する

こと。

１２ 介護老人保健施設に関する

こと。

� 省略 � 省略

� 公示（第１０３条第４項

）

○ � 公示（第１０３条第４項、

第１０４条の２）

○

１３ 旧法第４８条第１項第３号に

規定する指定介護療養型医療

施設に関すること。

１３ 旧法第４８条第１項第３号に

規定する指定介護療養型医療

施設に関すること。

� 省略 � 省略

� 公示（旧法第１１３条の２

第４項 ）

○ � 公示（旧法第１１３条の２

第４項、第１１５条）

○

１４ 指定介護予防サービス事業

者に関すること。

１４ 指定介護予防サービス事業

者に関すること。

� 省略 � 省略

� 公 示（第１１５条 の８第４

項 ）

○ � 公 示（第１１５条 の８第４

項、第１１５条の１０）

○

１５～１７ 省略 １５～１７ 省略

１８ 介護サービス情報の公表に

関すること。

１８ 介護サービス情報の公表に

関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 指定居宅サービス事業者

等の指定又は許可の取消し

等に係る公示（第７８条、第

８５条、第９３条、第１０４条の

２、第１１５条の１０、第１１５条

の３５第６項、旧法第１１５

条、第１１５条の３５第６項）

○

１９～２８ 省略 １９～２８ 省略

４～２６

省略

４～２６

省略

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項
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組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

産

業

政

策

課

１～５

省略

産

業

政

策

課

１～５

省略

６ 外資

系企業

の誘致

に関す

る事務

１ 外資系企業の誘致 ○

６ 省略 ７ 省略

７ 省略 ８ 省略

８ 省略 ９ 省略

９ 省略 １０ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

国

際

交

流

課

１～７

省略

国

際

交

流

課

１～７

省略

８ 旅券

法の施

行に関

する事

務

１ 省略 ８ 旅券

法の施

行に関

する事

務

１ 省略

２ 一般旅券に係る申請を外務

省で行う必要性の認定（第３

条第１項ただし書、第９条第

３項 、第１２条

第３項）

○ ２ 一般旅券に係る申請を外務

省で行う必要性の認定（第３

条第１項ただし書、第９条第

３項、第１０条第４項、第１２条

第３項）

○

３～６ 省略 ３～６ 省略

７ 一般旅券の記載事項の訂正

（第１０条第１項ただし書、省

令第３条第１項、第２項、第

５項）

○

７ 一般旅券の職権による作成

（第１０条第３項）

○ ８ 一般旅券の職権による作成

又は訂正（第１０条第３項）

○

８ 省略 ９ 省略

９ 省略 １０ 省略

１０ 省略 １１ 省略

１１ 省略 １２ 省略

１２ 省略 １３ 省略

１３ 省略 １４ 省略

９ 省略 ９ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹
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経

営

支

援

課

１～１１

省略

経

営

支

援

課

１～１１

省略

１２ 中小

企業等

協同組

合法の

施行に

関する

事務

１ 火災等共済組合 及び中小

企業団体中央会に関するこ

と。

１２ 中小

企業等

協同組

合法の

施行に

関する

事務

１ 火災共済協同組合及び中小

企業団体中央会に関するこ

と。

� 火災共済事業の認可（第

９条の７の２第１項）

○

� 火災共済規程の変更又は

廃止の認可（第９条の７の

２第５項）

○

� 省略 � 省略

� 火災共済協同組合の成立

の届出の受理（第３１条）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 火災共済規程の変更認可

（第５７条の２）

○

� 省略 � 省略

� 火災等共済組合 の解散

決 議 の 認 可（第６２条 第４

項）

○ � 火災共済協同組合の解散

決 議 の 認 可（第６２条 第４

項）

○

	～
 省略 	～
 省略

１３～２１

省略

１３～２１

省略

２２ 割賦

販売法

の施行

に関す

る事務

１ 報告の徴収及び立入検査

（第４０条第１項、第５項、第

４１条第１項、割賦販売法施行

令第３３条第４項）

○ ２２ 割賦

販売法

の施行

に関す

る事務

１ 報告の徴収及び立入検査

（第４３条、第４４条第１項

、割賦販売法施行

令第１５条第２項）

○

２３ 省略 ２３ 省略

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

農

政

課

１～１５

省略

農

政

課

１～１５

省略

１６ 農地

法の施

行に関

する事

務

１６ 農地

法の施

行に関

する事

務

１ 遊休農地の農業上の利用の

増進に関する調停案の作成及

び 受 諾 の 勧 告（第３６条 第１

項、第３項、第４項、農地法

施行規則第８０条）

○

１ 農地中間管理権の設定の裁

定 （第３７条、

第３８条第１項、第３９条第１

項 、 第 ４ 項 、 第４０条 第 １

項 ）

○ ２ 特定利用権 の設定の裁

定及び解除の承認（第３７条、

第３８条第１項、第３９条第４

項 、第４０条第１

項、第４１条）

○
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２ 所有者等を確知することが

できない農地 を利用する

権利の設定の裁定（第３８条第

１項、第３９条第１項、第４

項、第４３条第１項から第３項

まで）

○ ３ 所有者等を確知することが

できない遊休農地を利用する

権利の設定の裁定（第３９条第

４項

、第４３条第１項から第３項

まで）

○

３ 省略 ４ 省略

４ 省略 ５ 省略

５ 農地に関する情報の利用等

（第５１条の２）

○

６～１５ 省略 ６～１５ 省略

１７ 省略 １７ 省略

１８ 国土

調査法

の施行

に関す

る事務

１ 省略 １８ 国土

調査法

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 土地分類調査に関するこ

と。

２ 土地分類調査に関するこ

と。

� 省略 � 省略

� 国土調査としての指定及

び公表（第６条）

○ � 国土調査としての指定及

び公示（第６条）

○

３ 地籍調査に関すること。 ３ 地籍調査に関すること。

�・� 省略 �・� 省略

� 年度事業計画の公表及び

通知（第６条の３）

○ � 年度事業計画の公示及び

通知（第６条の３）

○

�～� 省略 �～� 省略

１９～２１

省略

１９～２１

省略

２２ 国有

農地の

管理等

に係る

債

権及び

歳入等

に関す

る事務

１・２ 省略 ２２ 食料

安定供

給特別

会計農

業経営

基盤強

化勘定

につい

ての債

権及び

歳入等

に関す

る事務

１・２ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

農

業

経

済

課

１ 農業

協同組

合法の

施行に

関する

事務

１～１８ 省略 農

業

経

済

課

１ 農業

協同組

合法の

施行に

関する

事務

１～１８ 省略

１９ 農協の設立、解散の議決及

び合併の認可並びに設立認可

の取消し及び解散の届出の受

理（第５９条 、

第６１条第１項、第２項、第５

○ １９ 農協の設立、解散の議決及

び合併の認可並びに設立認可

の取消し及び解散の届出の受

理（第５９条、第６０条第２項、

第６１条第１項、第２項、第５

○
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項、第６３条第２項、第６４条第

２項から第４項まで、第６５条

第２項、第３項）

項、第６３条第２項、第６４条第

２項から第４項まで、第６５条

第２項、第３項）

２０～３８ 省略 ２０～３８ 省略

２ 省略 ２ 省略

３ 中小

企業者

等に対

する金

融の円

滑化を

図るた

めの臨

時措置

に関す

る法律

の施行

に関す

る事務

１ 中小企業者の負担の軽減に

資する措置等の実施状況等の

報告の受理（農業協同組合に

係るものに限る。）（第８条

第１項、第２項）

○

３ 省略 ４ 省略

４ 省略 ５ 省略

５ 省略 ６ 省略

６ 省略 ７ 省略

７ 省略 ８ 省略

８ 省略 ９ 省略

９ 省略 １０ 省略

１０ 省略 １１ 省略

１１ 省略 １２ 省略

１２ 省略 １３ 省略

１３ 省略 １４ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

室

長

部

長

局

長

室

長

担

い

手

・

農

地

保

全

対

策

室

１ 農地

中間管

理事業

の推進

に関す

る法律

の施行

に関す

る事務

１ 農地中間管理事業の推進に

関する基本方針の作成及び変

更（第３条第１項、第４項、

第５項）

○ 担

い

手

・

農

地

保

全

対

策

室

２ 農地中間管理機構に関する

こと。

� 指定（第４条、第５条第

１項、第３１条）

○

� 名称若しくは住所又は農

地中間管理事業を行う事務

所の所在地の変更の届出の

受理（第５条第２項、第３

項、第３１条）

○
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� 農地中間管理事業評価委

員会委員の認可（第６条第

３項、第３１条）

○

� 役員の選任及び解任の認

可並びに解 任 命 令（第７

条、第３１条）

○

� 事業規程の認可及び変更

の認可並びに変更命令（第

８条第１項、第５項、第３１

条）

○

� 事業計画等の認可及び変

更の認可（第９条第１項、

第３１条）

○

� 事業報告書等の受理（第

９条第４項、第３１条）

○

� 農地中間管理事業に関す

る監督命令（第１３条）

○

� 農地中間管理事業の休廃

止の認可（第１４条第１項、

第３項、第３１条）

○

� 指定の取消し（第１５条、

第３１条）

○

	 農用地利用配分計画の認

可（第１８条第１項、第５

項）

○


 農用地利用配分計画認可

申請の公告及び縦覧（第１８

条第３項）

○

� 農地中間管理権の設定又

は移転に係る契約等の解除

の承認（第２０条、第２１条第

２項）

○

� 業務の委託の承認（第２２

条第２項）

○

 報告徴収及び立入検査

（第３０条第１項、第２項）

○

� 農地中間管理事業の運営

に関する指導

○

２ 農業

経営基

盤強化

促進法

の施行

に関す

る事務

１・２ 省略 １ 農業

経営基

盤強化

促進法

の施行

に関す

る事務

１・２ 省略

３ 農地中間管理機構の事業の

特例に関すること。

３ 農地保有合理化法人

に関すること。

� 特例事業規程

の承認並びに変更及び廃止

の承認（第８条第１項、第

４項、第９条）

○ � 農地保有合理化事業規程

の承認並びに変更及び廃止

の承認（第７条第１項、第

４項、第８条）

○

� 報告の徴収（第９条） ○

� 農地保有合理化事業の改

善命令（第１０条）

○
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� 特例事業規程

の承認の取消し（第１０条）

○ � 農地保有合理化事業規程

の承認の取消し（第１１条）

○

� 農地中間管理機構の特例

事業の運営に関する指導

○ � 農地保有合理化事業

の運営に関する指導

○

４ 農業経営基盤の強化を促進

するための措置の円滑な実施

に必要な助言及び指導（第３１

条）

○ ４ 農業経営基盤の強化を促進

するための措置の円滑な実施

に必要な助言及び指導（第３６

条）

○

３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略

５ 省略 ４ 省略

６ 省略 ５ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

林

業

政

策

課

１ 森林

法の施

行に関

する事

務

１ 森林計画等に関すること。 林

業

政

策

課

１ 森林

法の施

行に関

する事

務

１ 森林計画等に関すること。

� 省略 � 省略

� 地域森林計画の樹立及び

変更並びに公表等（第５条

第１項、第５項、第６条第

７項、第３９条の４第１項）

○ � 地域森林計画の樹立及び

変更並びに公表等（第５条

第１項、第５項、第６条第

６項、第３９条の４第１項）

○

�・� 省略 �・� 省略

� 地域森林計画の樹立及び

変更に係る農林水産大臣へ

の協議及び届出（第６条第

５項、第６項）

○ � 地域森林計画の樹立及び

変更に係る農林水産大臣へ

の協議 （第６条第

５項 ）

○

�～� 省略 �～� 省略

２～８ 省略 ２～８ 省略

２～１５

省略

２～１５

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

漁

政

課

１・２

省略

漁

政

課

１・２

省略

３ 中小

企業者

等に対

する金

融の円

滑化を

図るた

めの臨

時措置

１ 中小企業者の負担の軽減に

資する措置等の実施状況等の

報告の受理（漁業協同組合に

係るものに限る。）（第８条

第１項、第２項）

○
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に関す

る法律

の施行

に関す

る事務

３ 省略 ４ 省略

４ 省略 ５ 省略

５ 省略 ６ 省略

６ 省略 ７ 省略

７ 省略 ８ 省略

８ 省略 ９ 省略

９ 省略 １０ 省略

１０ 省略 １１ 省略

１１ 省略 １２ 省略

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する土木部関係事務に係る特定決裁事項

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する土木部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

河

川

課

１ 河川

法の施

行に関

する事

務

１～５ 省略 河

川

課

１ 河川

法の施

行に関

する事

務

１～５ 省略

６ 流水の占用の登録（第２３条

の２）

○

７ 省略 ６ 省略

８ 省略 ７ 省略

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 河川区域内の土地への放置

等を禁止するものの指定（政

令第１５条第２項、第１６条の４

第１項第２号イ、第２項）

○

１２ 河川管理施設を保全するた

めの乗入れを禁止する自動車

等 及 び 区 域 の 指 定

（政令第１５条第２項、第１６条

の４第１項第３号、第２項）

○ １０ 河川管理施設を保全するた

めの 自動車

等の乗入れ禁止区域の指定

（政令第１６条の４

）

○

１３ 省略 １１ 省略

１４ 省略 １２ 省略

１５ 省略 １３ 省略

１６ 省略 １４ 省略

１７ 省略 １５ 省略

１８ 工作物の用途廃止の届出の

受理（第３１条第１項）

○

１９ 工作物の設置者に対する除

却命令等（第３１条第２項）

○

２０ 許可等に基づく地位の承継

の 届 出 の 受 理（第３３条 第３

項）

○
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２１ 省略 １６ 省略

２２ 水利使用の許可又は登録に

係る損失補償に関する裁定

（第４２条第２項、政令第２２条

第６項）

○ １７ 水利使用の許可 に

係る損失補償に関する裁定

（第４２条

）

○

２３ 省略 １８ 省略

２４ 省略 １９ 省略

２５ 省略 ２０ 省略

２６ 省略 ２１ 省略

２７ 省略 ２２ 省略

２８ 省略 ２３ 省略

２９ 省略 ２４ 省略

３０ 省略 ２５ 省略

３１ 河川協力団体の指定（第５８

条の８第１項、第２項）

○

３２ 河川協力団体の名称等の変

更の届出に係る公示（第５８条

の８第４項）

○

３３ 河川協力団体に対する業務

改善命令（第５８条の１０第２

項）

○

３４ 河川協力団体の指定の取消

し（第５８条の１０第３項、第４

項）

○

３５ 許可を受けた者等からの報

告の徴収及び立入検査（第７８

条第１項）

○

３６ 省略 ２６ 省略

３７ 省略 ２７ 省略

３８ 省略 ２８ 省略

３９ 省略 ２９ 省略

２ 省略 ２ 省略

３ 水防

法の施

行に関

する事

務

１ 省略 ３ 水防

法の施

行に関

する事

務

１ 省略

２ 水防活動に関すること。 ２ 水防活動に関すること。

� 洪水予報の通知及び周知

（第１０条第３項、第１１条第

１項、第１３条の２）

○ � 洪水予報の通知及び周知

（第１０条第３項、第１１条第

１項 ）

○

� 省略 � 省略

� 水位情報の通知及び周知

を実施する河川の指定（第

１３条第２項、第１３条の２）

○ � 水位情報の通知及び周知

を実施する河川の指定（第

１３条第２項 ）

○

�～� 省略 �～� 省略

３・４ 省略 ３・４ 省略

４・５

省略

４・５

省略

６ 国土

交通省

１ 交換及び寄附の受納 ○

２ 所管換 ○
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所管国

有財産

（国有

財産法

施行令

第６条

第２項

第１号

ヲに掲

げるも

のに限

る。）

の管理

及び処

分に関

する事

務

３ 引継ぎ ○

別表第９（第４条関係）

知事の権限に属するえひめ国体推進局関係事務に係る

特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

局

長

次

長

課

長

国

体

総

務

企

画

課

１ 第７２

回国民

体育大

会の開

催準備

に関す

る事務

（他の

主管に

属する

ものを

除く。）

１ 第７２回国民体育大会愛媛県

準備委員会に関すること。

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

２ 第７２回国民体育大会の開催

準備の企画及び総合調整に関

すること。

○

３ 第７２回国民体育大会の関係

機関等との連絡調整に関する

こと。

○

４ 第７２回国民体育大会の広報

及び県民運動に関すること。

○

５ その他第７２回国民体育大会

の開催準備に関すること。

○

２ 第１７

回全国

障害者

スポー

ツ大会

の開催

準備に

関する

事務（

他の主

管に属

１ 第１７回全国障害者スポーツ

大会の広報及び県民運動に関

すること。

○
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するも

のを除

く。）

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

局

長

次

長

課

長

国

体

運

営

調

整

課

１ 第７２

回国民

体育大

会の開

催準備

に関す

る事務

（他の

主管に

属する

ものを

除く。）

１ 第７２回国民体育大会愛媛県

準備委員会の施設専門委員

会、宿泊・衛生専門委員会、

輸送・交通専門委員会及び警

備・消防専門委員会に関する

こと。

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

２ 第７２回国民体育大会の競技

施設に関すること。

○

３ 第７２回国民体育大会の宿泊

及び衛生に関すること。

○

４ 第７２回国民体育大会の輸送

及び交通に関すること。

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

局

長

次

長

課

長

国

体

競

技

式

典

課

１ 第７２

回国民

体育大

会の開

催準備

に関す

る事務

（他の

主管に

属する

ものを

除く。）

１ 第７２回国民体育大会愛媛県

準備委員会の式典専門委員

会、県外開催競技会運営委員

会及び競技専門委員会に関す

ること。

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

２ 第７２回国民体育大会の式典

に関すること。

○

３ 第７２回国民体育大会の競技

運営に関すること。

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

局

長

次

長

課

長

障

害

者

１ 第１７

回全国

障害者

１ 第１７回全国障害者スポーツ

大会愛媛県準備委員会に関す

ること。
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第４号
庁 中 一 般

地 方 局

愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令

愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

ス

ポ

ー

ツ

大

会

課

スポー

ツ大会

の開催

準備に

関する

事務（

他の主

管に属

するも

のを除

く。）

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

２ 第１７回全国障害者スポーツ

大会の開催準備の企画及び総

合調整に関すること。

○

３ 第１７回全国障害者スポーツ

大会の関係機関等との連絡調

整に関すること。

○

４ その他第１７回全国障害者ス

ポーツ大会の開催準備に関す

ること。

○

別表第１０ 省略

別表第１１ 省略

別表第９ 省略

別表第１０ 省略

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の３ 省略

�の４ 障害者総合支援法第２９条第１項の規定に基づく指定障害

福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の指定に関するこ

と 。

�の５～�の１０ 省略

�の１１ 障害者総合支援法第４６条第１項及び第２項の規定に基づ

く指定障害福祉サービス事業者の指定に係る事項の変更又は事

業の再開、廃止若しくは休止の届出の受理に関すること

。

�の１２ 省略

�の１３ 障害者総合支援法第４７条の規定に基づく指定障害者支援

施設の指定の辞退の申出の受理に関すること

。

�の１４～�の２１ 省略

�の２２ 障害者総合支援法第５０条第１項（同条第３項において準

用する場合を含む。）の規定に基づく指定障害福祉サービス事

業者及び指定障害者支援施設に係る指定の取消し等に関するこ

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の３ 省略

�の４ 障害者総合支援法第２９条第１項の規定に基づく指定障害

福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の指定に関するこ

と（同法第５１条の規定に基づく公示を除く。）。

�の５～�の１０ 省略

�の１１ 障害者総合支援法第４６条第１項及び第２項の規定に基づ

く指定障害福祉サービス事業者の指定に係る事項の変更又は事

業の再開、廃止若しくは休止の届出の受理に関すること（同法

第５１条の規定に基づく公示を除く。）。

�の１２ 省略

�の１３ 障害者総合支援法第４７条の規定に基づく指定障害者支援

施設の指定の辞退の申出の受理に関すること（同法第５１条の規

定に基づく公示を除く。）。

�の１４～�の２１ 省略

�の２２ 障害者総合支援法第５０条第１項（同条第３項において準

用する場合を含む。）の規定に基づく指定障害福祉サービス事

業者及び指定障害者支援施設に係る指定の取消し等に関するこ
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と 。

�の２３～�の３１ 省略

�の３２ 障害者総合支援法第５１条の１４第１項の規定に基づく指定

一般相談支援事業者の指定に関すること

。

�の３３ 省略

�の３４ 障害者総合支援法第５１条の２５第１項及び第２項の規定に

基づく指定一般相談支援事業者の指定に係る事項の変更又は事

業の再開、廃止若しくは休止の届出の受理に関すること

。

�の３５～�の３９ 省略

�の４０ 障害者総合支援法第５１条の２９第１項の規定に基づく指定

一般相談支援事業者に係る指定の取消し等に関すること

。

�の４１～�の４ 省略

� 介護保険法第４１条第１項本文の規定に基づく指定居宅サービ

ス事業者の指定に関すること

。

�の２ 省略

� 介護保険法第４６条第１項の規定に基づく指定居宅介護支援事

業者の指定に関すること

。

� 介護保険法第４８条第１項第１号の規定に基づく指定介護老人

福祉施設の指定に関すること

。

� 介護保険法第５３条第１項本文の規定に基づく指定介護予防サ

ービス事業者の指定に関すること

。

�の２～�の６ 省略

� 介護保険法第７５条の規定に基づく指定居宅サービス事業者の

指定に係る事項の変更又は事業の廃止、休止若しくは再開の届

出の受理に関すること

。

�の２～�の４ 省略

�の５ 介護保険法第７７条第１項の規定に基づく指定居宅サービ

ス事業者に対する指定の取消し等に関すること

。

�の６～�の１２ 省略

	 介護保険法第８２条の規定に基づく指定居宅介護支援事業者の

指定に係る事項の変更又は事業の廃止、休止若しくは再開の届

出の受理に関すること

。

	の２～
の４ 省略


の５ 介護保険法第８４条第１項の規定に基づく指定居宅介護支

援事業者に対する指定の取消し等に関すること

。


の６～� 省略

�の２ 介護保険法第９１条の規定に基づく指定介護老人福祉施設

の指定の辞退の申出の受理に関すること

。

�の３～�の５ 省略

�の６ 介護保険法第９２条第１項の規定に基づく指定介護老人福

祉施設の指定の取消し等に関すること

と（同法第５１条の規定に基づく公示を除く。）。

�の２３～�の３１ 省略

�の３２ 障害者総合支援法第５１条の１４第１項の規定に基づく指定

一般相談支援事業者の指定に関すること（同法第５１条の３０第１

項の規定に基づく公示を除く。）。

�の３３ 省略

�の３４ 障害者総合支援法第５１条の２５第１項及び第２項の規定に

基づく指定一般相談支援事業者の指定に係る事項の変更又は事

業の再開、廃止若しくは休止の届出の受理に関すること（同法

第５１条の３０第１項の規定に基づく公示を除く。）。

�の３５～�の３９ 省略

�の４０ 障害者総合支援法第５１条の２９第１項の規定に基づく指定

一般相談支援事業者に係る指定の取消し等に関すること（同法

第５１条の３０第１項の規定に基づく公示を除く。）。

�の４１～�の４ 省略

� 介護保険法第４１条第１項本文の規定に基づく指定居宅サービ

ス事業者の指定に関すること（同法第７８条の規定に基づく公示

を除く。）。

�の２ 省略

� 介護保険法第４６条第１項の規定に基づく指定居宅介護支援事

業者の指定に関すること（同法第８５条の規定に基づく公示を除

く。）。

� 介護保険法第４８条第１項第１号の規定に基づく指定介護老人

福祉施設の指定に関すること（同法第９３条の規定に基づく公示

を除く。）。

� 介護保険法第５３条第１項本文の規定に基づく指定介護予防サ

ービス事業者の指定に関すること（同法第１１５条の１０の規定に

基づく公示を除く。）。

�の２～�の６ 省略

� 介護保険法第７５条の規定に基づく指定居宅サービス事業者の

指定に係る事項の変更又は事業の廃止、休止若しくは再開の届

出の受理に関すること（同法第７８条の規定に基づく公示を除

く。）。

�の２～�の４ 省略

�の５ 介護保険法第７７条第１項の規定に基づく指定居宅サービ

ス事業者に対する指定の取消し等に関すること（同法第７８条の

規定に基づく公示を除く。）。

�の６～�の１２ 省略

	 介護保険法第８２条の規定に基づく指定居宅介護支援事業者の

指定に係る事項の変更又は事業の廃止、休止若しくは再開の届

出の受理に関すること（同法第８５条の規定に基づく公示を除

く。）。

	の２～
の４ 省略


の５ 介護保険法第８４条第１項の規定に基づく指定居宅介護支

援事業者に対する指定の取消し等に関すること（同法第８５条の

規定に基づく公示を除く。）。


の６～� 省略

�の２ 介護保険法第９１条の規定に基づく指定介護老人福祉施設

の指定の辞退の申出の受理に関すること（同法第９３条の規定に

基づく公示を除く。）。

�の３～�の５ 省略

�の６ 介護保険法第９２条第１項の規定に基づく指定介護老人福

祉施設の指定の取消し等に関すること（同法第９３条の規定に基
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。

�の７ 省略

�の８ 介護保険法第９４条第１項及び第２項の規定に基づく介護

老人保健施設の開設及び変更の許可に関すること

。

�の９～�の１３ 省略

�の１４ 介護保険法第９９条の規定に基づく介護老人保健施設の変

更又は廃止、休止若しくは再開の届出の受理に関すること

。

�の１５～�の２１ 省略

�の２２ 介護保険法第１０４条第１項の規定に基づく介護老人保健

施設の開設の許可の取消し等に関すること

。

�の２３～�の４ 省略

�の５ 旧介護保険法第１１３条の規定に基づく指定介護療養型医

療施設の指定の辞退の申出の受理に関すること

。

�の６～�の８ 省略

�の９ 旧介護保険法第１１４条第１項の規定に基づく指定介護療

養型医療施設の指定の取消し等に関すること

。

�の１０・�の１１ 省略

�の１２ 介護保険法第１１５条の５の規定に基づく指定介護予防サ

ービス事業者の指定に係る事項の変更又は事業の廃止、休止若

しくは再開の届出の受理に関すること

。

�の１３～�の１７ 省略

�の１８ 介護保険法第１１５条の９第１項の規定に基づく指定介護

予防サービス事業者の指定の取消し等に関すること

。

�の１９～� 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の２６ 省略

�の２７ 省略

�の２８ 省略

�の２９ 省略

づく公示を除く。）。

�の７ 省略

�の８ 介護保険法第９４条第１項及び第２項の規定に基づく介護

老人保健施設の開設及び変更の許可に関すること（同法第１０４

条の２の規定に基づく公示を除く。）。

�の９～�の１３ 省略

�の１４ 介護保険法第９９条の規定に基づく介護老人保健施設の変

更又は廃止、休止若しくは再開の届出の受理に関すること（同

法第１０４条の２の規定に基づく公示を除く。）。

�の１５～�の２１ 省略

�の２２ 介護保険法第１０４条第１項の規定に基づく介護老人保健

施設の開設の許可の取消し等に関すること（同法第１０４条の２

の規定に基づく公示を除く。）。

�の２３～�の４ 省略

�の５ 旧介護保険法第１１３条の規定に基づく指定介護療養型医

療施設の指定の辞退の申出の受理に関すること（同法第１１５条

の規定に基づく公示を除く。）。

�の６～�の８ 省略

�の９ 旧介護保険法第１１４条第１項の規定に基づく指定介護療

養型医療施設の指定の取消し等に関すること（同法第１１５条の

規定に基づく公示を除く。）。

�の１０・�の１１ 省略

�の１２ 介護保険法第１１５条の５の規定に基づく指定介護予防サ

ービス事業者の指定に係る事項の変更又は事業の廃止、休止若

しくは再開の届出の受理に関すること（同法第１１５条の１０の規

定に基づく公示を除く。）。

�の１３～�の１７ 省略

�の１８ 介護保険法第１１５条の９第１項の規定に基づく指定介護

予防サービス事業者の指定の取消し等に関すること（同法第

１１５条の１０の規定に基づく公示を除く。）。

�の１９～� 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の２６ 省略

�の２７ 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法

第３１条第１項及び第３２条第１項の規定に基づく中小企業経営資

源活用計画の認定及び変更認定に関すること。

�の２８ 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法

第３１条第６項及び第３２条第３項の規定に基づく中小企業経営資

源活用計画の認定及び変更認定に係る行政庁との協議に関する

こと。

�の２９ 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法

第３２条第４項の規定に基づく中小企業経営資源活用計画の認定

の取消しに関すること。

�の３０ 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法

第３２条の２第２項及び第３項の規定に基づく事業の承継の報告

の処理に関すること。

�の３１ 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法

第７３条第４項の規定に基づく認定中小企業経営資源活用計画の

実施状況の報告の徴収に関すること。

�の３２ 省略

�の３３ 省略

�の３４ 省略

愛 媛 県 報平成２６年４月１日 第２５５８号外１

３９



� 中小企業等協同組合法第９条の２第７項の規定に基づく特定

共済組合の他の事業の承認に関すること（主たる事務所が地方

局の所管区域内に存する事業協同組合（火災等共済組合を除

く。次号から第２号の２７までにおいて同じ。）、事業協同小組

合、協同組合連合会及び企業組合に係るものに限る。）。

�の２～�の２ 省略

�の３ 次に掲げる補助金等に係る愛媛県補助金等交付規則第５

条から第７条（同規則第９条第３項及び第１７条第４項において

準用する場合を含む。）まで、第８条第１項、第９条第１項、

第１１条、第１２条第１項及び第２項、第１３条（同規則第１５条第２

項において準用する場合を含む。）、第１４条、第１５条第１項、

第１６条、第１７条第１項、第１８条、第２１条並びに第２４条の規定に

基づく知事の権限に属する事務に関すること。

ア～ソ 省略

�～� 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～� 省略

�の２ 河川法第２３条の２の規定に基づく権限のうち、現に登録

しているものの継続に係る権限を行うこと。

�～�の２ 省略

�の３ 河川法第３７条の２の規定に基づく権限を行うこと。

	・
 省略


の２ 河川法第５８条の８第１項の規定に基づく権限を行うこと

（同項の規定による指定の申請の受理に関する事務に限

る。）。


の３ 河川法第５８条の８第３項、第５８条の１０第１項、第５８条の

１１及び第５８条の１２の規定に基づく権限を行うこと。


の４ 河川法第９９条第２項の規定に基づく権限を行うこと。

�・�の２ 省略

� 河川協力団体に係る調査に関すること。

～�の２ 省略

�の３ 水防法第３３条第３項の規定に基づく届出の受理に関する

こと。

�～� 省略

６ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～�の１１ 省略

�の１２ 農業経営基盤強化促進法第６条第５項の規定に基づく農

業経営基盤強化促進基本構想の同意及び変更の同意に関するこ

と。

�の１３～� 省略

６～９ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。

� 中小企業等協同組合法第９条の２第７項の規定に基づく特定

共済組合の他の事業の承認に関すること（主たる事務所が地方

局の所管区域内に存する事業協同組合

、事業協同小組

合、協同組合連合会及び企業組合に係るものに限る。）。

�の２～�の２ 省略

�の３ 次に掲げる補助金等に係る愛媛県補助金等交付規則第５

条から第７条（同規則第９条第３項及び第１７条第４項において

準用する場合を含む。）まで、第８条第１項、第９条第１項、

第１１条、第１２条第１項及び第２項、第１３条（同規則第１５条第２

項において準用する場合を含む。）、第１４条、第１５条第１項、

第１６条、第１７条第１項、第１８条、第２１条並びに第２４条の規定に

基づく知事の権限に属する事務に関すること。

ア～ソ 省略

タ 知事の承認を得た６次産業化産地ステップアップ事業費補

助金

�～� 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～� 省略

�～�の２ 省略

	・
 省略

�・�の２ 省略

� 削除

～�の２ 省略

�の３ 水防法第３２条第３項の規定に基づく届出の受理に関する

こと。

�～� 省略

６ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～�の１１ 省略

�の１２ 農業経営基盤強化促進法第６条第６項の規定に基づく農

業経営基盤強化促進基本構想の同意及び変更の同意に関するこ

と。

�の１３～� 省略

６～９ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。
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�～�の１２ 省略

�の１３ 次の会計事務に関すること。

ア 省略

イ 決裁を経た１件５億円未満の工事及び工事委託に係る支出

負担行為

ウ 決裁を経た１件１億円 未満の調査、測量及び設計の委

託に係る支出負担行為

エ 決裁を経た１件７，０００万円未満の用地の取得及び補償に係

る支出負担行為

オ 決裁を経た 事件（工事、調査、測量及

び設計の委託、用地の取得及び補償並びにカに掲げるものを

除く。）に係る支出負担行為

カ 省略

キ 決裁を経た事件の経費 に係る支出

命令

ク 省略

ケ 省略

コ 省略

�～�の３１ 省略

�の３２ 河川法第２３条の２の規定に基づく権限のうち、現に登録

しているものの継続に係る権限を行うこと。

�の３３ 省略

�の３４ 省略

�の３５ 省略

�の３６ 河川法第３７条の２の規定に基づく権限を行うこと。

�の３７ 省略

�の３８ 第１２号の３０及び第１２号の３３から第１２号の３７までの規定に

基づく権限を行い、又は行つたものについて河川法第３１条、第

３３条第３項、第３４条第１項、第７５条、第７８条及び第９０条の規定

に基づく権限を行うこと。

�の３９ 河川法第５８条の８第１項の規定に基づく権限を行うこと

（同項の規定による指定の申請の受理に関する事務に限

る。）。

�の４０ 河川法第５８条の８第３項、第５８条の１０第１項、第５８条の

１１及び第５８条の１２の規定に基づく権限を行うこと。

�の４１ 河川法第９９条第２項の規定に基づく権限を行うこと。

�の４２ 省略

�の４３ 省略

�の４４ 河川協力団体に係る調査に関すること。

�の４５ 省略

�の４６ 水防法第３３条第３項の規定に基づく届出の受理に関する

こと。

�の４７ 省略

�の４８ 省略

�の４９ 省略

�～�の１２ 省略

�の１３ 次の会計事務に関すること。

ア 省略

イ 決裁を経た１件１億円未満の工事及び工事委託に係る支出

負担行為

ウ 決裁を経た１件３，０００万円未満の調査、測量及び設計の委

託に係る支出負担行為

エ 決裁を経た１件３，０００万円未満の用地の取得及び補償に係

る支出負担行為

オ 決裁を経た１件５００万円未満の事件（工事、調査、測量及

び設計の委託、用地の取得及び補償並びにカに掲げるものを

除く。）に係る支出負担行為

カ 省略

キ 決裁を経た１件１億円未満の工事及び工事委託に係る支出

命令

ク 決裁を経た１件３，０００万円未満の調査、測量及び設計の委

託費に係る支出命令

ケ 決裁を経た１件３，０００万円未満の用地の取得費及び補償費

（漁業補償費を含む。以下この号において同じ。）に係る支

出命令

コ 決裁を経た１件５００万円未満の事件の経費（工事費、調

査、測量及び設計の委託費、用地の取得費及び補償費並びに

サに掲げるものを除く。）に係る支出命令

サ 省略

シ 省略

ス 省略

�～�の３１ 省略

�の３２ 省略

�の３３ 省略

�の３４ 省略

�の３５ 省略

�の３６ 第１２号の３０及び第１２号の３２から第１２号の３５までの規定に

基づく権限を行い、又は行つたものについて 第３１条、第

３３条第３項、第３４条第１項、第７５条、第７８条及び第９０条の規定

に基づく権限を行うこと。

�の３７ 省略

�の３８ 省略

�の３９ 省略

�の４０ 水防法第３２条第３項の規定に基づく届出の受理に関する

こと。

�の４１ 省略

�の４２ 省略

�の４３ 省略
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�の５０ 省略

�の５１ 省略

�の５２ 省略

�の５３ 省略

�の５４ 省略

�の５５ 省略

�の５６ 省略

�の５７ 省略

�の５８ 省略

�の５９ 省略

�の６０ 省略

�の６１ 省略

�の６２ 省略

�の６３ 省略

�の６４ 省略

�の６５ 省略

�の６６ 省略

�の６７ 省略

�の６８ 省略

�の６９ 省略

�の７０ 省略

�の７１ 省略

�の７２ 省略

�の７３ 省略

�の７４ 省略

�の７５ 省略

�の７６ 省略

�の７７ 省略

�の７８ 省略

�の７９ 省略

�の８０ 省略

�の８１ 省略

�の８２ 省略

�の８３ 省略

�の８４ 省略

�の８５ 省略

�の８６ 省略

�の８７ 省略

�の８８ 省略

�の８９ 省略

�の９０ 省略

�の９１ 省略

�の９２ 省略

�の９３ 省略

�の９４ 省略

�の９５ 省略

�の９６ 省略

�の９７ 省略

�の９８ 省略

�の９９ 省略

�の１００ 省略

�の１０１ 省略

�の１０２ 省略

�の４４ 省略

�の４５ 省略

�の４６ 省略

�の４７ 省略

�の４８ 省略

�の４９ 省略

�の５０ 省略

�の５１ 省略

�の５２ 省略

�の５３ 省略

�の５４ 省略

�の５５ 省略

�の５６ 省略

�の５７ 省略

�の５８ 省略

�の５９ 省略

�の６０ 省略

�の６１ 省略

�の６２ 省略

�の６３ 省略

�の６４ 省略

�の６５ 省略

�の６６ 省略

�の６７ 省略

�の６８ 省略

�の６９ 省略

�の７０ 省略

�の７１ 省略

�の７２ 省略

�の７３ 省略

�の７４ 省略

�の７５ 省略

�の７６ 省略

�の７７ 省略

�の７８ 省略

�の７９ 省略

�の８０ 省略

�の８１ 省略

�の８２ 省略

�の８３ 省略

�の８４ 省略

�の８５ 省略

�の８６ 省略

�の８７ 省略

�の８８ 省略

�の８９ 省略

�の９０ 省略

�の９１ 省略

�の９２ 省略

�の９３ 省略

�の９４ 省略

�の９５ 省略

�の９６ 省略
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第５号
地 方 局

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年４月１日

�の１０３ 省略

�の１０４ 省略

�の１０５ 省略

�の１０６ 省略

�の１０７ 省略

�の１０８ 省略

�の１０９ 省略

�の１１０ 省略

�の１１１ 省略

�の１１２ 省略

�の１１３ 省略

�の１１４ 省略

�の１１５ 省略

�の１１６ 省略

�の１１７ 省略

�の１１８ 省略

�の１１９ 省略

�の１２０ 省略

�の１２１ 省略

�の１２２ 省略

�の１２３ 省略

�の１２４ 省略

�の１２５ 省略

�の１２６ 省略

�の１２７ 省略

�の１２８ 省略

�～�の１６ 省略

２ 前項本文の規定にかかわらず、東予地方局四国中央土木事務所

長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１３号の８２まで及び

第１４号から第２６号の１６までに掲げるとおりとし、東予地方局今治

土木事務所長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１１号ま

で、第１１号の３から第１１号の７まで、第１１号の９、第１１号 の１０

（同号にあつては、浄化槽の構造上の基準及び浄化槽工事の技術

上の基準に係るものを除く。）、第１１号の１１から第１２号の１２３ま

で、第１３号の１６、第１３号の１７、第１３号の２４、第１３号の８３から第１３

号の１０７まで及び第１５号から第２６号の１６までに掲げるとおりと

し、中予地方局久万高原土木事務所長、南予地方局大洲土木事務

所長、南予地方局西予土木事務所長及び南予地方局愛南土木事務

所長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１１号まで、第１１

号の３から第１１号の７まで、第１１号の９、第１１号の１０（同号にあ

つては、浄化槽の構造上の基準及び浄化槽工事の技術上の基準に

係るものを除く。）、第１１号の１１から第１２号の１２３まで、第１３号

の１６、第１３号の１７、第１３号の２４及び第１５号から第２６号の１６までに

掲げるとおりとする。

３・４ 省略

�の９７ 省略

�の９８ 省略

�の９９ 省略

�の１００ 省略

�の１０１ 省略

�の１０２ 省略

�の１０３ 省略

�の１０４ 省略

�の１０５ 省略

�の１０６ 省略

�の１０７ 省略

�の１０８ 省略

�の１０９ 省略

�の１１０ 省略

�の１１１ 省略

�の１１２ 省略

�の１１３ 省略

�の１１４ 省略

�の１１５ 省略

�の１１６ 省略

�の１１７ 省略

�の１１８ 省略

�の１１９ 省略

�の１２０ 省略

�の１２１ 省略

�の１２２ 省略

�～�の１６ 省略

２ 前項本文の規定にかかわらず、東予地方局四国中央土木事務所

長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１３号の８２まで及び

第１４号から第２６号の１６までに掲げるとおりとし、東予地方局今治

土木事務所長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１１号ま

で、第１１号の３から第１１号の７まで、第１１号の９、第１１号 の１０

（同号にあつては、浄化槽の構造上の基準及び浄化槽工事の技術

上の基準に係るものを除く。）、第１１号の１１から第１２号の１１７ま

で、第１３号の１６、第１３号の１７、第１３号の２４、第１３号の８３から第１３

号の１０７まで及び第１５号から第２６号の１６までに掲げるとおりと

し、中予地方局久万高原土木事務所長、南予地方局大洲土木事務

所長、南予地方局西予土木事務所長及び南予地方局愛南土木事務

所長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１１号まで、第１１

号の３から第１１号の７まで、第１１号の９、第１１号の１０（同号にあ

つては、浄化槽の構造上の基準及び浄化槽工事の技術上の基準に

係るものを除く。）、第１１号の１１から第１２号の１１７まで、第１３号

の１６、第１３号の１７、第１３号の２４及び第１５号から第２６号の１６までに

掲げるとおりとする。

３・４ 省略
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愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

局長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

別表第１（第４条関係）

局長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

事務の

種 類
事 項

決裁区分

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

１～７

省略

１～７

省略

８ 収入

又は支

出を伴

う事務

１ 税外収入の決定に関すること。 ８ 収入

又は支

出を伴

う事務

� １件１億円以上のもの ○

� １件１，０００万円以上１億円未満

のもの

○

� １件１，０００万円未満のもの（�

に掲げるものを除く。）

○

� １件１０万円未満のもの（定例的

なものに限る。）

○

２ 決裁を経た税外収入に係る収入の

調定及び納入の通知に関すること。

� １件１，０００万円以上のもの ○

� １件１，０００万円未満のもの ○

３ 省略 １ 省略

２ 税外収入の徴収に関すること。

� １，０００万円以上の税外収入に係

るもの

○

� ２００万円以上１，０００万円未満の税

外収入に係るもの

○

� ２００万円未満の税外収入に係る

もの

○

４ 次に掲げるものの支出負担行為に

関すること。

３ 次に掲げるものの支出負担行為に

関すること。

� 決裁を経た１件１億円以上５億

円未満の工事及び工事委託

○ � 決裁を経た１件１億円以上５億

円未満の工事及び工事委託

○

� 決裁を経た１件５，０００万円以上

１億円未満の工事及び工事委託

○

� 決裁を経た１件１億円 未満

の工事及び工事委託

○ � 決裁を経た１件５，０００万円未満

の工事及び工事委託

○

� 決裁を経た１件３，０００万円以上

１億円未満の調査、測量及び設計

の委託

○ � 決裁を経た１件３，０００万円以上

１億円未満の調査、測量及び設計

の委託

○

� 決裁を経た１件１，０００万円以上

３，０００万円未満の調査、測量及び

設計の委託

○
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� 決裁を経た１件３，０００万円未満

の調査、測量及び設計の委託

○ � 決裁を経た１件１，０００万円未満

の調査、測量及び設計の委託

○

� 決裁を経た１件３，０００万円以上

の用地の取得及び補償

○ � 決裁を経た１件３，０００万円以上

の用地の取得及び補償

○

� 決 裁 を 経 た１件５０万 円 以 上

３，０００万円未満の用地の取得及び

補償

○

� 決裁を経た１件３，０００万円未満

の用地の取得及び補償

○ � 決裁を経た１件５０万円 未満

の用地の取得及び補償

○

� 決裁を経た１件１，０００万円以上

の事件（工事及び工事委託、調

査、測量及び設計の委託、用地の

取得及び補償並びに�に掲げるも

のを除く。）

○ � 決裁を経た１件１，０００万円以上

の 事 件（工 事 、調

査、測量及び設計の委託、用地の

取得及び補償並びに�に掲げるも

のを除く。）

○

	 決 裁 を 経 た１件２００万 円 以 上

１，０００万円未満の事件（工事、調

査、測量及び設計の委託、用地の

取得及び補償並びに�に掲げるも

のを除く。）

○

� 決裁を経た１件１，０００万円未満

の事件（工事及び工事委託、調

査、測量及び設計の委託、用地の

取得及び補償並びに�に掲げるも

のを除く。）

○ 
 決裁を経た１件２００万円 未満

の 事 件（工 事 、調

査、測量及び設計の委託、用地の

取得及び補償並びに�に掲げるも

のを除く。）

○

� 省略 � 省略

５ 決裁を経た事件の経費の支出命令

に関すること。

○ ４ 次に掲げるもの の支出命令

に関すること。

� 決裁を経た１件１億円以上５億

円未満の工事費及び工事委託費

○

� 決裁を経た１件５，０００万円以上

１億円未満の工事費及び工事委託

費

○

 決裁を経た１件５，０００万円未満

の工事費及び工事委託費

○

� 決裁を経た１件３，０００万円以上

１億円未満の調査、測量及び設計

の委託費

○

� 決裁を経た１件１，０００万円以上

３，０００万円未満の調査、測量及び

設計の委託費

○

� 決裁を経た１件１，０００万円未満

の調査、測量及び設計の委託費

○

� 決裁を経た１件３，０００万円以上

の用地の取得費及び補償費（漁業

補償費を含む。以下この項におい

て同じ。）

○

� 決 裁 を 経 た１件５０万 円 以 上

３，０００万円未満の用地の取得費及

び補償費

○
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� 決裁を経た１件５０万円未満の用

地の取得費及び補償費

○

� 決裁を経た１件１，０００万円以上

の事件の経費（工事費、調査、測

量及び設計の委託費、用地の取得

費及び補償費並びに�に掲げるも

のを除く。）

○

� 決 裁 を 経 た１件２００万 円 以 上

１，０００万円未満の事件の経費（工

事費、調査、測量及び設計の委託

費、用地の取得費及び補償費並び

に�に掲げるものを除く。）

○

� 決裁を経た１件２００万円未満の

事件の経費（工事費、調査、測量

及び設計の委託費、用地の取得費

及び補償費並びに�に掲げるもの

を除く。）

○

� 報酬、賃金及び期末手当 ○

６

出納通知に関すること。

５ 歳入歳出外現金、有価証券及び物

品の出納通知に関すること。

○

� 有価証券及び物品 ○

� 歳入歳出外現金 ○

９～１１

省略

９～１１

省略

備考 １・２ 省略

３ 総務県民室に属する事務に係る次に掲げるこの表の

規定の適用については、同表決裁区分の欄中「課長」

とあるのは、「室長」とする。

�～� 省略

	 ８の部３の項�及び６の項�

４ 省略

５ 商工観光室（中予地方局を除く。）又は支局商工観

光室に属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適

用については、同表決裁区分の欄中「課長」とあるの

は「室長」とし、支局地域農業室及び支局産地育成室

に属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適用に

ついては、同表決裁区分の欄中「課長」とあるのは

「支局地域農業室長」とする。

� 省略

� ８の部３の項�

� ８の部６の項�

６ 省略

７ 中予地方局商工観光室に属する事務に係る次に掲げ

るこの表の規定の適用については、同表決裁区分の欄

中「主幹」とあるのは「産業振興課主幹」とし、支局

地域農業室及び支局産地育成室に属する事務に係る次

に掲げるこの表の規定の適用については、同表決裁区

分の欄中「主幹」とあるのは「支局地域農業室主幹」

とし、主幹を置かない課又は室（中予地方局商工観光

室、支局地域農業室及び支局産地育成室を除く。）に

属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適用につ

備考 １・２ 省略

３ 総務県民室に属する事務に係る次に掲げるこの表の

規定の適用については、同表決裁区分の欄中「課長」

とあるのは、「室長」とする。

�～� 省略

	 ８の部１の項�及び５の項

４ 省略

５ 商工観光室（中予地方局を除く。）又は支局商工観

光室に属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適

用については、同表決裁区分の欄中「課長」とあるの

は「室長」とし、支局地域農業室及び支局産地育成室

に属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適用に

ついては、同表決裁区分の欄中「課長」とあるのは

「支局地域農業室長」とする。

� 省略

� ８の部２の項�

� ８の部５の項

６ 省略

７ 中予地方局商工観光室に属する事務に係る次に掲げ

るこの表の規定の適用については、同表決裁区分の欄

中「主幹」とあるのは「産業振興課主幹」とし、支局

地域農業室及び支局産地育成室に属する事務に係る次

に掲げるこの表の規定の適用については、同表決裁区

分の欄中「主幹」とあるのは「支局地域農業室主幹」

とし、主幹を置かない課又は室（中予地方局商工観光

室、支局地域農業室及び支局産地育成室を除く。）に

属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適用につ
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いては、同表決裁区分の欄中「主幹」とあるのはそれ

ぞれ「課長」又は「室長」とする。

� ８の部１の項�

� ８の部２の項�

� ８の部４の項�、�、�、�及び�

� ８の部５の項

� ８の部６の項�

８ 省略

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

いては、同表決裁区分の欄中「主幹」とあるのはそれ

ぞれ「課長」又は「室長」とする。

� ８の部３の項�、�、�、	及び


� ８の部４の項�、�、�、	及び


８ 省略

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

税

務

課

１～７

省略

税

務

課

１～７

省略

備考 １・２ 省略

３ 税務室においては、この表２の部、３の部（５の項

�を除く。）、４の部及び５の部６の項に掲げる事務

については、同表組織名の欄中「税務課」とあるの

は、「税務室

」として、同表の

規定を適用する。

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

備考 １・２ 省略

３ 税務室においては、この表２の部、３の部（５の項

�を除く。）、４の部及び５の部６の項に掲げる事務

については、同表組織名の欄中「税務課」とあるの

は「税務室」とし、同表決裁区分の欄中「課長」とあ

り、及び「主幹」とあるのは「室長」として、同表の

規定を適用する。

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

地

域

福

祉

課

１・２

省略

地

域

福

祉

課

１・２

省略

３ 障害

者の日

常生活

及び社

会生活

を総合

的に支

援する

ための

法律の

施行に

関する

事務

１・２ 省略 ３ 障害

者の日

常生活

及び社

会生活

を総合

的に支

援する

ための

法律の

施行に

関する

事務

１・２ 省略

３ 指定障害福祉サービス事業者

に関すること。

３ 指定障害福祉サービス事業者

に関すること。

�～	 省略 �～	 省略


 指定、事業の廃止の届出及

び指定の取消しに係る公示

（第５１条）

○

４ 指定障害者支援施設に関する

こと。

４ 指定障害者支援施設に関する

こと。

�～
 省略 �～
 省略

� 指定、指定の辞退及び指定

の取消しに係る公示（第５１

条）

○

５ 指定一般相談支援事業者に関

すること。

５ 指定一般相談支援事業者に関

すること。

�～� 省略 �～� 省略
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� 指定、事業の廃止の届出及

び指定の取消しに係る公示

（第５１条の３０第１項）

○

６～１１ 省略 ６～１１ 省略

４～６

省略

４～６

省略

７ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 省略 ７ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 指定障害児通所支援事業者に

関すること。

２ 指定障害児通所支援事業者に

関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 指定、事業の廃止の届出及

び指定の取消しに係る公示

（第２１条の５の２４）

○

３ 指定障害児入所施設等に関す

ること。

３ 指定障害児入所施設等に関す

ること。

�～� 省略 �～� 省略

� 指定、指定の辞退及び指定

の取消しに係る公示（第２４条

の１８）

○

４～１１ 省略 ４～１１ 省略

８～２２

省略

８～２２

省略

２３ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

１～３ 省略 ２３ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

１～３ 省略

４ 指定居宅サービス事業者に関

すること。

４ 指定居宅サービス事業者に関

すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 公示（介護保険法（以下こ

の 部 に お い て「法」と い

う。）第１１５条の３５第６項の規

定による指定の取消し等に係

るものを除く。）（第７８条）

○

� 省略 � 省略

５ 指定居宅介護支援事業者に関

すること。

５ 指定居宅介護支援事業者に関

すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 公示（法第１１５条の３５第６項

の規定による指定の取消し等

に係るものを除く。）（第８５

条）

○

６ 指定介護老人福祉施設に関す

ること。

６ 指定介護老人福祉施設に関す

ること。

�～� 省略 �～� 省略

� 公示（法第１１５条の３５第６項

の規定による指定の取消し等

に係るものを除く。）（第９３

条）

○

� 省略 � 省略
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７ 介護老人保健施設に関するこ

と。

７ 介護老人保健施設に関するこ

と。

�～� 省略 �～� 省略

� 公示（法第１１５条の３５第６項

の規定による許可の取消し等

に係るものを除く。）（第１０４

条の２）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

８ 旧法第４８条第１項第３号に規

定する指定介護療養型医療施設

に関すること。

８ 旧法第４８条第１項第３号に規

定する指定介護療養型医療施設

に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

	 公示（旧法第１１５条の３５第６

項の規定による指定の取消し

等に係るものを除く。）（旧

法第１１５条）

○


 省略 	 省略

９ 指定介護予防サービス事業者

に関すること。

９ 指定介護予防サービス事業者

に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 公示（法第１１５条の３５第６項

の規定による指定の取消し等

に係るものを除く。）（第１１５

条の１０）

○

	 省略 � 省略

１０～１７ 省略 １０～１７ 省略

２４～２９

省略

２４～２９

省略

備考 省略 備考 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

環

境

保

全

課

１～１５

省略

環

境

保

全

課

１～１５

省略

１６ 愛媛

県土砂

等の埋

立て等

による

土壌の

汚染及

び災害

の発生

の防止

に関す

１～３ 省略 １６ 愛媛

県土砂

等の埋

立て等

による

土壌の

汚染及

び災害

の発生

の防止

に関す

１～３ 省略

４ 特定事業に関すること。 ４ 特定事業に関すること。

� 省略 � 省略

� 市町長の意見の聴取（第１１

条、第１４条第４項）

○ � 市町長の意見の聴取（第１１

条、第１４条の４ ）

○

～� 省略 ～� 省略
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る条例

の施行

に関す

る事務

る条例

の施行

に関す

る事務

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

産

業

振

興

課

１～１７

省略

産

業

振

興

課

１～１７

省略

１８ 農業

経営基

盤強化

促進法

の施行

に関す

る事務

１ 農業経営基盤強化促進基本構

想の同意及び変更の同意（第６

条第５項）

○ １８ 農業

経営基

盤強化

促進法

の施行

に関す

る事務

１ 農業経営基盤強化促進基本構

想の同意及び変更の同意（第６

条第６項）

○

１９ 省略 １９ 省略

備考 省略 備考 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

室

長

部

長

室

長

商

工

観

光

室

１ 省略 商

工

観

光

室

１ 省略

２ 中小

企業等

協同組

合法の

施行に

関する

事務

１ 事業協同組合（火災等共済組

合を除く。）、事業協同小組

合、協同組合連合会及び企業組

合に関すること。

２ 中小

企業等

協同組

合法の

施行に

関する

事務

１ 事業協同組合

、事 業 協 同 小 組

合、協同組合連合会及び企業組

合に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

３～６

省略

３～６

省略

７ 小規

模事業

経営支

援事業

費補助

金の交

付申請

に関す

る事務

１ 小規模事業経営支援事業費補

助金の交付申請に関すること。

○ ７ 小規

模事業

指導費

補助金

の交

付申請

に関す

る事務

１ 小規模事業指導費補助金

の交付申請に関すること。

○

８～１４

省略

８～１４

省略

１５ 産業

活力の

再生及

１ 中小企業経営資源活用計画の

認定及び変更認定（第３１条第１

項、第３２条第１項）

○
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び産業

活動の

革新に

関する

特別措

置法の

施行に

関する

事務

２ 中小企業経営資源活用計画の

認定及び変更認定に係る行政庁

との協議（第３１条第６項、第３２

条第３項）

○

３ 中小企業経営資源活用計画の

認定の取消し（第３２条第４項）

○

４ 事業の承継の報告の処理（第

３２条の２第２項、第３項）

○

５ 認定中小企業経営資源活用計

画の実施状況の報告の徴収（第

７３条第４項）

○

１５ 省略 １６ 省略

１６ 省略 １７ 省略

備考 省略

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

備考 省略

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

管

理

課

１～１１

省略

管

理

課

１～１１

省略

１２ 河川

法の施

行に関

する事

務

１～５ 省略 １２ 河川

法の施

行に関

する事

務

１～５ 省略

６ 流水の占用の登録（第２３条の

２）

○

７ 省略 ６ 省略

８ 省略 ７ 省略

９ 省略 ８ 省略

１０ 土地の占用等に関する水防管

理団体等の協議に対する同意

（第３７条の２）

○

１１ 省略 ９ 省略

１２ ４及び７から１１までの規定に

基づく権限を行い、又は行つた

ものについて第３１条、第３３条第

３項、第３４条第１項、第７５条、

第７８条及び第９０条の規定に基づ

く権限を行うこと。

○ １０ ６から９ までの規定に

基づく権限を行い、又は行つた

ものについて第３１条、第３３条第

３項、第３４条第１項、第７５条、

第７８条及び第９０条の規定に基づ

く権限を行うこと。

○

１３ 河川協力団体の指定の申請の

受理（第５８条の８第１項）

○

１４ 河川協力団体の名称等の変更

の届出の受理（第５８条の８第３

項）

○

１５ 河川協力団体からの報告の徴

収（第５８条の１０第１項）

○

１６ 河川協力団体に対する情報提

供又は指導若しくは助言（第５８

条の１１）

○
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１７ 土地の占用等に関する河川協

力団体の協議に対する同意（第

５８条の１２）

○

１８ 土地の占用等に関する地方公

共団体等の協議に対する同意

（第９９条第２項）

○

１９ 省略 １１ 省略

２０ 省略 １２ 省略

２１ 河川協力団体に係る調査 ○

１３ 省略 １３ 省略

１４ 水防

法の施

行に関

する事

務

１ 省略 １４ 水防

法の施

行に関

する事

務

１ 省略

２ 指定水防管理団体の水防計画

の届出の受理（第３３条第３項）

○ ２ 指定水防管理団体の水防計画

の届出の受理（第３２条第３項）

○

３ 省略 ３ 省略

１５～３７

省略

１５～３７

省略

備考 省略

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

備考 省略

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

専決者
所

長

専決者

課

長

主

幹

課

長

主

幹

用

地

管

理

課

１ 収入

又は支

出を伴

う事務

１ 税外収入の決定に関するこ

と。

用

地

管

理

課

１ 収入

又は支

出を伴

う事務

１ 税外収入の徴収に関するこ

と。

� １件 １，０００万円未満

のもの（�に掲げるものを除

く。）

○ � ２００万円以上１，０００万円未満

の税外収入に係るもの

○

� １件１０万円未満のもの（定

例的なものに限る。）

○ � ２００万円未満の税外収入に係

るもの

○

２ 決裁を経た税外収入に係る収

入の調定及び納入の通知に関す

ること。

○

３ 次に掲げるものの支出負担行

為に関すること。

２ 次に掲げるものの支出負担行

為に関すること。

� 決裁を経た１件１億円以上

５億円 未満の工事及び工事

委託

○ � 決裁を経た１件５，０００万円以

上１億円未満の工事及び工事

委託

○

� 決裁を経た１件１億円 未

満の工事及び工事委託

○ � 決裁を経た１件５，０００万円未

満の工事及び工事委託

○

� 決裁を経た１件３，０００万円以

上１億円 未満の調査、測量

及び設計の委託

○ � 決裁を経た１件１，０００万円以

上３，０００万円未満の調査、測量

及び設計の委託

○

� 決裁を経た１件３，０００万円未

満の調査、測量及び設計の委

託

○ � 決裁を経た１件１，０００万円未

満の調査、測量及び設計の委

託

○
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� 決裁を経た１件

３，０００万円以上の用地の取得及

び補償（漁業補償を含む。以

下この項において同じ。）

○ � 決裁を経た１件５０万円以上

３，０００万円未満の用地の取得及

び補償（漁業補償を含む。以

下この項において同じ。）

○

� 決裁を経た１件３，０００万円未

満の用地の取得及び補償

○ � 決裁を経た１件５０万円 未

満の用地の取得及び補償

○

� 決裁を経た１件１，０００万円以

上 の事件（工事及び

工事委託、調査、測量及び設

計の委託、用地の取得及び補

償並びに�に掲げるものを除

く。）

○ � 決裁を経た１件５０万円以上

５００万円未満の事件（工事

、調査、測量及び設

計の委託、用地の取得及び補

償並びに�に掲げるものを除

く。）

○

� 決裁を経た１件１，０００万円未

満の事件（工事及び工事委託

、調査、測量及び設計の委

託、用地の取得及び補償並び

に�に掲げるものを除く。）

○ � 決裁を経た１件５０万円 未

満の事件（工事

、調査、測量及び設計の委

託、用地の取得及び補償並び

に�に掲げるものを除く。）

○

� 省略 � 省略

４ 決裁を経た事件の経費の支出

命令に関すること。

○ ３ 次に掲げるもの の支出

命令に関すること。

� 決裁を経た１件５，０００万円以

上１億円未満の工事費及び工

事委託費

○

� 決裁を経た１件５，０００万円未

満の工事費及び工事委託費

○

� 決裁を経た１件１，０００万円以

上３，０００万円未満の調査、測量

及び設計の委託費

○

	 決裁を経た１件１，０００万円未

満の調査、測量及び設計の委

託費

○

� 決裁を経た１件５０万円以上

３，０００万円未満の用地の取得費

及び補償費（漁業補償費を含

む。以下この項において同

じ。）

○

� 決裁を経た１件５０万円未満

の用地の取得費及び補償費

○

� 決裁を経た１件５０万円以上

５００万円未満の事件の経費（工

事費、調査、測量及び設計の

委託費、用地の取得費及び補

償費並びに�に掲げるものを

除く。）

○

� 決裁を経た１件５０万円未満

の事件の経 費（工 事 費、調

査、測量及び設計の委託費、

用地の取得費及び補償費並び

に�に掲げるものを除く。）

○

� 報酬、賃金及び期末手当 ○
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５

出納通知に関するこ

と。

４ 歳入歳出外現金、有価証券及

び物品の出納通知に関するこ

と。

○

� 有価証券及び物品 ○

� 歳入歳出外現金 ○

２～１６

省略

２～１６

省略

１７ 河川

法の施

行に関

する事

務

１～４ 省略 １７ 河川

法の施

行に関

する事

務

１～４ 省略

５ 流水の占用の登録（第２３条の

２）

○

６ 省略 ５ 省略

７ 省略 ６ 省略

８ 省略 ７ 省略

９ 土地の占用等に関する水防管

理団体等の協議に対する同意

（第３７条の２）

○

１０ 省略 ８ 省略

１１ ３及び６から１０までの規定に

基づく権限を行い、又は行つた

ものについて第３１条、第３３条第

３項、第３４条第１項、第７５条、

第７８条及び第９０条の規定に基づ

く権限を行うこと。

○ ９ ５から８ までの規定に

基づく権限を行い、又は行つた

ものについて第３１条、第３３条第

３項、第３４条第１項、第７５条、

第７８条及び第９０条の規定に基づ

く権限を行うこと。

○

１２ 河川協力団体の指定の申請の

受理（第５８条の８第１項）

○

１３ 河川協力団体の名称等の変更

の届出の受理（第５８条の８第３

項）

○

１４ 河川協力団体からの報告の徴

収（第５８条の１０第１項）

○

１５ 河川協力団体に対する情報提

供又は指導若しくは助言（第５８

条の１１）

○

１６ 土地の占用等に関する河川協

力団体の協議に対する同意（第

５８条の１２）

○

１７ 土地の占用等に関する地方公

共団体等の協議に対する同意

（第９９条第２項）

○

１８ 省略 １０ 省略

１９ 省略 １１ 省略

２０ 河川協力団体に係る調査 ○

１８ 省略 １８ 省略

１９ 水防

法の施

行に関

する事

務

１ 省略 １９ 水防

法の施

行に関

する事

務

１ 省略

２ 指定水防管理団体の水防計画

の届出の受理（第３３条第３項）

○ ２ 指定水防管理団体の水防計画

の届出の受理（第３２条第３項）

○

３ 省略 ３ 省略
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第６号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

組織改正に伴う関係訓令の整理に関する訓令を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

組織改正に伴う関係訓令の整理に関する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２０～５１

省略

２０～５１

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（所長の専決事項）

第５条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方

局長の承認を受けなければならない。

� 所務に関し、職名又は所名で文書を施行する こと。

�～� 省略

� 課長及びこれに相当する職以上の職にある者の出張（所長の

県外出張を除く。）を命ずること。

� 課長及びこれに相当する職以上の職にある者の休暇、育児休

業等 その他の服務に関して承認し、又は命令をするこ

と。

� １件１００万円以上５００万円未満の支出を伴う事件（工事並びに

用地の取得及び補償を除く。）の決定に関すること。

� １件１，０００万円以上１億円未満の税外収入の決定に関するこ

と。

� 次の会計事務に関すること。

ア 決裁を経た１件１，０００万円以上の税外収入に係る収入の調

定及び納入の通知

イ 決裁を経た１件１，０００万円以上の事件（工事、用地の取得

及び補償並びに第７条第５号ウに掲げるものを除く。）に係

る支出負担行為

ウ 予定価格が１件１０万円以上の不要物品の処分に関する事務

（四国中央保健所に限る。）

	 要綱その他の規程で公表を要しないものの施行に関すること

（重要なものに限る。）。


 省略

� 省略

（所長の専決事項）

第５条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方

局長の承認を受けなければならない。

� 所務に関し、職名又は所名で文書の往復をすること。

�～� 省略

� 所員 の出張（所長の

県外出張を除く。）を命ずること。

� 所員 の休暇、育児休

業等、欠勤その他の服務に関して承認し、又は命令をするこ

と。

� １件１００万円 未満の支出を伴う事件（工事並びに

用地の取得及び補償を除く。）の決定に関すること。

� 次の会計事務に関すること。

ア １００万円未満の税外収入の徴収

イ 決裁を経た１件５００万円未満 の事件（工事、用地の取得

及び補償並びにウ に掲げるものを除く。）に係

る支出負担行為

ウ 報酬、賃金及び期末手当に係る支出負担行為

エ 決裁を経た１件５００万円未満の事件の経費（工事費、用地

の取得費及び補償費並びにオに掲げるものを除く。）に係る

支出命令

オ 報酬、賃金及び期末手当に係る支出命令

カ 歳入歳出外現金、有価証券及び物品の出納通知

キ 物品の管理及び 処分に関する事務

（四国中央保健所に限る。）

� 省略

	 省略
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� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第１４号の規定にかかわらず、四国中央市の区域における同

号の事項は、西条保健所長が専決する。

（課長の専決事項）

第６条 課長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。

� 課の業務に関し、所長名又は所名で文書を施行すること（定

例的なものを除く。）。

� 所属職員の出張（海外出張を除く。）を命ずること（前条第

１項第５号に掲げる事項を除く。）。

� 所属職員の休暇、育児休業等その他の服務に関して承認し、

又は命令をすること。

� 通勤手当及び住居手当の決定に関すること。

	 所属職員の事務の分担に関すること（次条第２号に掲げる事

項を除く。）。


 １件１００万円未満の支出を伴う事件（工事並びに用地の取得

及び補償を除く。）の決定に関すること。

� １件１，０００万円未満の税外収入の決定に関すること。

� 有価証券及び物品の出納通知に関すること。

 要綱その他の規程で公表を要しないものの施行に関すること

（軽易なものに限り、定例的なものを除く。）。

２ 四国中央保健所企画課長の専決処理すべき事項は、前項に定め

るもののほか、物品の管理及び予定価格が１件１０万円未満の不要

物品の処分に関する事務とする。

３ 主幹を置かない課の課長の専決処理すべき事項は、前２項に定

めるもののほか、次条第１号及び第３号から第７号までに掲げる

事項とする。

４ 前３項の規定にかかわらず、異例又は重要と認められる事項に

ついては、あらかじめ所長の承認を受けなければならない。

（主幹等の専決事項）

第７条 主幹及び室長（以下「主幹等」という。）の専決処理すべ

き事項は、次のとおりとする。ただし、異例又は重要と認められ

るものについては、あらかじめ課長の承認を受けなければならな

い。

� 課又は室の業務に関し、所長名又は所名で文書を施行するこ

と（定例的なものに限る。）。

� 主幹が担任する係若しくはグループに属する職員又は室に属

する職員の事務の分担の変更に関すること。

� 所属職員の超過勤務命令に関すること。

� １件１０万円未満の税外収入の決定に関すること（定例的なも

のに限る。）。

	 次の会計事務に関すること。

ア 決裁を経た１件１，０００万円未満の税外収入に係る収入の調

定及び納入の通知

イ 決裁を経た１件１，０００万円未満の事件（工事、用地の取得

及び補償並びにウに掲げるものを除く。）に係る支出負担行

為

ウ 報酬、賃金及び期末手当に係る支出負担行為

エ 決裁を経た事件の経費に係る支出命令

オ 歳入歳出外現金の出納通知


 要綱その他の規程で公表を要しないものの施行に関すること

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第１２号の規定にかかわらず、四国中央市の区域における同

号の事項は、西条保健所長が専決する。
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（愛媛県研修所規程の一部改正）

第２条 愛媛県研修所規程（昭和３０年愛媛県訓令第２５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（軽易かつ定例的なものに限る。）。

� 各種資料、統計等の作成及び収集に関すること。

第８条 省略

（代決者）

第９条 所長の権限に属する事務の代決者は、次の表に掲げるとお

りとする。

第６条 省略

（代決）

第７条 保健所においては、次に掲げる者が代決する。

� 所長が不在のときは、企画課長

� 所長及び企画課長が不在のときは、主務課長

決 裁 者
代 決 者

第１次代決者 第２次代決者

所長 企画課長 主務課長

課長 主幹等

主幹等 主幹等が指定した

職員

２ 第２次代決者は、第１次代決者が不在の場合であつて、事案が

急施を要するものであるときに限り、代決することができる。

第１０条 省略

第１１条 省略

第１２条 省略

第１３条 省略

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

第８条 省略

第９条 省略

第１０条 省略

第１１条 省略

別表（第４条、第６条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

課

長

所

長

課

長

健

康

増

進

課

１ 省略 健

康

増

進

課

１ 省略

２ 精神

保健及

び精神

障害者

福祉に

関する

法律（

昭和２５

年法律

第１２３

号）の

施行に

関する

事務

１ 診療及び保護の申請の受理（第

２２条第１項）

○ ２ 精神

保健及

び精神

障害者

福祉に

関する

法律（

昭和２５

年法律

第１２３

号）の

施行に

関する

事務

１ 診療及び保護の申請の受理（第

２３条第１項）

○

２ 警察官からの通報の受理（第２３

条）

○ ２ 警察官からの通報の受理（第２４

条）

○

３ 検察官からの通報の受理（第２４

条）

○ ３ 検察官からの通報の受理（第２５

条）

○

４ 保護観察所の長からの通報の受

理（第２５条 ）

○ ４ 保護観察所の長からの通報の受

理（第２５条の２）

○

５～１３ 省略 ５～１３ 省略

３～６

省略

３～６

省略

備考 省略 備考 省略
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（愛媛県公印規程の一部改正）

第３条 愛媛県公印規程（昭和３４年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第２条 削除

（職務）

第３条 所長は、知事の命を受けて、所務を掌理し、所属職員及び

研修を受けるために入所する職員（以下「研修生」という。）を

指揮監督する。

第４条の４ 担当係長は、上司の命を受け、担当事務を管理する。

（分掌事務）

第２条 係の分掌事務は、次のとおりとする。

庶務係

� 公印の管理に関すること。

� 文書の取扱いに関すること。

� 職員の人事、給与及び服務に関すること。

� 予算、決算その他会計事務に関すること。

� 財産の管理及び所内取締りに関すること。

� その他他の主管に属しないこと。

教務係

� 研修計画の策定及びその実施に関すること。

� 講師の選定に関すること。

� 研修を受けるために入所する職員（以下「研修生」とい

う。）の入所、退所その他服務の取扱いに関すること。

� 教科書及び教材の選定及び作成に関すること。

� 研修のために必要な資料の収集に関すること。

� 研修技法の開発等の調査研究に関すること。

� 職員の政策形成能力の向上に係る研修の企画に関すること。

� 職員の自主的研究活動の育成及び指導に関すること。

	 その他研修に関すること。

（職務）

第３条 所長は、知事の命を受けて、所務を掌理し、所属職員及び

研修生 を

指揮監督する。

第４条の４ 係長 は、上司の命を受け、係の事務を管理する。

改 正 後 改 正 前

（公印の種類）

第２条 公印は、職印及び庁印の２種とし、次に掲げるとおりとす

る。

� 職印

省略

部長印

えひめ国体推進局長印

省略

� 庁印

省略

部印

えひめ国体推進局印

省略

２ 省略

（公印の管守者）

第５条 次の表の左欄に掲げる公印は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る者が管守する。

（公印の種類）

第２条 公印は、職印及び庁印の２種とし、次に掲げるとおりとす

る。

� 職印

省略

部長印

省略

� 庁印

省略

部印

省略

２ 省略

（公印の管守者）

第５条 次の表の左欄に掲げる公印は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る者が管守する。

公 印 名 管 守 者 名 公 印 名 管 守 者 名

省略 省略
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（愛媛県文書管理規程の一部改正）

第４条 愛媛県文書管理規程（平成４年愛媛県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県農業総合対策推進班規程の一部改正）

第５条 愛媛県農業総合対策推進班規程（平成６年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県食の安全安心推進班規程の一部改正）

第６条 愛媛県食の安全安心推進班規程（平成２１年愛媛県訓令第１４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

部長印

部印

省略 部長印

部印

省略

えひめ国体推進局長印

えひめ国体推進局印

国体総務企画課長

省略 省略

２～４ 省略

別表１（第４条関係）

第一 省略

第二 寸法

２～４ 省略

別表１（第４条関係）

第一 省略

第二 寸法

公 印 の 種 類
寸 法

方（ミリメートル）
公 印 の 種 類

寸 法

方（ミリメートル）

職 印 職 印

省略 省略

部長印 省略 部長印 省略

えひめ国体推進局長印 ２０

省略 省略

庁 印 庁 印

省略 省略

部印 省略 部印 省略

えひめ国体推進局印 ３６

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（県報の原稿の提出）

第３８条 定期発行の県報に掲載を行おうとする場合は、原稿を、本

庁で行う場合にあっては決裁文書と、地方機関で行う場合にあっ

ては県報掲載書（様式第７号）とともに、掲載を希望する日の７

日前の正午（その日が休日等に当たるときは、その日の前日の正

午）までに文書主管課長に提出しなければならない。

（県報の原稿の提出）

第３８条 定期発行の県報に掲載を行おうとする場合は、原稿を、本

庁で行う場合にあっては決裁文書と、地方局 で行う場合にあっ

ては県報掲載書（様式第７号）とともに、掲載を希望する日の７

日前の正午（その日が休日等に当たるときは、その日の前日の正

午）までに文書主管課長に提出しなければならない。

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

１～４ 省略

５ 農林水産部管理局農政課６次産業化推進グループ担当係

長（農林水産部長が指定するものに限る。）

６～３３ 省略

１～４ 省略

５ 農林水産部管理局農政課農村振興係長

６～３３ 省略
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（愛媛県広報広聴推進班規程の一部改正）

第７条 愛媛県広報広聴推進班規程（平成２２年愛媛県訓令第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県行政改革・地方分権戦略本部規程の一部改正）

第８条 愛媛県行政改革・地方分権戦略本部規程（平成２３年愛媛県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

１～４ 省略

５ 保健福祉部健康衛生局薬務衛生課乳肉衛生・動物愛護係

長

６ 省略

１～４ 省略

５ 保健福祉部健康衛生局薬務衛生課食肉検査指導係長

６ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

１ 省略

２ 営業本部マネージャー

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ えひめ国体推進局国体総務企画課長

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

改 正 後 改 正 前

別表１（第３条関係） 別表（第３条関係）

１～１０ 省略

１１ えひめ国体推進局長

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

１～１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略
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（愛媛県政策推進班規程の一部改正）

第９条 愛媛県政策推進班規程（平成２３年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表２（第６条関係） 別表２（第６条関係）

１～８ 省略

９ えひめ国体推進局次長

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

１～８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 愛媛県行政組織条例（平成７年愛媛県条例第１７号）に定め

る部及び局（以下「部局」という。）における政策立案機能及び

政策調整機能並びに予算編成機能の強化を図り、もって本県の政

策を効果的に推進するため、部局に政策推進班（以下「班」とい

う。）を設置する。

（任務）

第２条 班は、次に掲げる事項を処理する。

� 部局内の政策立案に関すること。

� 部局内の政策調整に関すること。

� 部局の予算要求方針の作成に関すること。

� 部局の予算案の調整に関すること。

� 部局の予算要求に関すること。

� 部局の予算執行の管理に関すること。

� 部局の重要事案の調整に関すること。

� 政策の推進に当たっての他の部局との調整に関すること。

２ 省略

（職制）

第４条 班に班長を置き、管理局長又は次長の職にある班員に知事

が命ずる。

２ 省略

別表（第３条関係）

（設置）

第１条 愛媛県行政組織条例（平成７年愛媛県条例第１７号）に定め

る部 （以下「部 」という。）における政策立案機能及び

政策調整機能並びに予算編成機能の強化を図り、もって本県の政

策を効果的に推進するため、部 に政策推進班（以下「班」とい

う。）を設置する。

（任務）

第２条 班は、次に掲げる事項を処理する。

� 部内 の政策立案に関すること。

� 部内 の政策調整に関すること。

� 部 の予算要求方針の作成に関すること。

� 部 の予算案の調整に関すること。

� 部 の予算要求に関すること。

� 部 の予算執行の管理に関すること。

� 部 の重要事案の調整に関すること。

� 政策の推進に当たっての他部 との調整に関すること。

２ 省略

（職制）

第４条 班に班長を置き、管理局長 の職にある班員に知事

が命ずる。

２ 省略

別表（第３条関係）

１ 省略

２ 次長

３ 省略

４ 省略

５ 主幹（政策推進グループ又は総務グループを担任するも

のに限る。）

６ 担当係長（政策推進グループ又は総務グループに属する

ものに限る。）

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 主幹（政策推進グループ又は総務グループを担任するも

のに限る。）

５ 担当係長（政策推進グループ又は総務グループに属する

ものに限る。）
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（副知事の担任事務に関する規程の一部改正）

第１０条 副知事の担任事務に関する規程（平成２４年愛媛県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛のくに えひめ営業本部規程の一部改正）

第１１条 愛のくに えひめ営業本部規程（平成２４年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県立看護専門学校処務規程の廃止）

第１２条 愛媛県立看護専門学校処務規程（平成９年愛媛県訓令第７号）は、廃止する。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第７号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

労働委員会事務局

愛媛県職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令

愛媛県職員被服等貸与規程（昭和５４年愛媛県訓令第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

１～８ 省略

９ 農林水産部水産局水産課長

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１～８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第２（第２条、第５条関係）

作業服等の貸与基準

別表第２（第２条、第５条関係）

作業服等の貸与基準

貸 与 対 象 者 品目
数

量

着用

期間

貸与

期間
備考 貸 与 対 象 者 品目

数

量

着用

期間

貸与

期間
備考

１～４ 省略 １～４ 省略

５ 防災等の業務に従事する職

員

防災服 １ 年間 ３年

防災服

（夏）

１ 夏期 ３年

改 正 後 改 正 前

１ 副知事の担任事務は、次のとおりとする。

� 共管事務

ア 総務部、企画振興部及びえひめ国体推進局の所掌事務に関

すること。

イ 省略

�・� 省略

２ 省略

１ 副知事の担任事務は、次のとおりとする。

� 共管事務

ア 総務部及び企画振興部 の所掌事務に関

すること。

イ 省略

�・� 省略

２ 省略
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第８号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛顔つなぐえひめ国体・えひめ大会開催準備推進班規程を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛顔つなぐえひめ国体・えひめ大会開催準備推進班規程

（設置）

第１条 第７２回国民体育大会及び第１７回全国障害者スポーツ大会（以下「両大会」という。）の開催準備を計画的かつ円滑に推進するため、
え がお

愛顔つなぐえひめ国体・えひめ大会開催準備推進班（以下「班」という。）を設置する。

（任務）

第２条 班は、次に掲げる事項を処理する。

� 両大会の開催に向けた施策及び事業の総合企画、総合調整及び推進に関すること。

� 両大会の開催を契機とした県内外からの集客の促進を図るための施策の検討に関すること。

� 愛媛県競技力向上対策本部との連絡調整に関すること。

� その他両大会の開催準備の推進に関し必要な事項

（組織）

第３条 班は、別表に掲げる職にある者をもって組織する。

（職制）

第４条 班に班長を置き、えひめ国体推進局次長の職にある班員をもって充てる。

帽子 １ 年間 ３年

ベルト １ 年間 ３年

安全靴 １ 年間 ３年

６ 省略 ５ 省略

７ 省略 ６ 省略

８ 省略 ７ 省略

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

１３ 省略 １２ 省略

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略

１７ 省略 １６ 省略

１７ 看護専門学校に勤務する職

員のうち、実習等を指導する

もの

看護衣 ２ 年間 ２年

予防衣 １ 年間 ２年

看護靴 １ 年間 ２年

１８～２５ 省略 １８～２５ 省略

２６ 高等技術専門校に勤務する

職員のうち、職業訓練指導業

務に従事するもの

省略 ２６ 高等技術専門校に勤務する

職員のうち、職業訓練指導業

務に従事するもの

省略

安全靴 １ 年間 ２年 安全靴 １ 年間 ３年

省略 省略

２７～４７ 省略 ２７～４７ 省略
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教育委員会規則

２ 班に副班長を置き、えひめ国体推進局国体総務企画課長の職にある班員をもって充てる。

（職務）

第５条 班長は、上司の命を受け、班員を指揮監督し、班の事務を統轄する。

２ 副班長は、班長を補佐する。

（庶務）

第６条 班の庶務は、えひめ国体推進局国体総務企画課において処理する。

（雑則）

第７条 この訓令に定めるもののほか、班に関し必要な事項は、班長が定める。

附 則

１ この訓令は、公布の日から施行する。

２ この訓令は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。

別表（第３条関係）

１ えひめ国体推進局次長

２ 総務部管理局総務管理課長

３ 企画振興部管理局総合政策課長

４ 県民環境部管理局県民生活課長

５ 保健福祉部管理局保健福祉課長

６ 保健福祉部生きがい推進局障害福祉課長

７ 経済労働部管理局産業政策課長

８ 農林水産部管理局農政課長

９ 土木部管理局土木管理課長

１０ えひめ国体推進局国体総務企画課長

１１ えひめ国体推進局国体運営調整課長

１２ えひめ国体推進局国体競技式典課長

１３ えひめ国体推進局障害者スポーツ大会課長

１４ 出納局会計課長

１５ 地方局総務企画部地域政策課長

１６ 地方局総務企画部支局総務県民室長

１７ 公営企業管理局総務課長

１８ 教育委員会事務局管理部教育総務課長

１９ 教育委員会事務局管理部保健体育課国体競技力向上対策室長

�愛媛県教育委員会規則第５号
愛媛県総合科学博物館管理規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県総合科学博物館管理規則等の一部を改正する規則

（愛媛県総合科学博物館管理規則の一部改正）

第１条 愛媛県総合科学博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（組織）

第２条 博物館に学芸課を置き、学芸課に、自然研究科、科学技術

研究科及び産業研究科を置く。

（組織）

第２条 博物館に学芸課を置き、学芸課に、自然研究科、科学技術

研究科及び産業研究科を置く。
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教育委員会訓令

（愛媛県歴史文化博物館管理規則の一部改正）

第２条 愛媛県歴史文化博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県美術館管理規則の一部改正）

第３条 愛媛県美術館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会訓令第１号
教育委員会事務局

教 育 機 関

改 正 後 改 正 前

（組織）

第２条 博物館に学芸課を置き、学芸課に、歴史・文書研究科、民

俗研究科及び考古研究科を置く。

（職員の職）

第３条 博物館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 省略

� 省略

（組織）

第２条 博物館に学芸課を置き、学芸課に、歴史・文書研究科、民

俗研究科及び考古研究科を置く。

（職員の職）

第３条 博物館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 科長

� 省略

� 省略

（職員の職）

第３条 博物館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（職員の職）

第３条 博物館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 科長

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（組織）

第３条 美術館に次の表の左欄に掲げる課を置き、これらの課にそ

れぞれ同表の右欄に掲げる係を置く。

（組織）

第３条 美術館に次の表の左欄に掲げる課を置き、これらの課にそ

れぞれ同表の右欄に掲げる係を置く。

総務課 総務係 総務課 総務係

学芸課 学芸課 学芸係 普及係

（職員の職）

第４条 美術館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 担当係長

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

（職員の職）

第４条 美術館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略
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愛媛県総合科学博物館処務規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県総合科学博物館処務規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県総合科学博物館処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県総合科学博物館処務規程（平成１２年愛媛県教育委員会訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県歴史文化博物館処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県歴史文化博物館処務規程（平成１２年愛媛県教育委員会訓令第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県美術館処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県美術館処務規程（平成１２年愛媛県教育委員会訓令第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事務分掌）

第２条 省略

（職務）

第３条 省略

２～４ 省略

５ 省略

６ 省略

（事務分掌）

第２条 省略

２ 前項の分掌事務のうち、県の歴史及び文書に関する事務は歴

史・文書研究科が、県の民俗に関する事務は民俗研究科が、県の

考古に関する事務は考古研究科が分掌する。

（職務）

第３条 省略

２～４ 省略

５ 科長は、上司の命を受け、科の事務を管理する。

６ 省略

７ 省略

改 正 後 改 正 前

（事務分掌）

第２条 省略

（職務）

第３条 省略

２～４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

（事務分掌）

第２条 省略

２ 前項の分掌事務のうち、自然史及びプラネタリウムに関する事

務は自然研究科が、科学技術に関する事務は科学技術研究科が、

産業史に関する事務は産業研究科が分掌する。

（職務）

第３条 省略

２～４ 省略

５ 科長は、上司の命を受け、科の事務を管理する。

６ 省略

７ 省略

８ 省略

改 正 後 改 正 前

（事務分掌）

第２条 美術館の課及び係の分掌事務は、次のとおりとする。

総務課

総務係

�～� 省略

学芸課

�～� 省略

（事務分掌）

第２条 美術館の課及び係の分掌事務は、次のとおりとする。

総務課

総務係

�～� 省略

学芸課

学芸係

�～� 省略
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人事委員会規則

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則６－１９１
職員の採用及び昇任に関する規則及び公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の採用及び昇任に関する規則及び公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則

（職員の採用及び昇任に関する規則の一部改正）

第１条 職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則６－５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（職務）

第３条 省略

２～４ 省略

５ 係長、担当係長、主任及び教育主任は、それぞれ組織規則第９

条第６項並びに第１０条第１１項、第１３項及び第１４項に規定する職務

に従事する。

６～８ 省略

普及係

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（職務）

第３条 省略

２～４ 省略

５ 係長、担当係長、主任及び教育主任は、それぞれ組織規則第９

条第６項並びに第１０条第１３項 及び第１４項に規定する職務

に従事する。

６～８ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

行政職群級別職務区分表

別表第１（第４条関係）

行政職群級別職務区分表

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 管理者の事務部局 省略 省略 管理者の事務部局 省略

３級 省略

省略

３級 省略

事業所の室長補佐

省略

省略 省略 省略 省略

５級 省略

省略

５級 省略

中央病院経営企画室長

省略

６級 省略

中央病院総務医事課長

省略

６級 省略

中央病院総務課長

省略

省略 省略 省略 省略

備考 省略

別表第４（第４条関係）

医療職群級別職務区分表

備考 省略

別表第４（第４条関係）

医療職群級別職務区分表
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（公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部改正）

第２条 公益的法人等への職員の派遣等に関する規則（愛媛県人事委員会規則６－１５９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１４４
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

省略

財団法人愛媛県スポーツ振興事業団（昭和４９年１２月２５日に財

団法人愛媛県スポーツ振興事業団という名称で設立された法

人をいう。）

学校法人ＲＷＦグループ

省略

省略

財団法人愛媛県スポーツ振興事業団（昭和４９年１２月２５日に財

団法人愛媛県スポーツ振興事業団という名称で設立された法

人をいう。）

学校法人ＲＷＦグループ

省略

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 省略

４級 知事の事務部局 省略

保健所の課長（４級）

心と体の健康センター所長

省略

４級 知事の事務部局 省略

保健所の課長（４級）

心と体の健康センター所長

省略

省略 省略

５級 知事の事務部局 本庁局長

医療政策監

省略

心と体の健康センター所長

省略

５級 知事の事務部局 本庁局長

医療政策監

省略

心と体の健康センター所長

省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１ 行政職給料表級別職務区分表

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１ 行政職給料表級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

５級 省略 ５級 省略
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警察の事務部局

省略

ＩＴ化対策統括官

交通管制官

省略

警察の事務部局 本部課次長

省略

管理官（５級）

調査官（５級）

省略

６級 知事の事務部局 省略

南予地方局産業経済部水産課長

南予地方局産業経済部八幡浜支局

水産課長

省略

６級 知事の事務部局 省略

南予地方局産業経済部水産課長

南予地方局産業経済部八幡浜支局

水産課長

省略

省略 省略

警察の事務部局 本部課長

本部課次長

省略

管理官

調査官

省略

警察の事務部局 本部課長

本部課次長

省略

管理官（６級）

調査官（６級）

省略

省略 省略

８級 知事の事務部局 本庁局長（えひめ国体推進局長を

除く。）

部付（８級）

しまのわ２０１４推進監

技術監

えひめ国体推進局次長

省略

８級 知事の事務部局 本庁局長（国体局長 を

除く。）

部付（８級）

しまのわ２０１４推進監

技術監

えひめ国体推進局次長

省略

省略 省略

９級 知事の事務部局 省略

えひめ国体推進局長

省略

９級 知事の事務部局 省略

国体局長

省略

省略 省略

２・３ 省略

４ 医療職給料表�級別職務区分表

２・３ 省略

４ 医療職給料表�級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

３級 知事の事務部局 省略

医監（４級）

心と体の健康センター所長

３級 知事の事務部局 省略

医監（４級）

心と体の健康センター所長

４級 知事の事務部局 本庁局長

医療政策監

省略

省略

４級 知事の事務部局 本庁局長

医療政策監

省略

心と体の健康センター所長

省略

５ 省略

６ 医療職給料表�級別職務区分表

５ 省略

６ 医療職給料表�級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

４級 知事の事務部局 省略 ４級 知事の事務部局 省略

看護専門学校教務主任

愛 媛 県 報平成２６年４月１日 第２５５８号外１
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（給料表の適用範囲に関する規則の一部改正）

第２条 給料表の適用範囲に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（管理職手当に関する規則の一部改正）

第３条 管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―６８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

７級 知事の事務部局 省略 ７級 知事の事務部局 省略

心と体の健康センター技幹

看護専門学校長

７・８ 省略 ７・８ 省略

改 正 後 改 正 前

（医療職給料表�の適用範囲）

第３条 医療職給料表�は、子ども療育センター、保健所、衛生環

境研究所及び心と体の健康センターに勤務し、医療業務に従事す

る医師及び歯科医師である職員、保健福祉部に勤務する医師で医

療政策監及び局長の職にある職員、同部管理局医療対策課に勤務

する医師である職員並びに同部健康衛生局健康増進課に勤務する

医師で課長の職にある職員に適用する。

（医療職給料表�の適用範囲）

第４条 医療職給料表�は、子ども療育センター、保健所、食肉衛

生検査センター、動物愛護センター、家畜保健衛生所、家畜病性

鑑定所、義務教育諸学校及び共同調理場に勤務する職員並びに

財団法人愛媛県動物園協会（昭和６２年４月１日に財団法

人愛媛県動物園協会という名称で設立された法人をいう。）へ派

遣されている職員で、次に掲げるものに適用する。

�～� 省略

（医療職給料表�の適用範囲）

第５条 医療職給料表�は、保健所、子ども療育センター、心と体

の健康センター 、児童相談所及び身体障害者更生

相談所に勤務する職員並びに市町及び学校法人ＲＷＦグループへ

派遣されている職員で、保健指導若しくは看護等に従事し、又は

学生の実習等を指導する保健師、助産師、看護師及び准看護師で

あるものに適用する。

（医療職給料表�の適用範囲）

第３条 医療職給料表�は、子ども療育センター、保健所、衛生環

境研究所及び心と体の健康センターに勤務し、医療業務に従事す

る医師及び歯科医師である職員、保健福祉部に勤務する医師で医

療政策監及び局長の職にある職員、同部管理局医療対策課に勤務

する医師である職員並びに同部健康衛生局健康増進課に勤務する

医師で課長の職にある職員に適用する。

（医療職給料表�の適用範囲）

第４条 医療職給料表�は、子ども療育センター、保健所、食肉衛

生検査センター、動物愛護センター、家畜保健衛生所、家畜病性

鑑定所、義務教育諸学校及び共同調理場に勤務する職員並びに松

山市及び財団法人愛媛県動物園協会（昭和６２年４月１日に財団法

人愛媛県動物園協会という名称で設立された法人をいう。）へ派

遣されている職員で、次に掲げるものに適用する。

�～� 省略

（医療職給料表�の適用範囲）

第５条 医療職給料表�は、保健所、子ども療育センター、心と体

の健康センター、看護専門学校、児童相談所及び身体障害者更生

相談所に勤務する職員並びに市町及び学校法人ＲＷＦグループへ

派遣されている職員で、保健指導若しくは看護等に従事し、又は

学生の実習等を指導する保健師、助産師、看護師及び准看護師で

あるものに適用する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

部 局 公 職 区 分 部 局 公 職 区 分

知事の事務

部局

省略

部付（本庁部長同格者及び本庁局長（え

ひめ国体推進局長を除く。）同格者に限

る。）

医療政策監

しまのわ２０１４推進監

技術監

えひめ国体推進局次長

省略

省略

１種 知事の事務

部局

省略

部付（本庁部長同格者及び本庁局長（国

体局長 を除く。）同格者に限

る。）

医療政策監

しまのわ２０１４推進監

技術監

えひめ国体推進局次長

省略

心と体の健康センター所長

省略

１種

愛 媛 県 報平成２６年４月１日 第２５５８号外１
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人事委員会告示

��������������

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会告示第１号
労働基準法別表第１による愛媛県の事業又は事務所の号別区分等（平成１１年３月愛媛県人事委員会告示第２号）の一部を次のように改正

する。

平成２６年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県人事委員会告示第２号
へき地等学校の指定（平成２２年４月愛媛県人事委員会告示第２号）の一部を次のように改正する。

平成２６年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略

中央児童相談所次長

心と体の健康センター所長

省略

省略

３種 省略

中央児童相談所次長

心と体の健康センター所長

省略

看護専門学校長

省略

３種

省略

南予地方局産業経済部水産課長

南予地方局産業経済部八幡浜支局水産課

長

省略

４種 省略

南予地方局産業経済部水産課長

南予地方局産業経済部八幡浜支局水産課

長

省略

４種

省略

省略

５種 省略

南予地方局健康福祉環境部八幡浜支局健

康増進課医監

省略

５種

省略 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

労働基準法（昭和２２

年法律第４９号）別表

第１の号別区分等

事業又は事務所

労働基準法（昭和２２

年法律第４９号）別表

第１の号別区分等

事業又は事務所

省略 省略

１２ 省略 １２ 省略

看護専門学校

省略 省略

省略 省略
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県 議会訓令

�愛媛県議会訓令第１号
愛媛県議会事務局

愛媛県議会事務局規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県議会議長 明 比 昭 治

愛媛県議会事務局規程の一部を改正する訓令

愛媛県議会事務局規程（昭和３９年愛媛県議会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

１ へき地学校

� 小学校の部

１ へき地学校

� 小学校の部

市郡名 学 校 名 級別区分 市郡名 学 校 名 級別区分

省略 省略

大洲市

省略

２ 級 大洲市 大洲市立正山小学校

省略

２ 級

大洲市立大谷小学校

大洲市立予子林小学校

１ 級

喜多郡 省略

省略

１ 級 喜多郡 省略

内子町立参川小学校

省略

内子町立田渡小学校

１ 級

西宇和郡 省略 １ 級 西宇和郡 省略

伊方町立佐田岬小学校

１ 級

省略 省略

� 省略

２ へき地学校に準ずる学校

� 小学校の部

� 省略

２ へき地学校に準ずる学校

� 小学校の部

市郡名 学 校 名 市郡名 学 校 名

省略 省略

大洲市 大洲市立肱川小学校 大洲市 大洲市立中野小学校

省略 省略

� 省略

３ 省略

� 省略

３ 省略

改 正 後 改 正 前

（主幹の専決事項）

第９条 主幹の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 歳入歳出外現金の出納通知に関すること。

� 税外収入の決定（寄附の受入れの決定を除く。）に関する事

務のうち、１件１０万円未満のもの（定例的なものに限る。）に

関すること。

� 決裁を経た事件に係る収入の調定及び納入の通知に関する事

務のうち、１件１，０００万円未満のものに関すること。

� 省略

� 省略

（主幹の専決事項）

第９条 主幹の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 省略

� 省略
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公営企業管理規程

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第３号
愛媛県公営企業組織規程等の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県公営企業組織規程等の一部を改正する管理規程

（愛媛県公営企業組織規程の一部改正）

第１条 愛媛県公営企業組織規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

２ 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（病院の組織）

第１０条 省略

２ 愛媛県立中央病院には、前項に定めるもののほか、救命救急セ

ンター、総合周産期母子医療センター、小児医療センター、愛媛

ＰＥＴ―ＣＴセンター、消化器病センター、がん治療センター、

腎糖尿病センター、脳卒中センター、循環器病センター、総合診

療センター、健康診断センター、災害医療センター、臨床研修セ

ンター、手術部、中央材料部、検査部、放射線部、リハビリテー

ション部、栄養部、輸血部、病理診断部、内視鏡室、人工透析

室、集中治療室及び地域医療連携室を置き、事務局に総務医事課

を置く。

３～５ 省略

（病院の係）

第１１条 事務局（愛媛県立中央病院にあつては課及び室、愛媛県立

今治病院及び愛媛県立新居浜病院にあつては、課）、愛媛県立中

央病院の検査部、放射線部、リハビリテーション部、輸血部及び

薬剤部、愛媛県立今治病院の検査部、放射線部及び薬剤部並びに

愛媛県立新居浜病院の検査部、放射線部及び薬剤部に係を置く。

２ 省略

（病院の職員）

第１６条 病院に次の職員を置く。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（病院の組織）

第１０条 省略

２ 愛媛県立中央病院には、前項に定めるもののほか、救命救急セ

ンター、総合周産期母子医療センター、小児医療センター、愛媛

ＰＥＴ―ＣＴセンター、消化器病センター、がん治療センター、

腎糖尿病センター、脳卒中センター、循環器病センター、総合診

療センター、健康診断センター、災害医療センター、臨床研修セ

ンター、手術部、中央材料部、検査部、放射線部、リハビリテー

ション部、栄養部、輸血部、病理診断部、内視鏡室、人工透析

室、集中治療室及び地域医療連携室を置き、事務局に総務課、医

事課及び経営企画室を置く。

３～５ 省略

（病院の係）

第１１条 事務局（愛媛県立中央病院にあつては課及び室、愛媛県立

今治病院及び愛媛県立新居浜病院にあつては課 ）、愛媛県立中

央病院の検査部、放射線部、リハビリテーション部、輸血部及び

薬剤部、愛媛県立今治病院の検査部、放射線部及び薬剤部並びに

愛媛県立新居浜病院の検査部、放射線部及び薬剤部に係を置く。

２ 省略

（病院の職員）

第１６条 病院に次の職員を置く。

�～� 省略

� 経営企画室長

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略
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（愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部改正）

第２条 愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項の職員のうち、副院長、センター長、医局長、医監、参

事、局付、課長、副参事、事務局次長、主幹、経営企画室長、部

長、部付、副センター長、医幹、薬剤部次長、薬剤長、副看護部

長、専門員、担当係長、室長、室長補佐、副医長及び主任は、病

院の規模その他の状況により置かないことができる。

３ 省略

別表第３（第１１条関係）

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項の職員のうち、副院長、センター長、医局長、医監、参

事、局付、課長、副参事、事務局次長、主幹、経営企画室長、部

長、部付、副センター長、医幹、薬剤部次長、薬剤長、副看護部

長、専門員、担当係長、室長、室長補佐、副医長及び主任は、病

院の規模その他の状況により置かないことができる。

３ 省略

別表第３（第１１条関係）

病 院 係 の 名 称 病 院 係 の 名 称

愛媛県立

中央病院

（総務医事課）庶務係、職員係、会計係、調達係

省略

愛媛県立

中央病院

（総務課）庶務係、職員係、会計係、施設管理係

（医事課）入院医事係、外来医事係、調達係、給

食・栄養管理係

（経営企画室）経営企画係、医療情報管理係

省略

省略 省略

別表第４（第１２条関係） 別表第４（第１２条関係）

病 院 診 療 科 病 院 診 療 科

愛媛県立

中央病院

内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、血

液内科、糖尿病・内分泌内科、腎臓内科、神経内

科、漢方内科、新生児内科、ペインクリニック内

科、外科、呼吸器外科、心臓血管外科、消化器外

科、乳腺・内分泌外科、小児外科、整形外科、脳

神経外科、形成外科、精神科、小児科、皮膚科、

泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、リ

ハビリテーション科、放射線科、病理診断科、救

急科、麻酔科、歯科

愛媛県立

中央病院

内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、血

液内科、糖尿病・内分泌内科、腎臓内科、神経内

科、漢方内科、新生児内科、ペインクリニック内

科、外科、呼吸器外科、心臓血管外科、消化器外

科、乳腺・内分泌外科、小児外科、整形外科、脳

神経外科、形成外科、精神科、小児科、皮膚科、

泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、リ

ハビリテーション科、放射線科、病理診断科、救

急科、麻酔科、歯科

省略 省略

改 正 後 改 正 前

附 則

（給料の調整額）

７ 当分の間、医療職給料表	の適用を受ける職員のうち、管理職

手当の支給を受ける職員（その職務の級が４級である者に限

る。）に対し、当該職員の次の表に掲げる公職に応じて同表に掲

げる調整基本額に同表に掲げる調整数を乗じて得た額の給料の調

整額を支給する。

附 則

（給料の調整額）

７ 当分の間、医療職給料表	の適用を受ける職員のうち、管理職

手当の支給を受ける職員（その職務の級が４級である者に限

る。）に対し、当該職員の次の表に掲げる公職に応じて同表に掲

げる調整基本額に同表に掲げる調整数を乗じて得た額の給料の調

整額を支給する。

公 職 調整基本額 調整数 公 職 調整基本額 調整数

省略 省略

省略
省略

省略

医監
省略

省略 省略
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（愛媛県県立病院の診療科目を定める管理規程の一部改正）

第３条 愛媛県県立病院の診療科目を定める管理規程（平成２５年愛媛県公営企業管理規程第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（初任給調整手当の特例）

別表第１（第３条関係）

給料表級別職務区分表

（初任給調整手当の特例）

９ 当分の間、第９条の規定によりその例によることとされる一般

職給与条例第１８条の４の規定による初任給調整手当のほか、医療

職給料表�の適用を受ける職員のうち、愛媛県立病院の新生児内

科、ペインクリニック内科、小児科、産婦人科及び麻酔科に勤務

する職員に対して、月額１００，０００円を超えない範囲内において、

管理者が定める額を初任給調整手当として支給する。

別表第１（第３条関係）

給料表級別職務区分表

職務の級

給料表区分

１

級

２

級

３

級

４

級

５

級

６

級

７

級

８

級

９

級

職務の級

給料表区分

１

級

２

級

３

級

４

級

５

級

６

級

７

級

８

級

９

級

行政職給料表

（１～９）

省

略

省略 省略 省

略

行政職給料表

（１～９）

省

略

省略 省略 省

略○中央病

院総務

医事課

長

○経営企

画室長

○中央病

院総務

課長省略 省略

○事業所

の課長

（中央

病院総

務医事

課長を

除く。

）

○事業所

の課長

（中央

病院総

務課長

を

除く。

）

省略 省略

省略 省略

別表第２（第５条関係）

管理職手当の支給を受ける者の範囲及び区分

別表第２（第５条関係）

管理職手当の支給を受ける者の範囲及び区分

公 職 区 分 公 職 区 分

省略 省略

１種 医監（中央病院副院長同格者に限る。） １種

省略 省略

省略 省略

中央病院総務医事課長 ３種 中央病院総務課長 ３種

省略 省略

省略 省略

省略 省略

病院の課長（中央病院総務医事課長を除く。） 病院の課長（中央病院総務課長 を除く。）

中央病院総務医事課主幹 ５種 中央病院総務課主幹 ５種

中央病院経営企画室長

省略 省略

改 正 後 改 正 後

愛媛県公営企業の設置等に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３７

号。以下「条例」という。）第３条第２項第４号の表の各項の管理

者が定める診療科は、次の表に掲げるとおりとする。

愛媛県公営企業の設置等に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３７

号。以下「条例」という。）第３条第２項第４号の表の各項の管理

者が定める診療科は、次の表に掲げるとおりとする。
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附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第４号
愛媛県公営企業公舎貸与規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県公営企業公舎貸与規程の一部を改正する管理規程

愛媛県公営企業公舎貸与規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１ 条例第３条第２

項第４号の表愛媛

県立中央病院の項

の管理者が定める

診療科

呼吸器内科、循環器内科、消化器内

科、血液内科、糖尿病・内分泌内科、

腎臓内科、漢方内科、新生児内科、ペ

インクリニック内科、消化器外科、乳

腺・内分泌外科、病理診断科、救急科

１ 条例第３条第２

項第４号の表愛媛

県立中央病院の項

の管理者が定める

診療科

呼吸器内科、循環器内科、消化器内

科、血液内科、糖尿病・内分泌内科、

腎臓内科、漢方内科、新生児内科、ペ

インクリニック内科、消化器外科、乳

腺・内分泌外科、病理診断科、救急科

２～４ 省略 ２～４ 省略

改 正 後 改 正 前

（使用料）

第７条 省略

２ 公舎

が、別表第２の表に掲げる年数を経過する場合において

は、それぞれ当該金額を基準使用料の額から控除する。

３ 公舎 の延べ面積が１００平方メートルを超える場合におい

ては、延べ面積から１００平方メートルを超える面積の１００分の５０に

相当する面積を控除する。

４ 公舎 の施設が次の各号のいずれかに該当する場合におい

ては、第２項の規定により調整した金額の１００分の１０（次の各号

の２以上に該当するときは、該当する号の数に１００分の１０を乗じ

て得た数）を乗じて得た額を基準使用料の額から控除する。

�～� 省略

５ 公舎 にエアコンディショナー等の冷暖房装置が設置され

ている場合においては、１台１月につき１，５００円を加算するもの

とする。ただし、入居者が自ら冷暖房装置を設置した場合におい

ては、この限りでない。

６ 公舎 の区画整備された駐車場を利用する場合において

は、１区画１月につき別表第３に定める額を加算するものとす

る。ただし、入居者が愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関

する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）第９条第１項に規定する

特地勤務手当又は同条第２項に規定する特地勤務手当に準ずる手

当の支給を受けている場合においては、この限りでない。

７ 省略

別表第１（第７条関係）

（使用料）

第７条 省略

２ 職員公舎、職員アパート及び職員寮（以下「職員公舎等」とい

う。）が、別表第２の表に掲げる年数を経過する場合において

は、それぞれ当該金額を基準使用料の額から控除する。

３ 職員公舎等の延べ面積が１００平方メートルを超える場合におい

ては、延べ面積から１００平方メートルを超える面積の１００分の５０に

相当する面積を控除する。

４ 職員公舎等の施設が次の各号のいずれかに該当する場合におい

ては、第２項の規定により調整した金額の１００分の１０（次の各号

の２以上に該当するときは、該当する号の数に１００分の１０を乗じ

て得た数）を乗じて得た額を基準使用料の額から控除する。

�～� 省略

５ 職員公舎等にエアコンディショナー等の冷暖房装置が設置され

ている場合においては、１台１月につき１，５００円を加算するもの

とする。ただし、入居者が自ら冷暖房装置を設置した場合におい

ては、この限りでない。

６ 職員公舎等の区画整備された駐車場を利用する場合において

は、１区画１月につき別表第３に定める額を加算するものとす

る。ただし、入居者が愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関

する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）第９条第１項に規定する

特地勤務手当又は同条第２項に規定する特地勤務手当に準ずる手

当の支給を受けている場合においては、この限りでない。

７ 省略

８ 看護師宿舎の使用料は、無料とする。ただし、看護師宿舎の区

画整備された駐車場を利用する場合（第６項ただし書に規定する

場合を除く。）においては、１区画１月につき別表第３に定める

額とする。

別表第１（第７条関係）

公舎の延べ面積（当該公

舎に附属する別棟の物置

舎等がある場合は、その

延べ面積を除く。）

単 位

基準使用料の額

公舎

の種

類

延べ面積（当該公舎

に附属する別むねの

物置舎等がある場合

は、その延べ面積を

除く。）

単 位 基準使用料の額
松山市

松山市

以外
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５５平方メートル未満
１平方メートル

１月につき
３５８円 ３５１円

職員

公舎

等

５５平方メートル未満
１平方メートル

１月につき
３３０円

５５平方メートル以上７０平

方メートル未満

１平方メートル

１月につき
４４９円 ４３９円

５５平方メートル以上

７０平方メートル未満

１平方メートル

１月につき
４１４円

７０平方メートル以上８０平

方メートル未満

１平方メートル

１月につき
５４６円 ５３５円

７０平方メートル以上

８０平方メートル未満

１平方メートル

１月につき
５０８円

８０平方メートル以上１００

平方メートル未満

１平方メートル

１月につき
６６２円 ６４８円

８０平方メートル以上

１００平方メートル未

満

１平方メートル

１月につき
６０５円

１００平方メートル以上 １平方メートル

１月につき
８２３円 ８０７円

１００平方メートル以

上

１平方メートル

１月につき
７６９円

別表第２（第７条関係） 別表第２（第７条関係）

構造 年数

金 額

構造 年数

金 額

５５平 方

メ ー ト

ル未満

５５平 方

メ ー ト

ル 以 上

７０平 方

メ ー ト

ル未満

７０平 方

メ ー ト

ル 以 上

８０平 方

メ ー ト

ル未満

８０平 方

メ ー ト

ル 以 上

１００平方

メ ー ト

ル未満

１００平方

メ ー ト

ル以上
５５平 方

メ ー ト

ル未満

５５平 方

メ ー ト

ル 以 上

７０平 方

メ ー ト

ル未満

７０平 方

メ ー ト

ル 以 上

８０平 方

メ ー ト

ル未満

８０平 方

メ ー ト

ル 以 上

１００平方

メ ー ト

ル未満

１００平方

メ ー ト

ル以上

松

山

市

松

山

市

以

外

松

山

市

松

山

市

以

外

松

山

市

松

山

市

以

外

松

山

市

松

山

市

以

外

松

山

市

松

山

市

以

外

木造
５年

７１

円

１０５

円

８８

円

１２９

円

１０１

円

１４２

円

１１９

円

１８０

円

１５０

円

２１０

円

木造
５年 １０６円 １３２円 １５１円 １７９円 ２２６円

１０年
１４３

円

１７４

円

１７３

円

２１１

円

１８９

円

２４０

円

２３５

円

２９６

円

２７８

円

３５７

円
１０年 １６９円 ２０７円 ２４０円 ２８５円 ３６０円

１５年
１９３

円

２１５

円

２３４

円

２６２

円

２５８

円

２９８

円

３１９

円

３６５

円

３８４

円

４４５

円
１５年 ２０６円 ２５３円 ２９２円 ３４８円 ４４０円

２０年
２４９

円

２６１

円

３１２

円

３２６

円

３５０

円

３７３

円

４２７

円

４５５

円

５３４

円

５６８

円
２０年 ２４８円 ３１１円 ３６１円 ４２９円 ５５２円

２５年
２８６

円

２９２

円

３５２

円

３５９

円

４０６

円

４２０

円

５０３

円

５１７

円

６１０

円

６３１

円
２５年 ２７６円 ３４１円 ４０３円 ４８６円 ６０９円

３０年
２９５

円

２９９

円

３８２

円

３８４

円

４５９

円

４６４

円

５６７

円

５７０

円

６９２

円

６９９

円
３０年 ２８３円 ３６４円 ４４３円 ５３４円 ６７１円

組積

造
５年

４８

円

６７

円

６０

円

８２

円

６８

円

８９

円

８０

円

１１６

円

１０２

円

１３０

円

組積

造
５年 ７２円 ８９円 １０２円 １２１円 １５３円

１０年
９１

円

１３１

円

１０９

円

１５９

円

１２２

円

１７８

円

１４６

円

２２２

円

１８４

円

２６５

円
１０年 １３０円 １５９円 １８３円 ２１８円 ２７６円

１５年
１５３

円

１７３

円

１９０

円

２１１

円

２２１

円

２３８

円

２６７

円

２９５

円

３３２

円

３５５

円
１５年 １６８円 ２０７円 ２３８円 ２８４円 ３５８円

２０年
１９３

円

２０４

円

２３９

円

２５０

円

２７９

円

２８３

円

３３７

円

３４７

円

４１９

円

４２２

円
２０年 １９６円 ２４２円 ２７９円 ３３１円 ４１９円

２５年
２１４

円

２２１

円

２６５

円

２７２

円

３１０

円

３１０

円

３７５

円

３７８

円

４６５

円

４６６

円
２５年 ２１２円 ２６２円 ３０２円 ３５９円 ４５４円

３０年
２３２

円

２４３

円

２８８

円

２９８

円

３３５

円

３３８

円

４０５

円

４１２

円

５０４

円

５０６

円
３０年 ２３２円 ２８６円 ３２９円 ３９０円 ４９５円

３５年
２４４

円

２５４

円

３０２

円

３１２

円

３５２

円

３５４

円

４２６

円

４３１

円

５２９

円

５３０

円
３５年 ２４２円 ２９８円 ３４３円 ４０８円 ５１６円
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附 則

（施行期日）

１ この管理規程は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の愛媛県公営企業公舎貸与規程（以下「新貸与規程」という。）第７条第１項から第４項までの規定によって算定した職員公舎

及び職員アパート（以下「職員公舎等」という。）の使用料の額が、改正前の愛媛県公営企業公舎貸与規程（以下「旧貸与規程」とい

う。）第７条第１項ただし書の規定の適用がないものとして、同項から同条第４項までの規定によって算定した職員公舎等の使用料の額

（その額が、愛媛県公営企業公舎貸与規程の一部を改正する管理規程（昭和６３年愛媛県公営企業管理規程第７号）による改正前の愛媛県

公営企業公舎貸与規程第７条第１項から第４項までの規定によって算定した額又は愛媛県公営企業公舎貸与規程の一部を改正する管理規

程（平成１６年愛媛県公営企業管理規程第３号）による改正前の愛媛県公営企業公舎貸与規程第７条第１項から第４項までの規定によって

算定した額を下回るときは、これらの額のうちいずれか多い額。以下「旧使用料の額」という。）を下回るときは、職員公舎等の使用料

の額は、当分の間、旧使用料の額に新貸与規程第７条第５項及び第６項の規定を適用して算定した額とする。

３ 新貸与規程第７条第１項から第４項までの規定によって算定した看護師宿舎の使用料の額が、旧貸与規程第７条第８項の適用がなく、

かつ、同条第１項から第４項までの規定の適用があるものとして算定した看護師宿舎の使用料の額（以下「旧看護師宿舎使用料の額」と

いう。）を下回るときは、看護師宿舎の使用料の額は、当分の間、旧看護師宿舎使用料の額に新貸与規程第７条第５項及び第６項の規定

を適用して算定した額とする。

�愛媛県公営企業管理規程第５号
愛媛県公営企業会計規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

鉄骨

鉄筋

コン

クリ

ート

造及

び鉄

筋コ

ンク

リー

ト造

５年
３６

円

４８

円

４５

円

５７

円

５１

円

６１

円

６０

円

８３

円

７６

円

８８

円

鉄骨

鉄筋

コン

クリ

ート

造及

び鉄

筋コ

ンク

リー

ト造

５年 ５４円 ６７円 ７７円 ９１円 １１５円

１０年
６５

円

９５

円

８０

円

１１５

円

９１

円

１２７

円

１０８

円

１６２

円

１３７

円

１８８

円
１０年 ９７円 １１９円 １３７円 １６３円 ２０６円

１５年
１１５

円

１３２

円

１４２

円

１６０

円

１６４

円

１７９

円

１９８

円

２２４

円

２４７

円

２６６

円
１５年 １３１円 １６０円 １８４円 ２１９円 ２７７円

２０年
１４２

円

１６１

円

１７５

円

１９６

円

２０３

円

２１９

円

２４４

円

２７２

円

３０５

円

３２８

円
２０年 １５７円 １９３円 ２２１円 ２６３円 ３３３円

２５年
１６４

円

１８３

円

２０３

円

２２４

円

２３６

円

２５１

円

２８４

円

３０９

円

３５４

円

３７５

円
２５年 １７７円 ２１８円 ２５０円 ２９７円 ３７６円

３０年
１８５

円

２０２

円

２２８

円

２４６

円

２６５

円

２７７

円

３１９

円

３３９

円

３９７

円

４１２

円
３０年 １９４円 ２３８円 ２７３円 ３２４円 ４１０円

３５年
２０２

円

２１５

円

２４９

円

２６２

円

２９０

円

２９６

円

３５０

円

３６２

円

４３６

円

４４２

円
３５年 ２０６円 ２５３円 ２９１円 ３４５円 ４３７円

４０年
２１７

円

２２６

円

２６９

円

２７５

円

３１３

円

３１４

円

３７９

円

３８１

円

４７０

円

４７１

円
４０年 ２１６円 ２６５円 ３０５円 ３６２円 ４５８円

４５年
２３１

円

２３２

円

２８５

円

２８４

円

３３２

円

３３３

円

４０２

円

４０２

円

４９９

円

４９９

円
４５年 ２２２円 ２７２円 ３１３円 ３７１円 ４７０円

５０年
２５３

円

２６４

円

３０９

円

３２４

円

３６０

円

３６７

円

４３５

円

４４６

円

５４１

円

５４８

円
５０年 ２５１円 ３０９円 ３５５円 ４２１円 ５３３円

注１ 省略

２ 年数の算定基準日は、平成２６年４月１日とする。

別表第３（第７条関係）

注１ 省略

２ 年数の算定基準日は、平成１６年４月１日とする。

別表第３（第７条関係）

駐車場の種類
金 額

駐車場の種類 金 額
松山市 松山市以外

屋根なし舗装なし ２，３４０円 ２，１６０円 屋根なし舗装なし １，９３０円

屋根なし舗装あり ２，９３０円 ２，７００円 屋根なし舗装あり ２，４２０円

屋根あり舗装なし ４，４００円 ４，２００円 屋根あり舗装なし ３，６３０円

屋根あり舗装あり ４，９９０円 ４，７４０円 屋根あり舗装あり ４，１２０円
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平成２６年４月１日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県公営企業会計規程の一部を改正する管理規程

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

目次

第１章～第９章 省略

第９章の２ 引当金（第１２８条の２）

第１０章～第１５章 省略

附則

（趣旨）

第１条 この管理規程は、

地方公営企業法施行

規則（昭和２７年総理府令第７３号。以下「施行規則」という。）第

２条の規定により、法令に別段の定めがあるもののほか、愛媛県

公営企業（以下「公営企業」という。）の会計事務の処理に関し

必要な事項を定めるものとする。

（受入価額）

第８２条 たな卸資産の受入価額は、次 に掲げるところによ

る。

�・� 省略

� 前２号に掲げるもの以外のたな卸資産については、当該たな

卸資産の市場価額その他を基準とした適正な見積価額

（准備品増減の報告）

第１０２条 所属長は、毎事業年度末において准備品増減明細表（様

式第７０号）を作成しなければならない。

（固定資産の範囲）

第１０６条 固定資産とは、次 に掲げるものをいう。

� 有形固定資産

ア 土地

イ 建物及び附属設備

ウ 構築物（土地に定着する土木設備又は工作物をいう。）

エ 機械及び装置並びにその他の附属設備

オ 自動車その他の陸上運搬具

カ 工具、器具及び備品（耐用年数が１年以上かつ取得価額が

１０万円以上のものに限る。）

キ リース資産（公営企業がファイナンス・リース取引におけ

るリース物件の借主である資産であつて、当該リース物件が

アからカまでに掲げるものである場合に限る。）

ク 建設仮勘定（イからカまでに掲げる資産であつて、事業の

用に供するものを建設した場合における支出した金額及び当

該建設の目的のために充当した材料をいう。）

ケ 有形資産であつて、有形固定資産に属する資産とすべきも

の

� 無形固定資産

ア 水利権

イ 借地権

ウ 地上権

エ 特許権

オ 施設利用権

カ リース資産（公営企業がファイナンス・リース取引におけ

るリース物件の借主である資産であつて、当該リース物件が

イからオまでに掲げるものである場合に限る。）

キ その他の無形資産であつて、無形固定資産に属する資産と

すべきもの

目次

第１章～第９章 省略

第１０章～第１５章 省略

附則

（趣旨）

第１条 この管理規程は、地方公営企業法施行規則等の一部を改正

する省令（平成２４年総務省令 第６号。以 下「改 正 省 令」と い

う。）附則第２条第１項の規定によりなお従前の例によることと

される改正省令第１条の規定による改正前の地方公営企業法施行

規則（昭和２７年総理府令第７３号。以下「施行規則」という。）第

１条の規定により、法令に別段の定めがあるもののほか、愛媛県

公営企業（以下「公営企業」という。）の会計事務の処理に関し

必要な事項を定めるものとする。

（受入価額）

第８２条 たな卸資産の受入価額は、次の各号に掲げるところによ

る。

�・� 省略

� 前２号に掲げるもの以外のたな卸資産については、当該たな

卸資産の市場価額その他を基準とした適正な見積りによる額

（準備品増減の報告）

第１０２条 所属長は、毎事業年度末において準備品増減明細表（様

式第７０号）を作成しなければならない。

（固定資産の範囲）

第１０６条 固定資産とは、次の各号に掲げるものをいう。

� 有形固定資産 土地、立木、建物、構築物、機械及び装置、

車両運搬具、建設仮勘定並びに耐用年数１年以上かつ取得価額

１０万円以上の工具、器具及び備品をいう。

� 無形固定資産 水利権、借地権、地上権、特許権及び施設利

用権等で有償で取得したものをいう。
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� 投資その他の資産

ア 投資有価証券（１年内（当該事業年度の末日の翌日から起

算して１年以内の日をいう。以下同じ。）に満期の到来する

有価証券を除く。）

イ 出資金

ウ 長期貸付金

エ 基金

オ その他の固定資産であつて、投資その他の資産に属する資

産とすべきもの

カ 有形固定資産若しくは無形固定資産、流動資産又は繰延資

産に属しない資産

２ 省略

（取得価額）

第１０７条 固定資産の取得価額は、次 に掲げるところによ

る。

�～� 省略

� 贈与その他無償で取得したもの及び前各号に掲げるもの以外

のものは、公正な評価額

（売却等に関する報告）

第１２４条 所属長は、固定資産の用途変更、管理換え等により異動

を生じたときは、固定資産異動報告書（様式第７６号）を作成し、

管理者に提出しなければならない。

２ 省略

（特別償却率）

第１２７条

施行規則

第１５条第２項に規定する企業管理規程で定める率は、１００分の５０

を超えない範囲内で管理者が別に定める。

第１２８条 省略

第９章の２ 引当金

（退職給付引当金の計上方法）

第１２８条の２ 退職給付引当金の計上は、簡便法（当該事業年度の

末日において全職員（同日における退職者を除く。）が自己の都

合により退職するものと仮定した場合に支給すべき退職手当の総

額による方法をいう。）によるものとする。

（予算の原案の作成）

第１３１条 省略

２ 前項の予算に関する説明書のうち予定キャッシュ・フロー計算

書の作成は、間接法によるものとする。

３ 第１項の予算に関する説明書を作成する場合における報告セグ

メント（施行規則第４０条第１項に規定する報告セグメントをい

う。）は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定め

る施設ごとに区分するものとする。

� 工業用水道事業 愛媛県公営企業の設置等に関する条例（昭

和４１年愛媛県条例第３７号。次号において「条例」という。）第

３条第２項第２号に掲げる施設

� 病院事業 条例第３条第２項第４号に掲げる施設

（決算整理）

第１４２条 企業出納員は、毎事業年度経過後速やか に振替伝票に

より次 に掲げる事項について決算整理を行わなければ な

らない。

�～� 省略

� 引当金 の計上

� 繰延収益の償却

� 資産の評価

� 省略

� 省略

（決算報告書等の提出）

� 投資 投資有価証券、長期貸付金及び基金等をいう。

２ 省略

（取得価額）

第１０７条 固定資産の取得価額は、次の各号に掲げるところによ

る。

�～� 省略

� 無償で譲り受けたものその他 前各号に掲げるもの以外

のものは、適正な見積価額

（売却等に関する報告）

第１２４条 所属長 、固定資産の用途変更、管理換え等により異動

を生じたときは、固定資産異動報告書（様式第７６号）を作成し、

管理者に提出しなければならない。

２ 省略

（特別償却率）

第１２７条 改正省令附則第２条第１項の規定によりなお従前の例に

よることとされる改正省令第１条の規定による改正前の施行規則

第８条第２項に規定する管理規程 で定める率は、１００分の５０

を超えない範囲内で管理者が別に定める。

第１２８条 省略

（予算の原案の作成）

第１３１条 省略

（決算整理）

第１４２条 企業出納員は、毎事業年度経過後すみやかに振替伝票に

より次の各号に掲げる事項について決算整理を行なわなければな

らない。

�～� 省略

� 諸引当金の計上

� 繰延勘定の計上及び繰延資産の償却

� 省略

� 省略

（決算報告書等の提出）
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第１４４条 本局の企業出納員は、毎事業年度５月２０日までに次

に掲げる書類を作成し、証書類を添えて管理者の承認を受けな

ければならない。

�～� 省略

� キャッシュ・フロー計算書

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第７号のキャッシュ・フロー計算書の作成は、間接法によ

るものとする。

３ 第１３１条第３項の規定は、第１項に掲げる書類の作成について

準用する。

４ 管理者は、毎年事業年度５月末日までに第１項 に掲げる書類

及び証書類を知事に提出するものとする。

別表（第１６条関係）

電 気 事 業 勘 定 科 目

資 産

� 固 定 資 産

第１４４条 本局の企業出納員は、毎事業年度５月２０日までに次の各

号に掲げる書類を作成し、証書類を添えて管理者の承認を受けな

ければならない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 管理者は、毎年事業年度５月末日までに前項各号に掲げる書類

及び証書類を知事に提出するものとする。

別表（第１６条関係）

電 気 事 業 勘 定 科 目

資 産

� 固 定 資 産

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

（電気

事業

固定資

産）

土 地、建 物、構 築

物、機械、器具及び

備品等（耐用年数１

年未満又は取得価額

が１０万円未満のもの

を除き、将来営業の

用に供する目的をも

つて所有する資産、

例えば遊休施設、未

稼働設備を含む。）

（電気

事業

固定資

産）

各目節ごとに資産単

位物品ごとの物品帳

簿原価及び工費帳簿

原価の別に区分して

整理する。

水力発

電設備

水力発

電設備（ ）

所

（ ）

所

（ ）

貯水池

（ ）

貯水池

（ ）

水源か

ん養林

（ ）

水源か

ん養林

（ ）

等

（ ）

等

土地 事業用敷地及び公舎

敷地、運動場等の経

営附属用土地等であ

り、土地の取得に関

して要した費用、買

収費、買収手数料、

整地費（建物又は構

築物に直接関係のあ

るものを除く。）及

び測量費の合計額。

「水源かん養林」を

除く。

土地 土地の取得に関して

要した買収代及び整

地費（建物又は構築

物に直接に関係のあ

るものを除く。）、

登録税、周旋料、消

耗品等諸係費をい

う。
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省略 省略

建物 事務所、作業場、倉

庫、車庫のほか公舎

その他経営附属用建

物（建物と一体をな

す暖房、照明、通風

等の附属設備を含

む。）。買収建物を

使用するために要し

た模様替、改造等の

費用及び建物に直接

関係ある整地費を含

む。

建物 建物の取得に関して

要した工事費（基礎

工事費及び附属施設

工事費を含む。）、

材料代、買収代（買

収建物を使用するた

めに要した修繕費、

模様替、改造等の諸

係費を含む。）、人

夫賃、消耗品費、整

地費、周旋料等の諸

係費を整理する。

省略 省略

水路 省略 水路 省略

えん堤 「貯水池（又は調整

池）」 を除く。

えん堤 貯水池又は調整池に

属するものを除く。

省略 省略

雑工事 水路の建設に伴う道

路付替費用、寄付金

等本項の他の目に属

しないもの

。揚水設備及び歩

道を含む。

雑工事 水路の建設に伴う道

路付替費用、寄付金

等本項の他の目に該

当しないものをい

う。揚水設備及び歩

道を含む。

貯水池

（又は調

整池）

貯水池

（又は調

整池）

えん堤 「水路」

を除く。

えん堤 「水路」に整理され

るものを除く。

省略 省略

機械装置 省略 機械装置 省略

省略 省略

諸機械装

置

本項の他の節に属し

ないもの

。所内用変圧器を

含む。

諸機械装

置

本項の他の節に該当

しないものを整理す

る。所内用変圧器を

含む。

諸装置 発電所全般の用に充

てる発電所内又は周

辺の機械装置等であ

つて、上記の各項に

属しないもの

。基 礎 工 事

費、運 搬 費、据 付

費、消耗品費その他

の諸係費を含む。

諸装置 発電所全般の用に充

てる発電所内又は周

辺の機械装置等であ

つて、上記の各項に

該当しないものを整

理する。基礎工事

費、運 搬 費、据 付

費、消耗品費その他

の諸係費を含む。

省略 省略

運材装置 木材、運材等を運搬

するための装置

。「えん堤」

を

除く。

運材装置 木材、運材等を運搬

するための装置を整

理する。「えん堤」

に整理されたものを

除く。
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省略 省略

雑装置 本項の他の節に属し

ないもの

雑装置 本項の他の節に該当

しないものを整理す

る。

備品 備品

省略 省略

車両 諸車

リース資

産

有形固定資産（建設

仮勘定を除く。）に係

るファイナンス・リ

ース取引におけるリ

ース資産

建設仮勘

定

有形固定資産の建設

又は改良のため支出

した工事費。前払金

等を含む。

建設準備

勘定

「建設仮勘定」に準

ずる。

除却仮勘

定

同上

無形固定

資産

ダム使用権、水利

権、専用側線利用

権、鉄道軌道連絡通

行施設利用権、電気

ガス供給施設利用

権、上水道施設利用

権、港湾施設利用

権、下流増負担金、

借地権、地役権、電

話加入権、リース資

産（無形固定資産に

係るファイナンス・

リース取引における

リース資産）等の種

類別に節を設ける

。

無形固定

資産

ダム使用権、水利

権、専用側線利用

権、鉄道軌道連絡通

行施設利用権、電気

ガス供給施設利用

権、上水道施設利用

権、港湾施設利用

権、下流増負担金、

借地権、地役権、電

話加入権、リース資

産（無形固定資産に

係るファイナンス・

リース取引における

リース資産）等の種

類別に節を設けて整

理する。

工事費負

担金

（貸方）

下流増負担金、補助

金等を含み対応する

設備の目又は節ごと

に並びに工事費負担

金、下流増負担金及

び補助金等の別に目

又は節を設ける

。

工事費負

担金

（貸方）

下流増負担金、補助

金等を含み対応する

設備の目又は節ごと

に並びに工事費負担

金、下流増負担金及

び補助金等の別に目

又は節を設けて整理

する。

減価償却

累計額

（貸方）

項別にしない こ

とができる。

減価償却

累計額

（貸方）

項別に整理しないこ

とができる。

省略 省略

送電設

備

特別高圧供給の配電

線路を含む

。

送電設

備

特別高圧供給の配電

線路を含め、線路別

に整理する。
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（ ）

送電線

路

（ ）

送電線

路

（ ）

等

（ ）

等

省略 省略

地中電線

路

ケーブル埋設費、消

耗品費その他の諸係

費を含む。水底電線

路については、本項

目に準じて項又は目

を設ける 。

ただし、少額のもの

は、本項目に含める

ことができ

る。

地中電線

路

ケーブル埋設費、消

耗品費その他の諸係

費を含む。水底電線

路については、本項

目に準じて項又は目

を設けて整理する。

ただし、少額のもの

は、本項目に含めて

整理することができ

る。

省略 省略

保安開閉

装置

省略 保安開閉

装置

省略

省略 省略

諸機械装

置

本目の他の節に属し

ないもの

諸機械装

置

本目の他の節に該当

しないものを整理す

る。

保安通信

装置

「架空電線路」、

「地中電線路」及び

「保安開閉装置」

を除

く。

保安通信

装置

「架空電線路」、

「地中電線路」及び

「保安開閉装置」に

整理されるものを除

く。

支持物 木柱及び木柱以外の

ものに区分する

。

支持物 木柱及び木柱以外の

ものに区分して整理

する。

省略 省略

諸機械装

置

本目の他の節に属し

ないもの

諸機械装

置

本目の他の節に該当

しないものを整理す

る。

諸装置 省略 諸装置 省略

省略 省略

ヘリポー

ト施設

着陸帯及び雑施設に

区分する 。

ヘリポー

ト施設

着陸帯及び雑施設に

区分して整理する。

省略 省略

備品 「水力発電設備」の

同目及びその節に準

ずる。

備品 「水力発電設備」の

同目及びその節に準

ずる。

工具

器具及び

備品

車両

リース資

産

「水力発電設備」の

同目に準ずる。
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建設仮勘

定

同上

建設準備

勘定

同上

除却仮勘

定

同上

無形固定

資産

同上 無形固定

資産

「水力発電設備」の

同目に準ずる。

省略 省略

業務設

備

業務設

備本局又

は

（ ）

所

（ ）

等

本局又

は

（ ）

所

（ ）

等

省略 省略

添架電話

線

その支持物又は管路

が他の科目に属する

電話線

。交換機又は交換

装置がある場合は分

線盤に接続するま

で、それがない場合

は、電話機までとす

る。

添架電話

線

その支持物又は管路

が他の科目に整理さ

れた電話線を整理す

る。交換機又は交換

装置がある場合は分

線盤に接続するま

で、それがない場合

は、電話機までとす

る。

省略 省略

省略 省略

通信機械

装置

通信機械

装置

省略 省略

諸機械装

置

本項の他の節に属し

ないもの

諸機械装

置

本項の他の節に該当

しないものを整理す

る。

諸装置 給電関係の機械装

置、現場に専属しな

い共通の修繕、試験

又は倉庫装置並び

に「水力発電設備」

及び 「送電設備」

のいずれの 科目に

も属しない電気事業

全般に関連する機械

装置

諸装置 給電関係の機械装

置、現場に専属しな

い共通の修繕、試験

又は倉庫装置及び

「水力発電設備」

並びに「送電設備」

のいずれかの科目に

も属しない電気事業

全般に関連する機械

装置を整理する。

省略 省略

自動制御

装置

「給電装置」

を除く。

自動制御

装置

「給電装置」に整理

されるものを除く。
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修繕試験

装置

修繕工場、研究所等

で比較的大きいもの

があるときは節を

「修繕装置」及び

「試験装置」に分け

る 。

修繕試験

装置

修繕工場、研究所等

で比較的大きいもの

があるときは節を

「修繕装置」及び

「試験装置」に分け

て整理する。

省略 省略

雑装置 本目の他の節に属し

ないもの

雑装置 本目の他の節に該当

しないものを整理す

る。

備品 省略 備品 省略

リース資

産

「水力発電設備」の

同目に準ずる。

建設仮勘

定

同上

建設準備

勘定

同上

除却仮勘

定

同上

無形固定

資産

同上 無形固定

資産

「水力発電設備」の

同目に準ずる。

省略 省略

休止設

備

該当するか動設備の

勘定に準じて整理す

る。

貸付設

備

「水力発電設備」、

「送電設備」又は

「業務設備」の項に

準ずる。

貸付設

備

「休止設備」に準じ

て整理する。

附帯事

業固定

資産

附帯事業の用に供す

る 固定資産をい

う。

附帯事

業固定

資産

附帯事業の用に供さ

れる固定資産をい

う。

事業外

固定資

産

電気事業又は附帯事

業の用に供しない

ことが確定した設備

であつて「除却仮勘

定」又は「貯蔵品」

へ振り替えないもの

を含む。

事業外

固定資

産

電気事業又は附帯事

業の用に供されない

ことが確定した設備

であつて除却仮勘定

又は貯蔵品勘定へ振

替えられない もの

を含む。

（固定

資産仮

勘定）

建設仮

勘定

建設所調査所等の小

払資金で通常必要と

されるものを含む。

「電気事業固定資

産」の項、目及び節

に準ずる。

（何）
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（何）

（何）

建設準

備勘定

「建設仮勘定」に準

じて整理する。

除却仮

勘定

「建設仮勘定」に準

じて整理する。

投資そ

の他の

資産

投資及

び基金投資有

価証券

金融商品取引法（昭

和２３年法律第２５号）

第２条に規定する有

価証券で投資の目的

をもつて所有するも

の

投資有

価証券

取引所の相場のある

もので当初１年をこ

えて保有する意思を

有するものを整理す

る。

株式

公社債

その他有

価証券

省略 省略

基金 条例の規定に基づ

き、特定預金等の形

態で保有するもの

基金

その他

投資

上記以外の投資の性

質を有するもの

その他

投資

上記以外の投資の性

質を有するものを整

理する。

貸倒引

当金

（貸方

）

長期貸付金の回収不

能による損失に備え

るために引き当てる

もの

� 流 動 資 産 � 流 動 資 産

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

現金・

預金 附帯事業に属す

る流動資産は区分す

る 。ただし、電

気事業及び附帯事業

のいずれに属するか

明確でないも

のはこの限りでな

い。

現金預

金

本局、所別に整理す

る。附帯事業に属す

る流動資産は区分整

理する。ただし、電

気事業及び附帯事業

のいずれかに属する

ことの明確でないも

のはこの限りでな

い。

本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

現金 現金、当座預金、支

払期限の到来した公

社債の利札、小切

手、郵便為替証書、

郵便振替貯金証書等

現金 支払の確実な小切

手、官庁支払通知書

等で割引なくして現

金に引換え得るもの

を含む。ただし、小

払資金を除く。
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預金 １年内に期限が到来

するもの

預金 預け先別に整理す

る。契約期間１年以

上のものを除く。

省略 省略

未収金 未収金

本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

営業未収

金

「営業収益」の各科

目に係る収益の未収

入額

営業未収

金

「営業収益」の各科

目に係る未収金を整

理する。

省略 省略

附帯事業

収益

貸付設備

収益

営業外未

収金

営業外未

収金

財務収益 「財務収益」の各科

目に係る収益の未収

入額

財務収益

事業外収

益

「事業外収益」の各

科目に係る収益の未

収入額

事業外収

益

省略 省略

その他未

収金

建設に係る未収金 その他未

収金

建設に係る未収金を

整理する。

省略 省略

有価証

券

一時的所有を目的と

する有価証券（差入

保証金の代用として

提供されたもので短

期間内に返却される

ものを除く。）

有価証

券

本局 本局

株式 短期投資

公社債 諸有価証

券

その他 株式

社（公）

債

その他

受取手

形

通常の業務活動にお

いて発生した手形債

権

本 局

（又は

所）

貯蔵品 貯蔵品
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本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

一般貯蔵

品

特殊品以外のもの

細節は、電気事業会

計規則取扱要領（昭

和２９年４月１１日２９局

第３８８号各通商産業局

長（支局長）あて通

牒

）第６５に定め

る類別による

。

一般貯蔵

品

特殊品以外のものを

整理する。

細節は、電気事業会

計規則取扱要領（昭

和２９年４月１１日２９局

第３８８号各通商産業局

長（支局長）あて通

牒、以下「要領」と

いう。）第６５に定め

る類別により整理す

る。

特殊品 大容量の発電機、変

圧機等であつて、用

途の特定されたもの

特殊品 大容量の発電機、変

圧機等であつて、用

途の特定されたもの

を整理する。

短期貸

付金

短期貸

付金本局 本局

一般短期

貸付金

他会計以外に対する

貸付金

一般短期

貸付金

他会計貸

付金

他会計に対する短期

貸付金

他会計貸

付金

職員貸付

金

前払費

用

前払賃貸料、前払利

息等一定の契約に従

い継続して役務の提

供を受ける場合にい

まだ提供されていな

い役務に対して支払

われた対価で、１年

内に費用となるもの

前払費

用

１年以内に費用とな

るものの前払額を整

理する。

省略 省略

前払金 物品等の購入、工事

の請負等に際して前

払された金額で「前

払費用」に属しない

もの

前払金 契約期間が１年をこ

えるものをいう。

本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

省略 省略

その他前

払金

雑口
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未収収

益

一定の契約に従い継

続して役務の提供を

行う場合に既に提供

した役務に対してい

まだ支払を受けてい

ない対価

本 局

（又は

所）

その他

流動資

産

その他

流動資

産

本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

保管有価

証券

差入保証金の代用と

して提供を受けた有

価証券で短期間内に

返却する見込みのも

の

受託工事

費

省略 受託工事

費

省略

省略 省略

貸倒引

当金

（貸方

）

未収金、手形債権、

短期貸付金及び未収

収益の回収不能によ

る損失に備えるため

に引き当てるもの

本 局

（又は

所）

� 繰 延 勘 定

款 項 目 節 備 考

企業債

発行差

金

開発費

退職給

与金

試験研

究費

災害損

失

負 債

� 固 定 負 債

負 債

� 固 定 負 債

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

企業債 １年内に償還期限の

到来するものを除

く。

企業債 建設又は改良以外の

目的に充てる企業債

で、期限が１年をこ

えた後に到来するも

のを整理する。
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建設改

良費等

の財源

に充て

るため

の企業

債

建設改良費等（建設

若しくは改良に要す

る経費又は地方債に

関する省令（平成１８

年総務省令第５４号）

第１２条に規定する公

営企業の建設又は改

良に要する経費に準

ずる経費をいう。以

下同じ。）の財源に

充てるために発行す

る企業債

その他

の企業

債

建設改良費等以外の

財源に充てるために

発行する企業債

他会計

借入金

１年内に返済期限の

到来するものを除

く。

他会計

借入金

建設又は改良以外の

目的に充てるため、

他会計から繰り入れ

た借入金で、期限が

１年をこえた後に到

来するものを整理す

る。

建設改

良費等

の財源

に充て

るため

の長期

借入金

建設改良費等の財源

に充てるために他会

計から繰り入れた借

入金

その他

の長期

借入金

建設改良費等以外の

財源に充てるために

他会計から繰り入れ

た借入金

リース

債務

ファイナンス・リー

ス取引におけるリー

ス債務（１年内に支

払期限の到来するも

のを除く。）

本 局

（又は

所）

引当金 引当金

本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

退職給付

引当金

将来生ずることが予

想される職員に対す

る退職手当の支払に

充てるための引当額

退職給与

引当金
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特別修繕

引当金

数事業年度ごとに定

期的に行われる特別

の大修繕に備えて計

上するもの

修繕準備

引当金

渇水準備

引当金

その他引

当金

その他

固定負

債

上記以外の固定負債 その他

固定負

債

上記の各科目に該当

しない固定負債で期

限が１年をこえたの

ちに到来するものを

整理する。

長期借

入金

� 流 動 負 債 � 流 動 負 債

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

一時借

入金

契約期間が１年内

の借入金

一時借

入金

契約期間が１年以内

の借入金を整理す

る。

企業債 １年内に償還期限の

到来するもの

建設改

良費等

の財源

に充て

るため

の企業

債

その他

の企業

債

他会計

借入金

１年内に返済期限の

到来するもの

建設改

良費等

の財源

に充て

るため

の長期

借入金

その他

の長期

借入金

リース

債務

１年内に支払期限の

到来するファイナン

ス・リース取引にお

けるリース債務

本 局

（又は

所）
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未払金 特定の契約等により

既に確定している短

期的債務でいまだそ

の支払を終わらない

もの。「未払費用」

に属するものを除

く。

未払金 契約期間が１年以内

のものを整理する。

本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

営業未払

金

営業活動に係る通常

の取引により発生す

る未払金

営業未払

金

その他未

払金

営業外未

払金

省略 省略

その他 固定資産等購入代金

の未払額、償還期限

経過後の企業債の未

償還額等上記以外の

未払金

その他

その他未

払金

未払費

用

未払利息、未払賃借

料等一定の契約に従

い継続して役務の提

供を受ける場合に既

に提供を受けた役務

の対価の未払額

未払費

用

本 局

（又は

所）

前受金 契約等により既に受

け取つた対価のう

ち、いまだその債務

の履行を終わらない

もの

前受金

本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

営業前受

金

主たる営業活動に係

る収益の前受額

営業前受

金

営業外前

受金

その他主たる営業活

動以外から生ずる収

益の前受額

営業外前

受金

その他前

受金

固定資産売却代金等

上記以外の収入の前

受額

その他前

受金
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前受収

益

前受利息、前受賃貸

料等一定の契約に従

い継続して役務の提

供を行う場合にいま

だ提供していない役

務の対価の前受額

本 局

（又は

所）

引当金

本 局

（又は

所）

賞与引当

金

翌事業年度に支払う

賞与のうち、当年度

負担相当額を見積も

り計上するもの

修繕引当

金

設備等について、毎

事業年度行われる通

常の修繕が行われな

かつた場合におい

て、当該修繕に備え

て計上するもの

その他引

当金

省略 省略

� 繰 延 収 益

款 項 目 節 備 考

長期前

受金

償却資産の取得又は

改良に充てるための

補助金、負担金その

他これらに類するも

のの交付を受けた場

合におけるその交付

を受けた金額に相当

する額及び償却資産

の取得又は改良に充

てるために起こした

企業債の元金の償還

に要する資金に充て

るため一般会計又は

他の特別会計から繰

入れを行つた場合に

おけるその繰入金の

額

長期前

受金収

益化累

計額

資 本

� 資 本 金

資 本

� 資 本 金
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款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

資本金 剰余金から資本金に

組み入れた額を含

む。

自己資

本金

地方公営企業法施行

令等の一部を改正す

る政令（平成２４年政

令第２０号）附則第２

条第１項の規定によ

りなお従前の例によ

ることとされる同令

第１条の規定による

改正前の令第２５条の

規定により組み入れ

るものを含む。

借入資

本金 企業債 建設又は改良に要す

る資金に充てるため

の企業債をいう。

他会計

借入金

� 剰 余 金 � 剰 余 金

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

資本剰

余金

資本剰

余金再評価

積立金

令附則第１１項及び第

１２項の規定により資

産の再評価を行つた

場合における再評価

価額から再評価以前

の帳簿価額を控除し

た額

再評価

積立金

受贈財

産評価

額

償却資産以外の固定

資産の贈与を受けた

財産の評価額

受贈財

産評価

額

寄附金 償却資産以外の固定

資産の取得又は改良

に充てた寄附金

寄附金

保険差

益

固定資産の帳簿価額

と当該固定資産の滅

失により保険契約に

基づいて受け取つた

保険金との差額

その他

資本剰

余金

上記以外の資本剰余

金

その他

資本剰

余金

利益剰

余金

利益剰

余金減債積

立金

企業債の償還に充て

るため積み立てた額

減債積

立金

利益積

立金

欠損金を埋めるため

に積み立てた額

利益積

立金

省略 省略
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当年度

未処分

利益剰

余金

（当年

度未処

理欠損

金）

当年度末における繰

越利益剰余金（繰越

欠損金）の額に当年

度の純利益（純損

失）の金額を加減し

た額

当年度

未処分

利益剰

余金

（当年

度未処

理欠損

金）

繰越利益

剰余金年

度末残高

（繰越欠

損金年度

末残高）

前年度未処分利益剰

余金（前年度未処理

欠損金）の額から前

年度利益剰余金処分

額（前年度欠損金処

理額）を控除して得

た繰越利益剰余金

（繰越欠損金）の額

繰越利益

剰余金年

度末残高

（繰越欠

損金年度

末残高）

当年度純

利益

（当年度

純損失）

当年度の損益取引の

結果発生した純利益

（純損失）

当年度純

利益

（当年度

純損失）

収 益

� 事 業 収 益

収 益

� 事 業 収 益

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

営業収

益

営業収

益本 局

（又は

所）

主たる営業活動から

生ずる収益

本 局

（又は

所）

電力料 電力料 販売電力料を処理す

る。

渇水準備

金引当

渇水準備金に引当て

た額を△印で計上す

る。

雑収益 上記以外の営業収益 雑収益 電気事業に関連し

て、通常発生する収

益で、上記の科目に

該当しないものを処

理する。

附帯事

業収益

財務収

益

財務収

益本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

受取配当

金

受取配当

金

受取利息 受取利息

省略 省略

雑利息 雑収益
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本 局

（又は

所）

省略 省略

附帯事

業収益

事業外

収益

事業外

収益本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

長期前受

金戻入

施行規則第２１条第２

項又は第３項の規定

により償却した長期

前受金の額のうち事

業外収益とするもの

雑収益 雑収益

省略 省略

省略 省略

特別利

益

当年度の経常的収益

から除外すべき利益

特別利

益

当年度の経常的収益

から除外すべき利益

を整理する。

本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

固定資産

売却益

固定資産の売却価額

が当該固定資産の売

却時の帳簿価額を超

える金額

固定資産

売却益

固定資産の売却価額

が当該固定資産の売

却時の帳簿価額を超

える金額を整理す

る。

過年度損

益修正益

前年度以前の損益の

修正で利益の性質を

有するもの

過年度損

益修正益

前年度以前の損益の

修正で利益の性質を

有するものを整理す

る。

省略 省略

費 用

� 事 業 費 用

費 用

� 事 業 費 用

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

営業費

用

主たる営業活動から生

ずる費用

営業費

用

（ ）

発電所

（ ）

発電所

（ ）

管理事

務所

（ ）

管理事

務所

（ ） （ ）

省略 省略

賞与引当

金繰入額

賞与引当金として計上

するための繰入額

退職給与

金
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退職給付

費

退職給付引当金として

計上するための繰入額

及び退職手当の支払に

当たつて不足が生じた

場合の当該不足額

退職給与

金引当

省略 省略

雑給 定数内職員以外の者で

常時雇用される者に対

する給与及び法定福利

費

雑給 定数内職員以外の者で

常時雇傭される者に対

する給与及び法定福利

費を整理する。

賃金 定数内職員以外の者で

臨時雇用される者に対

する給与及び法定福利

費

賃金 定数内職員以外の者で

臨時雇傭される者に対

する給与及び法定福利

費を整理する。

潤滑油脂

費

機械装置の潤滑油脂に

関する費用

潤滑油脂

費

機械装置の潤滑油脂に

関する費用を整理す

る。

省略 省略

修繕費 修繕費

建物修繕

費

「水力発電設備」の

「建物」に関するもの

建物修繕

費

「水力発電設備」の

「建物」に対するもの

を整理する。

構築物修

繕費

「水力発電設備」の

「水路」及び「貯水池

（又は調整池）」に関

するもの

構築物修

繕費

「水力発電設備」の

「水路」及び「貯水池

（又は調整池）」に関

するものを整理する。

機械装置

修繕費

「水力発電設備」の

「機械装置」に関する

もの

機械装置

修繕費

「水力発電設備」の

「機械装置」に関する

ものを整理する。

雑修繕費 「水力発電設備」の

「土地」、「水源かん

養林」、「諸装置」及

び「備品」並びに借入

資産に関するもの

雑修繕費 「水力発電設備」の

「土地」、「水源かん

養林」、「諸装置」及

び「備品」並びに借入

資産に関するものを整

理する。

修繕引当

金繰入額

修繕引当金として計上

するための繰入額

修繕準備

金引当

特別修繕

引当金繰

入額

特別修繕引当金として

計上するための繰入額

省略 省略

交付金 国有資産等所在市町村

交付金等

交付金 国有資産等所在市町村

交付金等を整理する。

省略 省略

共有設備

費分担額

共有設備

費分担額

その他引

当金繰入

額

施行規則第２２条の規定

により引き当てるその

他引当金として計上す

るための繰入額
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（ ）

送電費

（ ）

送電費

修繕費 修繕費

省略 省略

修繕引当

金繰入額

特別修繕

引当金繰

入額

省略 省略

一般管

理費

一般管

理費

給料 「水力発電費」の同目

に準ずる 。

給料 「水力発電費」の同目

に準じて整理する。

省略 省略

賞与引当

金繰入額

省略 退職給与

金

省略

退職給付

費

省略 退職給与

金引当

省略

省略 省略

修繕引当

金繰入額

修繕準備

金引当

賃借料 「水力発電費」の同目

に準ずる 。

賃借料 「水力発電費」の同目

に準じて整理する。

省略 省略

建設分担

関連費振

替額

（貸方）

建設分担

関連費振

替額

（貸方）

貸倒引当

金繰入額

貸倒引当金として計上

するための繰入額

その他引

当金繰入

額

資産減

耗費

たな卸資

産減耗費

たな卸資産の毀損、変

質又は滅失による除却

費及び低価法による評

価損

附帯事

業費用

財務費

用

財務費

用

省略 省略

附帯事

業費用
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省略 省略

特別損

失

当年度の経常的費用か

ら除外すべき損失

特別損

失

当年度の経常的費用か

ら除外すべき損失を整

理する。

本 局

（又は

所）

本 局

（又は

所）

固定資産

売却損

固定資産の売却価額が

当該固定資産の売却時

の帳簿価額に不足する

金額

固定資産

売却損

固定資産の売却価額が

当該固定資産の売却時

の帳簿価額に不足する

金額を整理する。

減損損失 事業年度の末日におい

て予測することができ

ない減損が生じたもの

又は減損損失を認識す

べきものの当該生じた

減損による損失又は認

識すべき減損損失の額

臨時損失 天災その他特別な理由

による巨額の臨時損失

を整理する。

災害によ

る損失

災害による巨額の損失

過年度損

益修正損

前年度以前の損益の修

正で損失の性質を有す

るもの

過年度損

益修正損

前年度以前の損益の修

正で損失の性質を有す

るものを整理する。

省略 省略

工 業 用 水 道 事 業 勘 定 科 目

資 産

� 固 定 資 産

工 業 用 水 道 事 業 勘 定 科 目

資 産

� 固 定 資 産

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

有形固

定資産

有形固

定資産（ ）

地区

（ ）

地区

附帯事

業

附帯事

業

省略 省略

工具器具

及び備品

工具器具

及び備品

リース資

産

建設仮勘

定

省略 省略

無形固

定資産

無形固

定資産（ ）

地区

（ ）

地区

附帯事

業

附帯事

業

省略 省略

電話加入

権

電話加入

権
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リース資

産

省略 省略

建設仮

勘定 （ ）

地区

土地

事務所用

地

施設用地

共有者持

分額

（貸方）

建物

事務所用

建物

施設用建

物

公舎合宿

用建物

共有者持

分額

（貸方）

取水工事

費

本工事費 各工種の施設の工事

を施工するのに直接

要する費用

附帯工事

費

本工事に附帯して施

行する工事に要する

費用

仮設備費 工事期間中のみ必要

な現場仮事務所、見

張所、仮倉庫、機械

器具等を設置するの

に要する費用

工事雑費 上記工事に附帯して

要する費用で附帯工

事費以外のものを記

載する。

共有者持

分額

（貸方）

貯水工事

費

本工事費 取水工事費の同目に

同じ。

附帯工事

費

同上
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仮設備費 同上

機械器具

費

同上

工事雑費

共有者持

分額

（貸方）

同上

導水工事

費

本工事費 取水工事費の同目に

同じ。

附帯工事

費

同上

仮設備費 同上

機械器具

費

同上

工事雑費

共有者持

分額

（貸方）

同上

浄水工事

費

本工事費 取水工事費の同目に

同じ。

附帯工事

費

同上

仮設備費 同上

機械器具

費

同上

工事雑費

共有者持

分額

（貸方）

同上

送水工事

費

本工事費 取水工事費の同目に

同じ。

附帯工事

費

同上

仮設備費 同上

機械器具

費

同上

工事雑費

共有者持

分額

（貸方）

同上

配水工事

費
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本工事費 取水工事費の同目に

同じ。

附帯工事

費

同上

仮設備費 同上

機械器具

費

同上

工事雑費

共有者持

分額

（貸方）

同上

総係費

（測量監

督費）

給料

手当

児童手当

退職給与

金

関連給与

費

賃金

法定福利

費

厚生福利

費

旅費

消耗品費

消耗備品

費

仮設備費

印刷製本

費

通信運搬

費

会議費

借料及び

損料

保険料

（仮設備

）

（建設中

利子）

雑費

共有者持

分額

（貸方）
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分担金

補償費

調査費

省略 省略

投資そ

の他の

資産

投資そ

の他の

資産

本局 本局

附帯事

業

附帯事

業

投資有価

証券

投資有価

証券

株式

公社債

その他有

価証券

省略 省略

長期貸付

金

長期貸付

金

上記以外の投資の性

質を有するものを整

理する。

一般貸付

金

他会計に対する長期

貸付金以外のもの

他会計貸

付金

他会計への長期貸付

金

省略 省略

長期前払

消費税

施行規則第２０条第１

項の規定により資産

計上した資産に係る

控除対象外消費税額

年賦未収

金

その他出

資

その他投

資

その他投

資

貸倒引当

金

（貸方）

� 土 地 造 成 � 土 地 造 成

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

造成土

地

造成土

地

土地造

成勘定

土地造

成勘定

附帯事

業

附帯事

業

省略 省略

附帯雑費 附帯雑費

省略 省略

賞与引当

金繰入額

退職給与

金
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退職給付

費

省略 省略

修繕費 修繕費

修繕引当

金繰入額

貸倒引当

金繰入額

その他引

当金繰入

額

省略 省略

（仮設備

）

土地

建物

構築物

機械

備品

その他仮

設備

（仮設備

費用）

土地

建物

構築物

機械

備品

その他仮

設備

省略 省略

� 流 動 資 産 � 流 動 資 産

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

現金・

預金 省略

現金預

金 省略

省略 省略

有価証

券

有価証

券本局 本局

附帯事

業

附帯事

業

投資有価

証券

受取手

形 （ ）

地区

本局
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附帯事

業

貯蔵品 貯蔵品

（ ）

地区

（ ）

地区

本局 本局

附帯事

業

附帯事

業

原材料 金属材料、木材等に

区分する 。

原材料 金属材料、木材等に

区分して記載する。

消耗品 消耗品

消耗工具

器具備品

耐用年数１年未満又

は取得価額１０万円未

満の工具器具備品

消耗工具

器具備品

耐用年数１年未満又

は 価格１，０００円未

満の工具器具備品

省略 省略

短期貸

付金

短期貸

付金（ ）

地区

（ ）

地区

本局 本局

附帯事

業

附帯事

業

一般短期

貸付金

短期貸付

金

省略 省略

省略 省略

前払金 前払金

省略 省略

未収収

益 （ ）

地区

本局

附帯事

業

その他

流動資

産

その他

流動資

産
（ ）

地区

（ ）

地区

本局 本局

附帯事

業

附帯事

業

保管有価

証券

仮払消費

税及び地

方消費税

仮払消費

税及び地

方消費税

省略 省略
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貸倒引

当金

（貸方

）

（ ）

地区

本局

附帯事

業

� 繰 延 勘 定

款 項 目 節 備 考

企業債

発行差

金

開発費

退職給

与金

試験研

究費

災害損

失

控除対

象外消

費税額

負 債

� 固 定 負 債

負 債

� 固 定 負 債

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

企業債 企業債

本局 本局

附帯事

業

附帯事

業

建設改良

費等の財

源に充て

るための

企業債

起債 建設改良及び投資に

あてるために発行す

るもの以外のもの

その他の

企業債

他会計

借入金

他会計

借入金

建設改良及び投資以

外の目的のために他

会計から借り入れた

借入金

建設改良

費等の財

源に充て

るための

長期借入

金

その他の

長期借入

金
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リース

債務 （ ）

地区

本局

附帯事

業

引当金 引当金

（ ）

地区

本局

（ ）

本局

附帯事

業

附帯事

業

退職給付

引当金

退職給与

引当金

特別修繕

引当金

修繕引当

金

その他引

当金

省略 省略

� 流 動 負 債 � 流 動 負 債

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

一時借

入金

一時借

入金省略 省略

企業債

本局

附帯事

業

建設改良

費等の財

源に充て

るための

企業債

その他の

企業債

他会計

借入金 本局

附帯事

業

建設改良

費等の財

源に充て

るための

長期借入

金

その他の

長期借入

金
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リース

債務 （ ）

地区

本局

附帯事

業

未払金 未払金

（ ）

地区

（ ）

本局 本局

附帯事

業

附帯事

業

省略 省略

その他未

払金

営業外未

払金

省略 省略

未払費

用

未払費

用（ ）

地区

（ ）

本局 本局

省略 省略

前受金 前受金

（ ）

地区

（ ）

本局 本局

省略 省略

前受収

益 （ ）

地区

本局

附帯事

業

引当金

（ ）

地区

本局

附帯事

業

賞与引当

金

修繕引当

金

その他引

当金

預り金 預り金

（ ）

地区

（ ）
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本局 本局

省略 省略

その他

流動負

債

その他

流動負

債

（ ）

地区

（ ）

本局 本局

省略 省略

� 繰 延 収 益

款 項 目 節 備 考

長期前

受金

長期前

受金収

益化累

計額

資 本

� 資 本 金

資 本

� 資 本 金

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

資本金 自己資

本金

借入資

本金 企業債

他会計

借入金

� 剰 余 金 � 剰 余 金

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

資本剰

余金

資本剰

余金省略 省略

工事負

担金

償却資産以外の固定

資産の取得又は改良

に充てた工事負担金

工事負

担金

保険差

益

省略 省略

省略 省略

収 益

� 事 業 収 益

収 益

� 事 業 収 益

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

営業収

益

営業収

益（ ）

地区

（ ）

地区

本局 本局

附帯事

業

附帯事

業

省略 省略

雑収益
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省略 省略

営業外

収益

営業外

収益受取利

息配当

金

受取利

息

省略 省略

貸付金利

息

貸付金利

息

基金利息

配当金

他会計

補助金

収益的支出を負担す

ることを目的とする

他会計からの繰入金

で返済を要しないも

の

他会計

補助金

補助金 補助金

長期前

受金戻

入

施行規則第２１条第２

項又は第３項の規定

により償却した長期

前受金の額のうち営

業外収益とするもの

（ ）

地区

（ ）

地区

本局 本局

附帯事

業

附帯事

業

省略 省略

年賦利息

省略 省略

特別利

益

特別利

益

当年度の経常的収益

から除外すべき利益

を整理する。

（ ）

地区

（ ）

地区

本局 本局

附帯事

業

附帯事

業

固定資産

売却益

固定資産

売却益

固定資産の売却価額

が当該固定資産の売

却時の帳簿価額を超

える金額を整理す

る。

過年度損

益修正益

過年度損

益修正益

前年度以前の損益の

修正で利益の性質を

有するものを整理す

る。

省略 省略
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� 事 業 費 用

費 用

� 事 業 費 用

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

営業費

用

営業費

用（ ）

地区

（ ）

地区

省略 省略

賞与引当

金繰入額

退職給与

金

退職給付

費

省略 省略

修繕費 修繕費

修繕引当

金繰入額

特別修繕

引当金繰

入額

省略 省略

汚泥投棄

料

汚泥投棄

料

貸倒引当

金繰入額

その他引

当金繰入

額

省略 省略

たな卸資

産減耗費

資産減耗

費

省略 省略

本局 本局

省略 省略

賞与引当

金繰入額

退職給与

金

退職給付

費

省略 省略

修繕費 修繕費

修繕引当

金繰入額

貸倒引当

金繰入額

その他引

当金繰入

額

省略 省略
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たな卸資

産減耗費

資産減耗

費

省略 省略

附帯事

業

附帯事

業

省略 省略

賞与引当

金繰入額

退職給与

金

退職給付

費

省略 省略

修繕費 修繕費

修繕引当

金繰入額

省略 省略

土地維持

管理費

土地維持

管理費

貸倒引当

金繰入額

その他引

当金繰入

額

省略 省略

営業外

費用

営業外

費用省略 省略

長期前

払消費

税勘定

償却

繰延勘

定償却

長期前払

消費税額

償却

施行規則第２０条第２

項の規定により償却

した長期前払消費税

の額のうち営業外費

用とするもの

企業債発

行差金償

却

開発費償

却

退職給与

金償却

試験研究

費償却

控除対象

外消費税

額償却

省略 省略

特別損

失

特別損

失

当年度の経常的費用

から除外すべき損失

を整理する。
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（ ）

地区

（ ）

地区

本局 本局

附帯事

業

附帯事

業

固定資産

売却損

固定資産

売却損

固定資産の売却価額

が当該固定資産の売

却時の帳簿価額に不

足する金額を整理す

る。

減損損失 臨時損失 天災その他特別な理

由による巨額の臨時

損失を整理する。

災害によ

る損失

過年度損

益修正損

過年度損

益修正損

前年度以前の損益の

修正で損失の性質を

有するものを整理す

る。

省略 省略

病 院 事 業 勘 定 科 目

資 産

� 固 定 資 産

病 院 事 業 勘 定 科 目

資 産

� 固 定 資 産

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

有形固

定資産

有形固

定資産（ ）

病院

（ ）

病院

本局

省略 省略

寝具

省略 省略

車輌 車輌

リース資

産

建設仮勘

定

その他有

形固定資

産

省略 省略

無形固

定資産

無形固

定資産（ ）

病院

（ ）

病院

本局

省略 省略

電話加入

権

電話加入

権

リース資

産
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その他無

形固定資

産

投資そ

の他の

資産

投資そ

の他の

資産
（ ）

病院

（ ）

病院

本局

投資有価

証券

投資有価

証券

株式

公社債

その他有

価証券

敷金

省略 省略

基金 基金

長期前払

消費税

その他投

資

その他投

資

上記以外の投資の性

質を有するものを整

理する。

貸倒引当

金

（貸方）

建設仮

勘定 （ ）

病院

何何 病院事業固定資産の

項に準ずる。

総係費

� 流 動 資 産 � 流 動 資 産

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

現金・

預金

現金預

金（ ）

病院

現金

預金

未収金 未収金

（ ）

病院

（ ）

病院

本局

省略 省略

医業外未

収金

医業外未

収金
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現年度未

収入金

未収消費税及び地方消

費税還付金は、現年度

及び過年度の未収入金

を内数として区別す

る 。

現年度未

収入金

未収消費税及び地方消

費税還付金は、現年度

及び過年度の未収入金

を内数として区別の

上、整理する。

省略 省略

受取手

形 （ ）

病院

本局

貯蔵品 貯蔵品

（ ）

病院

（ ）

病院

薬品 医療材料

診療材料

省略 省略

短期貸

付金

短期貸

付金（ ）

病院

（ ）

病院

本局

省略 省略

前払費

用

前払費

用（ ）

病院

（ ）

病院

本局

省略 省略

前払金 前払金

（ ）

病院

（ ）

病院

本局

省略 省略

未収収

益 （ ）

病院

本局

その他

流動資

産

その他

流動資

産
（ ）

病院

（ ）

病院

本局

保管有価

証券

仮払消費

税及び地

方消費税

仮払消費

税及び地

方消費税

省略 省略
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貸倒引

当金

（貸方

）

（ ）

病院

本局

� 繰 延 勘 定

款 項 目 節 備 考

企業債

発行差

金

退職給

与金

試験研

究費

災害損

失

控除対

象外消

費税額

負 債

� 固 定 負 債

負 債

� 固 定 負 債

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

企業債 企業債

建設改

良費等

の財源

に充て

るため

の企業

債

起債

その他

の企業

債

他会計

借入金

他会計

借入金建設改

良費等

の財源

に充て

るため

の長期

借入金

その他

の長期

借入金

リース

債務 （ ）

病院

本局

引当金 引当金
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退職給

付引当

金

退職給

与引当

金

特別修

繕引当

金

修繕引

当金

その他

引当金

省略 省略

� 流 動 負 債 � 流 動 負 債

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

一時借

入金

一時借

入金

企業債

建設改

良費等

の財源

に充て

るため

の企業

債

その他

の企業

債

他会計

借入金 建設改

良費等

の財源

に充て

るため

の長期

借入金

その他

の長期

借入金

リース

債務 （ ）

病院

本局

未払金 未払金

（ ）

病院

（ ）

病院

本局

省略 省略

未払費

用

未払費

用（ ）

病院

（ ）

病院

本局

愛 媛 県 報平成２６年４月１日 第２５５８号外１

１１８



������ ������

前受金 前受金

（ ）

病院

（ ）

病院

本局

前受収

益 （ ）

病院

本局

引当金

（ ）

病院

本局

賞与引当

金

修繕引当

金

その他引

当金

預り金 預り金

（ ）

病院

（ ）

病院

本局

省略 省略

その他

流動負

債

その他

流動負

債

（ ）

病院

（ ）

病院

本局

省略 省略

� 繰 延 収 益

款 項 目 節 備 考

長期前

受金

長期前

受金収

益化累

計額

資 本

� 資 本 金

資 本

� 資 本 金

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

資本金 自己資

本金

借入資

本金 企業債

他会計

借入金

� 剰 余 金 � 剰 余 金
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款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

資本剰

余金

資本剰

余金省略 省略

その他

資本剰

余金

雑口

利益剰

余金

利益剰

余金省略 省略

利益積

立金

利益積

立金

その他

積立金

省略 省略

収 益

� 事 業 収 益

収 益

� 事 業 収 益

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

省略 省略

医業外

収益

医業外

収益（ ）

病院

（ ）

病院収

益

本局

省略 省略

その他医

業外収益

その他医

業外収益

長期前受

金戻入

施行規則第２１条第２項

又は第３項の規定によ

り償却した長期前受金

の額のうち医業外収益

とするもの

受取利

息配当

金

受取利

息

省略 省略

有価証券

利息

有価証券

利息

基金利息

配当金

他会計

補助金

他会計

補助金

その他

医業外

収益

不用品売

却収益

その他医

業外収益
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省略 省略

特別利

益

特別利

益

当年度の経常的収益か

ら除外すべき利益を整

理する。

（ ）

病院

（ ）

病院収

益

本局

固定資産

売却益

固定資産

売却益

固定資産の売却価額が

当該固定資産の売却時

の帳簿価額を超える金

額を整理する。

過年度損

益修正益

過年度損

益修正益

前年度以前の損益の修

正で利益の性質を有す

るものを整理する。

省略 省略

附帯事

業収益

（ ）

病院収

益

准看護師

養成受託

収益

費 用

� 事 業 費 用

費 用

� 事 業 費 用

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

医業費

用

医業費

用（ ）

病院

（ ）

病院

給与費 （給与費

）

給料 給料

手当 手当

賞与引当

金繰入額

退職給付

費

退職給与

金

報酬 報酬

雑給 雑給

賃金 賃金

法定福利

費

法定福利

費

その他引

当金繰入

額

材料費 （材料費

）
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薬品費 省略 薬品費 省略

診療材料

費

�・� 省略 診療材料

費

�・� 省略

給食材料

費

�・� 省略 給食材料

費

�・� 省略

医療消耗

備品費

省略 医療消耗

備品費

省略

経費 （経費）

厚生福利

費

厚生福利

費

児童手当 児童手当

報償費 省略 報償費 省略

旅費交通

費

省略 旅費交通

費

省略

交際費 交際費

消耗品費 消耗品費

消耗備品

費

省略 消耗備品

費

省略

印刷製本

費

印刷製本

費

職員被服

費

職員被服

費

燃料費 燃料費

光熱水費 省略 光熱水費 省略

会議費 会議費

修繕費 省略 修繕費 省略

修繕引当

金繰入額

特別修繕

引当金繰

入額

取替費 省略 取替費 省略

通信運搬

費

通信運搬

費

電信電話料、郵便料、

搬送料等

保険料 保険料 火災保険料

委託費 委託費 検査委託費、保清費等

賃借料 賃借料

補償費 補償費

諸会費 諸会費

貸倒引当

金繰入額

雑費 雑費

減価償却

費

（減価償

却費）

建物減価

償却費

建物減価

償却費
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構築物減

価償却費

構築物減

価償却費

器械備品

減価償却

費

器械備品

減価償却

費

車輌減価

償却費

車輌減価

償却費

リース資

産減価償

却費

無形固定

資産減価

償却費

無形固定

資産減価

償却費

資産減耗

費

（資産減

耗費）

たな卸資

産減耗費

たな卸資

産減耗費

貯蔵品の破損、変質等

による減耗損

固定資産

除却費

固定資産

除却費

固定資産の廃棄処分に

よる損及び撤去費

研究研修

費

（研究研

修費）

研究材料

費

研究材料

費

謝金 省略 謝金 省略

図書費 図書費

旅費 旅費

研究雑費 省略 研究雑費 省略

特別研究

研修費

特別研究

研修費

何何

省略 省略

医業外

費用

医業外

費用（ ）

病院

（ ）

病院費

本局

省略 省略

雑損失 不用品売

却原価

不用品売

却原価

その他雑

損失

その他雑

損失

支払利

息

支払利

息

省略 省略

一時借入

金利息

一時借入

金利息

雑利息

愛 媛 県 報平成２６年４月１日 第２５５８号外１

１２３



��������������

附 則

１ この管理規程は、公布の日から施行する。

２ 改正後の愛媛県公営企業会計規程の規定は、平成２６年度の事業年度から適用する。

�愛媛県公営企業管理規程第６号
愛媛県公営企業電気事業用電気工作物保安規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

長期前

払消費

税勘定

償却

繰延勘

定償却

長期前払

消費税額

償却

施行規則第２０条第２項

の規定により償却した

長期前払消費税の額の

うち医業外費用とする

もの

退職給与

金償却

控除対象

外消費税

額償却

何何

省略 省略

特別損

失

特別損

失

当年度の経常的費用か

ら除外すべき損失を整

理する。

（ ）

病院

（ ）

病院費

本局

固定資産

売却損

固定資産

売却損

固定資産の売却価額が

当該固定資産の売却時

の帳簿価額に不足する

金額を整理する。

減損損失

災害によ

る損失

臨時損失 天災その他特別な理由

による巨額の臨時損失

を整理する。

過年度損

益修正損

過年度損

益修正損

前年度以前の損益の修

正で損失の性質を有す

るものを整理する。

その他特

別損失

その他特

別損失

附帯事

業費用 看護師

養成費

奨学資金

様式第１６号（第１１条関係） 企業債及び借入金台帳 様式第１６号（第１１条関係） 企業債及び借入金台帳

省略 省略

同意・許可番号 省略 許 可 番 号 省略

省略 省略

注 省略 注 省略
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公営企業訓令

平成２６年４月１日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県公営企業電気事業用電気工作物保安規程の一部を改正する管理規程

愛媛県公営企業電気事業用電気工作物保安規程（昭和６１年愛媛県公営企業管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

第２１条第２項中「第５０条の２第７項」を「第５１条第７項」に改める。

「
主任技術者

（道前道後第三発

電所のダム水路）

主任技術者
（畑寺発電所の水

路）

「

主任技術者
（道前道後第三発

電所のダム水路）
別表第１中 を に、

」

」

「
道前道後第三発電所

畑寺発電所

「
道前道後第三発電所 を に改める。

」

」

附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第１号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県公営企業事業所処務規則等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県公営企業事業所処務規則等の一部を改正する訓令

（愛媛県公営企業事業所処務規則の一部改正）

第１条 愛媛県公営企業事業所処務規則（昭和５７年愛媛県公営企業訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（病院の事務局等の所掌事務）

第５条 愛媛県立病院（以下「病院」という。）の事務局等の所掌

事務は、次のとおりとする。

事務局

�～� 省略

� 給食に関すること（愛媛県立中央病院を除く）。

�・� 省略

省略

２ 愛媛県立中央病院の総務医事課等の所掌事務は、次のとおりと

する。

総務医事課

�～� 省略

� 契約に関すること（第１４号に掲げるものを除く。）。

�～	 省略


 患者の受付及び入退院事務に関すること。

� 医療社会事業に関すること。

� 社会保険に関すること。

 病歴管理及び医事統計に関すること。

� 健康診査等の受託契約に関すること。

� 料金、料金以外の使用料及び手数料の調定に関すること。

� 診療費の請求に関すること。

� 未収入金の整理及び督促に関すること。

� 院内案内に関すること。

（病院の事務局等の所掌事務）

第５条 愛媛県立病院（以下「病院」という。）の事務局等の所掌

事務は、次のとおりとする。

事務局

�～� 省略

� 給食に関すること（愛媛県立中央病院を除く）。

�・� 省略

省略

２ 愛媛県立中央病院の総務課等 の所掌事務は、次のとおりと

する。

総務課

�～� 省略

� 契約（他の主管に属するものを除く。）に関すること。

�～	 省略
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（愛媛県公営企業管理局事務決裁規則の一部改正）

第２条 愛媛県公営企業管理局事務決裁規則（昭和６３年愛媛県公営企業訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 物品の出納、管理及び処分に関すること（他の主管に属する

ものを除く。）。

� 病院の経営企画に関すること。

� 広報、統計（他の主管に属するものを除く。）及び調査に関

すること。

� 省略

省略

栄養部

� 省略

� 給食に関すること。

� その他栄養管理 に関するこ

と。

省略

３～５ 省略

（病院の職員の職務）

第９条 省略

２～１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

� 省略

医事課

� 患者の受付及び入退院事務に関すること。

� 医療社会事業に関すること。

� 社会保険に関すること。

	 病歴管理及び医事統計に関すること。


 健康診査等の受託契約に関すること。

� 料金、料金以外の使用料及び手数料の調定に関すること。

� 診療費の請求に関すること。

 未収入金の整理及び督促に関すること。

� 院内案内に関すること。

� 医療機械器具及び医療資材等の購入契約に関すること。

� 医療機械器具及び医療資材等の出納及び管理に関すること。

� 物品の出納、管理及び処分に関すること（他の主管に属する

ものを除く。）。

� 給食に関すること。

経営企画室

� 病院の経営企画に関すること。

� 広報、統計（他の主管に属するものを除く。）及び調査に関

すること。

省略

栄養部

� 省略

� その他栄養管理（他の所管に属するものを除く。）に関するこ

と。

省略

３～５ 省略

（病院の職員の職務）

第９条 省略

２～１０ 省略

１１ 経営企画室長は、上司の命を受け、室務を掌理し、所属職員を

指揮監督する。

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略
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（愛媛県公営企業事業所事務決裁規則の一部改正）

第３条 愛媛県公営企業事業所事務決裁規則（平成９年愛媛県公営企業訓令第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係） 管理者の権限に属する事務に係る一般共

通決裁事項

別表第１（第４条関係） 管理者の権限に属する事務に係る一般共

通決裁事項

事務の

種 類
事 項

決裁区分

事務の

種 類
事 項

決裁区分

管

理

者

専決者 管

理

者

専決者

局

長

課

長

主

幹

局

長

課

長

主

幹

１～８

省略

１～８

省略

９ 収入

又は支

出を伴

う事務

１ 収入の決定（寄附の受入れの

決定を除く。）に関すること。

９ 収入

又は支

出を伴

う事務

１ 収入（寄附を除く。）の徴収

に関すること。

� １件１，０００万円以上のもの ○ � １件１，０００万円以上 ○

� １件１，０００万円未満のもの

（�に掲げるものを除く。）

○ � １件１，０００万円未満 ○

� １件１０万円未満のもの（定

例的なものに限る。）

○

２ 寄附の受入れの決定に関する

こと。

２ 寄附の受入 の決定に関する

こと。

� １件１００万円以上のもの及び

負担付きのもの

○ � 負担附きのもの ○

� １件１０万円以上１００万円未満

のもの

○ � １件５０万円以上 ○

� １件１０万円未満のもの ○ � １件５０万円未満 ○

３ 決裁を経た事件に係る収入の

調定及び納入の通知に関するこ

と。

� １件１，０００万円以上のもの ○

� １件１，０００万円未満のもの ○

４ 次に掲げる事件の決定に関す

ること。

３ 次に掲げる事件の決定に関す

ること。

�～� 省略 �～� 省略

� その他の 事件 � その他の支出を伴う事件

ア～ウ 省略 ア～ウ 省略

１０ 省略 １０ 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 省略

� 専決 事務局長、課長、支所長、主幹 又は部

長が、常時、事業所長に代わって特に定められた範囲の事務の

処理について意思の決定を行うことをいう。

（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 省略

� 専決 事務局長、課長、支所長、主幹、経営企画室長又は部

長が、常時、事業所長に代わって特に定められた範囲の事務の

処理について意思の決定を行うことをいう。
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� 省略

（代決者）

第５条 代決者は、次の表に掲げるとおりとする。

� 省略

（代決者）

第５条 代決者は、次の表に掲げるとおりとする。

区分 決裁者
代決者

区分 決裁者
代決者

第１次代決者 第２次代決者 第１次代決者 第２次代決者

省略 省略

院長の

権限に

属する

事務

省略 院長の

権限に

属する

事務

省略

事務局長 課長

（愛媛県

立南宇和病院に

あっては、事務

局次長）

主幹（愛媛県立

中央病院総務医

事課に限る。）

事務局長 課長又は経営企

画室長（愛媛県

立南宇和病院に

あっては、事務

局次長）

主幹（愛媛県立

中央病院総務課

に限る。）

愛媛県立中央

病院総務医事

課長

省略 愛媛県立中央

病院総務課長

省略

課長（愛媛県

立中央病院総

務医事課長を

除く。以下こ

の項において

同じ。）

課長

が指定し

た職員

課長（愛媛県

立中央病院総

務課長 を

除く。以下こ

の項において

同じ。）及び

経営企画室長

課長又は経営企

画室長が指定し

た職員

省略 省略

２ 省略

別表第１（第４条関係）

所長及び院長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

２ 省略

別表第１（第４条関係）

所長及び院長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

事務の

種 類
事 項

発電

工水

管理

事務

所及

び工

業用

水道

管理

事務

所に

おけ

る決

裁区

分

愛媛県立中

央病院、愛

媛県立今治

病院及び愛

媛県立新居

浜病院にお

ける決裁区

分

愛媛

県立

南宇

和病

院に

おけ

る決

裁区

分

事務の

種 類
事 項

発電

工水

管理

事務

所及

び工

業用

水道

管理

事務

所に

おけ

る決

裁区

分

愛媛県立中

央病院、愛

媛県立今治

病院及び愛

媛県立新居

浜病院にお

ける決裁区

分

愛媛

県立

南宇

和病

院に

おけ

る決

裁区

分

所

長

専

決

者

院

長

専決者

院

長

専

決

者

所

長

専

決

者

院

長

専決者

院

長

専

決

者

課

長

事

務

局

長

課

長

主

幹

事

務

局

長

課

長

事

務

局

長

課

長

又

は

経

営

主

幹

事

務

局

長
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企

画

室

長

１～５

省略

１～５

省略

６ 収

入又

は支

出を

伴う

事務

１ 収入の決定（寄附の

受入れの決定 を 除

く。）に関すること。

６ 収

入又

は支

出を

伴う

事務

� １件１，０００万円以上

のもの

○ ○ ○

� １件１０万円以上

１，０００万円未満のもの

○ ○ ○

� １件１０万円未満の

もの

ア イ以外のもの ○ ○ ○

イ 定例的なもの ○ ○ ○

２ 決裁を経た事件に係

る収入の調定及び納入

の通知に関すること。

� １件１，０００万円以上

のもの

○ ○ ○

� １件１，０００万円未満

のもの

○ ○ ○

３ 省略 １ 省略

２ 収入（寄附の受入れ

の決定を除く。）の徴

収に関すること。

� １件１，０００万円以上

の収入に係るもの

○ ○ ○

� １件１０万 円 以 上

１，０００万円未満の収入

に係るもの

○ ○ ○

� １件１０万円未満の

収入に係るもの

○ ○ ○

７ 省

略

７ 省

略

備考１ 省略

２ この表４の部及び５の部の適用については、同表愛媛

県立中央病院、愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜病

院における決裁区分の欄中「課長 」と

あるのは、愛媛県立中央病院の検査部、放射線部、リハ

ビリテーション部、輸血部、病理診断部、薬剤部及び看

護部、愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜病院の検査

部、放射線部、リハビリテーション部及び看護部並びに

愛媛県立新居浜病院の薬剤部にあっては「部長」と、愛

媛県立今治病院の薬剤部にあっては「総務課長」とし、

同表愛媛県立南宇和病院における決裁区分の欄中「事務

備考１ 省略

２ この表４の部及び５の部の適用については、同表愛媛

県立中央病院、愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜病

院における決裁区分の欄中「課長又は経営企画室長」と

あるのは、愛媛県立中央病院の検査部、放射線部、リハ

ビリテーション部、輸血部、病理診断部、薬剤部及び看

護部、愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜病院の検査

部、放射線部、リハビリテーション部及び看護部並びに

愛媛県立新居浜病院の薬剤部にあっては「部長」と、愛

媛県立今治病院の薬剤部にあっては「総務課長」とし、

同表愛媛県立南宇和病院における決裁区分の欄中「事務
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局長」とあるのは、検査部、放射線部、リハビリテーシ

ョン部及び看護部にあっては、「部長」とする。

３ 愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜病院に属する事

務に係る次に掲げるこの表の規定の適用については、同

表愛媛県立中央病院、愛媛県立今治病院及び愛媛県立新

居浜病院における決裁区分の欄中「主幹」とあるのは、

「課長」とする。

�～� 省略

� ６の部１の項�イ

� ６の部２の項�

� 省略

別表第２（第４条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

局長」とあるのは、検査部、放射線部、リハビリテーシ

ョン部及び看護部にあっては、「部長」とする。

３ 愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜病院に属する事

務に係る次に掲げるこの表の規定の適用については、同

表愛媛県立中央病院、愛媛県立今治病院及び愛媛県立新

居浜病院における決裁区分の欄中「主幹」とあるのは、

「課長」とする。

�～� 省略

� 省略

別表第２（第４条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

所

長

専

決

者
所

長

専

決

者

課

長

課

長

総

務

課

１～４ 省略 総

務

課

１～４ 省略

５ 収入又は支

出を伴う事務

１ 次に掲げるものの支出

負担行為に関すること。

５ 収入又は支

出を伴う事務

１ 次に掲げるものの支出

負担行為に関すること。

� 決裁を経た１件１，０００

万円以上の事件（�に

掲げるものを除く。）

○ � 決裁を経た１件５００万

円 以上の事件（�に

掲げるものを除く。）

○

� 決裁を経た１件５０万

円以上５００万円未満の事

件（�に掲げるものを

除く。）

○

� 決裁を経た１件１，０００

万円未満の事件（�に

掲げるものを除く。）

○ � 決裁を経た１件５０万

円 未満の事件（�に

掲げるものを除く。）

○

� 省略 � 省略

２ 決裁を経た事件の経費

の支出命令に関するこ

と。

○ ２ 次に掲げるもの

の支出命令に関するこ

と。

� 決裁を経た１件５００万

円以上の事件の経費

（�に掲げるものを除

く。）

○

� 決裁を経た１件５０万

円以上５００万円未満の事

件の経費（�に掲げる

ものを除く。）

○

� 決裁を経た１件５０万

円未満の事件の経費

（�に掲げるものを除

く。）

○

� 報酬、賃金及び期末

手当

○
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３～７ 省略 ３～７ 省略

６～８ 省略 ６～８ 省略

備考 省略

別表第３（第４条関係）

院長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

備考 省略

別表第３（第４条関係）

院長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

愛媛県立中

央病院、愛

媛県立今治

病院及び愛

媛県立新居

浜病院にお

ける決裁区

分

愛媛

県立

南宇

和病

院に

おけ

る決

裁区

分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

愛媛県立中

央病院、愛

媛県立今治

病院及び愛

媛県立新居

浜病院にお

ける決裁区

分

愛媛

県立

南宇

和病

院に

おけ

る決

裁区

分

院

長

専決者

院

長

専

決

者
院

長

専決者

院

長

専

決

者

事

務

局

長

課

長

主

幹

事

務

局

長

事

務

局

長

課

長

主

幹

事

務

局

長

総

務

課

１～５

省略

総

務

課

１～５

省略

６ 収

入又

は支

出を

伴う

事務

１ 次に掲げるものの支出負

担行為に関すること。

６ 収

入又

は支

出を

伴う

事務

１ 次に掲げるものの支出負

担行為に関すること。

� 決裁を経た１件１，０００

万円以上の事件（�に掲

げるものを除く。）

○ ○ � 決裁を経た１件５００万

円 以上の事件（�に掲

げるものを除く。）

○ ○

� 決裁を経た１件５０万円

以上５００万円未満の事件

（�に掲げるものを除

く。）

○ ○

� 決裁を経た１件１，０００

万円未満の事件（�に掲

げるものを除く。）

○ ○ � 決裁を経た１件５０万円

未満の事件（�に掲

げるものを除く。）

○ ○

� 省略 � 省略

２ 決裁を経た事件の経費の

支出命令に関すること。

○ ○ ２ 次に掲げるもの の

支出命令に関すること。

� 決裁を経た１件５００万

円以上の事件の経費（�

に掲げるものを除く。）

○ ○

� 決裁を経た１件５０万円

以上５００万円未満の事件

の経費（�に掲げるもの

を除く。）

○ ○

� 決裁を経た１件５０万円

未満の事件の経費（�に

掲げるものを除く。）

○ ○

� 報酬、賃金及び期末手

当

○ ○
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３～７ 省略 ３～７ 省略

７・８

省略

７・８

省略

９ 病

院の

経営

企画

に関

する

事務

１ 病院の経営企画に関する

こと。

○

１０ 広

報、

統計

及び

調査

に関

する

事務

１ 広報、統計（他の主管に

属するものを除く。）及び

調査に関すること。

○ ○

備考１ この表組織名の欄中

「総務課」とあるのは、愛媛県立中央病院においては

「総務医事課」と、愛媛県立南宇和病院においては「事

務局」として、同表の規定を適用する。

２ 愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜病院に属する事

務に係る次に掲げるこの表の規定の適用については、同

表愛媛県立中央病院、愛媛県立今治病院及び愛媛県立新

居浜病院における決裁区分の欄中「主幹」とあるのは、

「課長」とする。

� ６の部１の項�及び�

� ６の部２の項

備考１ 愛媛県立南宇和病院においては、この表組織名の欄中

「総務課」とあるのは、

「事

務局」として、同表の規定を適用する。

２ 愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜病院に属する事

務に係る次に掲げるこの表の規定の適用については、同

表愛媛県立中央病院、愛媛県立今治病院及び愛媛県立新

居浜病院における決裁区分の欄中「主幹」とあるのは、

「課長」とする。

� ６の部１の項�及び�

� ６の部２の項�及び�

組

織

名

事務の

種 類
事 項

愛媛県

立中央

病院、

愛媛県

立今治

病院及

び愛媛

県立新

居浜病

院にお

ける決

裁区分

愛媛

県立

南宇

和病

院に

おけ

る決

裁区

分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

愛媛県

立中央

病院、

愛媛県

立今治

病院及

び愛媛

県立新

居浜病

院にお

ける決

裁区分

愛媛

県立

南宇

和病

院に

おけ

る決

裁区

分

院

長

専決

者

院

長

専

決

者
院

長

専決

者

院

長

専

決

者

事

務

局

長

課

長

事

務

局

長

事

務

局

長

課

長

事

務

局

長

医

事

課

医

事

課
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第２号
公営企業管理局

各 事 業 所

備考 この表組織名の欄中

「医事課」とあるのは、愛媛県立中央病院においては「総

務医事課」と、愛媛県立南宇和病院においては「事務局」

として、同表の規定を適用する。

備考 愛媛県立南宇和病院においては、この表組織名の欄中

「医事課」とあるのは、

「事務局」

として、同表の規定を適用する。

組

織

名

事務の

種 類
事 項

愛媛県

立中央

病院、

愛媛県

立今治

病院及

び愛媛

県立新

居浜病

院にお

ける決

裁区分

愛媛

県立

南宇

和病

院に

おけ

る決

裁区

分

院

長

専決

者

院

長

専

決

者

事

務

局

長

室

長

事

務

局

長

経

営

企

画

室

１ 病

院の

経営

企画

に関

する

事務

１ 病院の経営企画に関するこ

と。

○

２ 広

報、

統計

及び

調査

に関

する

事務

１ 広報、統計（他の主管に属

するものを除く。）及び調査

に関すること。

○ ○

備考 この表組織名の欄中「経営企画室」とあるのは、愛媛県

立今治病院及び愛媛県立新居浜病院においては「総務課」

と、愛媛県立南宇和病院においては「事務局」とし、同表

愛媛県立中央病院、愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜

病院における決裁区分の欄中「室長」とあるのは、愛媛県

立今治病院及び愛媛県立新居浜病院においては「課長」と

して、同表の規定を適用する。
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愛媛県公営企業公印規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年４月１日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県公営企業公印規則の一部を改正する訓令

愛媛県公営企業公印規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（公印の種類等）

第２条 省略

２ 省略

３ 本局の課長又は事業所の長（以下「機関の長」という。）は、

前２項の規定にかかわらず、特殊の用途に使用するため必要があ

るものについて、管理者の承認を受けて特殊の公印（以下「特殊

公印」という。）を作成し、及び使用することができる。

４ 特殊公印は、前項の規定により承認を受けた機関の長が管守す

る。

５ 特殊公印は、第３項の目的以外の目的に使用してはならない。

（公印の種類等）

第２条 省略

２ 省略

平成２６年４月１日 発行
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